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電子航法研究所の使命 
 
 
    

電子航法研究所は、昭和３６年４月に運輸技術研究所航空部に設置さ
れた電子航法研究室に緒を発し、その後、航空保安技術の試験研究体制
の充実強化が指摘され、さらに、昭和４１年にわが国で続発した航空機
事故を機に、昭和４２年７月に船舶技術研究所より分離して研究機能と
評価試験機能を併せもつ研究所として設立された。以来、３３年余り国
の試験研究機関として航空機や船舶を目的地まで安全にかつ効率的に導
く電子航法に関する研究開発ならびに評価試験を行い、その成果は、わ
が国の航空交通ならびに海上交通の安全のみならず世界的な航法技術の
発展にも寄与してきた。 
 
 平成１３年４月の独立行政法人移行後もこの伝統と実績を引き継ぎ、
電子航法に関する試験、調査、研究および開発を行うことにより、交通
の安全の確保とその円滑化を図ることを目的としたわが国唯一の試験研
究機関である。 
 
 その運営に当たっては、自立性、自発性および透明性を備え、業務を
より効率的かつ効果的に行うという独立行政法人の趣旨を十分踏まえ、
質の高いサービスを提供することにより、わが国の交通の安全と円滑化
に貢献する等国土交通政策に係る任務を的確に遂行することを使命とす
る。 
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基本方針 

使使使使    命命命命  
 電子航法に関する研究を行うことにより、交通の安

全の確保とその円滑化を図り、国民生活の安全の確

保と利便性の向上並びに国際社会への貢献に資す

る。 

理理理理    念念念念 
 １．社会ニーズの変化への的確な対応 

 ２．個性、挑戦心及び独創性の重視 

 ３．中核的研究拠点としての研究ポテンシャルの向上

 ４．外に開かれた研究所 

 ５．魅力的な研究環境と運営 
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業務運営方針 

 

１１１１．．．．電子航法に関する基盤技術の蓄積 

２２２２．．．．次世代航空保安システムに関する 

研 究 の重 点 的 取 り組 みによる、  

わが国の空港整備事業等への研究

成果の反映 

３３３３．．．．国際民間航空機関の活動等への 

国際的な貢献 
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使命達成に向けた取り組み 

交通交通交通交通のののの安全安全安全安全のののの確保確保確保確保とととと円滑化円滑化円滑化円滑化 
へのへのへのへの貢献度貢献度貢献度貢献度をををを高高高高めるめるめるめる 

 

空港整備事業等空港整備事業等空港整備事業等空港整備事業等へのへのへのへの

研究成果研究成果研究成果研究成果のののの反映反映反映反映

基盤技術基盤技術基盤技術基盤技術のののの蓄積蓄積蓄積蓄積 

国際的国際的国際的国際的なななな貢献貢献貢献貢献 

 
 
 
・・・・重点研究重点研究重点研究重点研究のののの推進推進推進推進 
・・・・国家的国家的国家的国家的プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトへのへのへのへの参画参画参画参画

・・・・受託研究受託研究受託研究受託研究のののの推進推進推進推進 
・・・・国際標準技術資料国際標準技術資料国際標準技術資料国際標準技術資料のののの作成作成作成作成 
・・・・研究成果研究成果研究成果研究成果のののの活用活用活用活用 

社会社会社会社会ニーズニーズニーズニーズへのへのへのへの対応対応対応対応
 
 
 
・・・・基盤的研究基盤的研究基盤的研究基盤的研究のののの推進推進推進推進 
・・・・国際会議国際会議国際会議国際会議、、、、学会等学会等学会等学会等へのへのへのへの参加参加参加参加 
・・・・知的財産権知的財産権知的財産権知的財産権のののの取得取得取得取得 
・・・・外外外外部競争的資金部競争的資金部競争的資金部競争的資金のののの獲得獲得獲得獲得 
・・・・共同研究共同研究共同研究共同研究のののの推進推進推進推進 

ポテンシャルポテンシャルポテンシャルポテンシャルのののの向上向上向上向上、、、、 
業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上 

 
 
 
・・・・所内所内所内所内研究会研究会研究会研究会のののの活用活用活用活用 
・・・・職員職員職員職員のののの業績評価業績評価業績評価業績評価 
・・・・任期付研究員任期付研究員任期付研究員任期付研究員のののの活用活用活用活用 
・・・・内部競争的環境内部競争的環境内部競争的環境内部競争的環境のののの構築構築構築構築

・・・・施設施設施設施設・・・・設備利用設備利用設備利用設備利用のののの効率化効率化効率化効率化

研究活動研究活動研究活動研究活動のののの活性化活性化活性化活性化、、、、

リソースリソースリソースリソースのののの有効活用有効活用有効活用有効活用

 
 
 
・・・・年度計画年度計画年度計画年度計画のののの達成度管理達成度管理達成度管理達成度管理

・・・・間接業務間接業務間接業務間接業務のののの外部委託外部委託外部委託外部委託 
・・・・エフォートエフォートエフォートエフォートのののの活用活用活用活用 
・・・・プロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームのののの 

編成編成編成編成 
・・・・外部人材外部人材外部人材外部人材のののの活用活用活用活用 

業務運営業務運営業務運営業務運営のののの効率化効率化効率化効率化、、、、
研究体制研究体制研究体制研究体制のののの強化強化強化強化 
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１５年度に実施した主な取り組み 

 

２．国家的プロジェクトへの参画 

 

１．職員の業績評価の試行実施 

 

４．外部競争的資金への積極的な応募 

 

５．研究プロジェクトチームの導入 

 

６．外部人材活用制度の新設 

 

３．重点研究開発課題の更なる重点化 

 

７．予算管理システムの構築 
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■業務運営評価に関する事項■ 



１１１１．．．．業務運営業務運営業務運営業務運営のののの効率化効率化効率化効率化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためにとるべきするためにとるべきするためにとるべきするためにとるべき措置措置措置措置    
（（（（１１１１））））研究実施体制研究実施体制研究実施体制研究実施体制のののの効率化効率化効率化効率化    
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（（（（１１１１））））    研究実施体制研究実施体制研究実施体制研究実施体制のののの効率化効率化効率化効率化    
    

［中期目標］ 
２．業務運営の効率化に関する事項 
（１）組織運営  

高度化、多様化する社会ニーズに迅速かつ効果的に対応できるよう、責任の所在を明
確にした研究企画・総合調整機能の充実等の措置により、弾力的な組織運営を確保する
こと。 

 

［中期計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（１）研究実施体制の効率化 
   社会の要請に応じた研究業務運営を効率的に行うため、責任の所在を明確にした研究
企画・総合調整機能の充実を図り、当初計画との整合性を常に把握し、研究の進展およ
び社会情勢の変化に柔軟に対応する。 

 

［年度計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（１）研究実施体制の効率化 
   社会の要請に応じた研究業務運営を効率的に行うため、研究所の活動の方向性を議論
する企画会議において、当初計画との整合性の確保について自己評価を行う。具体的に
は、年度計画のアクション・アイテムリスト及び計画線表を活用し、年度計画記載事項
の進捗状況の管理及び研究活動の円滑化を図るとともに、当初計画との整合性を常に把
握し、研究の進展および社会情勢の変化に柔軟に対応する。 
理事長が指名する研究部長がコーディネーターとなる、ＧＰＳ研究会、データリンク
研究会、監視技術研究会、航空交通管理（ＡＴＭ）研究会（平成１３年度設置）を活用
し、資源、情報の共有化による研究の更なる活性化を図り、研究部間の有機的な連携を
図る。 
また、必要に応じ、研究部の枠を超えたプロジェクトチームを機動的に編成し、研究
業務の効率的な実施に努める。 
なお、業務遂行の更なる円滑化、充実化に資するため、効率的な組織のあり方につい
て継続的に検討する。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】                
 
１．アクション・アイテムリスト及び計画線表の活用 
当初計画との整合性を常に把握し、研究の進展及び社会情勢の変化に柔軟に対応する
ためには、計画の進捗状況を自己評価し、研究活動の円滑化に反映させることが重要と
なることから、引き続きアクション・アイテムリスト及び計画線表を活用し、効率的な
研究業務運営を推進することとした。 
 
２．研究会の活用による研究部間の連携 
組織の枠組みを超えて弾力的かつ機動的に研究開発を進めるための施策としては、 
組織横断的な研究会が効果的に活用できた。平成１５年度も引き続き研究会を活用し、
資源、情報の共有化による研究の活性化並びに組織間の有機的な連携を推進することと



１１１１．．．．業務運営業務運営業務運営業務運営のののの効率化効率化効率化効率化にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためにとるべきするためにとるべきするためにとるべきするためにとるべき措置措置措置措置    
（（（（１１１１））））研究実施体制研究実施体制研究実施体制研究実施体制のののの効率化効率化効率化効率化    
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した。 
 

 ３．プロジェクトチームの編成 
組織の枠組みを超えた研究実施体制が必要となった場合には、プロジェクトチームを
機動的に編成することにより、研究業務を効率的に実施することとした。 
 
４．組織及び事務の見直しのための組織等検討委員会の活用 
効率的な組織体系のあり方については、継続的に見直していくことが重要となるの
で、平成１５年度計画においても引き続き「組織及び事務の見直しに関する委員会」を
活用し検討を進めることとした。 

 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
    
（（（（１１１１））））アクションアクションアクションアクション・・・・アイテムリストアイテムリストアイテムリストアイテムリスト及及及及びびびび計画線表計画線表計画線表計画線表のののの活用活用活用活用    
    
        ①①①①企画会議審議企画会議審議企画会議審議企画会議審議のののの見直見直見直見直しししし    

 年度計画との整合性を常に把握し、研究の進展及び社会情勢の変化に柔軟に対
応する必要があることから、進捗状況把握の向上を図るとともに年度計画達成へ
向けた取組みの向上を目的に、年度計画の進捗状況に関する企画会議での審議を
半期毎から四半期毎に見直した。 
 このことにより、年度計画達成に向けた取り組みへの助言、進捗が遅れている
アクション・アイテム管理責任者への指導等が早期に行えるようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 企画会議における年度計画管理の流れ 】 
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        ②②②②計画線表計画線表計画線表計画線表のののの見直見直見直見直しししし    

昨年度に引き続きアクション・アイテムリスト及び計画線表を活用し年度計画
の進捗管理を進めていたが、進捗管理を的確に実施するため、達成目標の更なる
明確化、進捗状況の把握を容易に行えること等を目的とした計画線表の見直しを
行った。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 １５年度に見直しを行った年度計画線表 】 
 
 
（（（（２２２２））））研究会研究会研究会研究会のののの活用活用活用活用によるによるによるによる研究部間研究部間研究部間研究部間のののの連携連携連携連携    
    

①①①①    研究会研究会研究会研究会のののの活用活用活用活用    
ＧＰＳ研究会（Ｎ：航法）、データ
リンク研究会（Ｃ：通信）、監視技術
研究会（Ｓ：監視）及び航空交通管
理（ＡＴＭ）研究会をそれぞれ四
半期毎に開催し、研究に関わる国
内外の技術動向、航空会社、アビ
オニクスメーカーの取り組みス
タンス等についての討議、意見交
換を行うとともに、研究設備等の
資源及び研究に関する情報の共
有化を図った。 

ポイント ① 
達成目標の更な
る明確化 

ポイント ② 
四半期毎の計画
を明示 

ポイント ③ 
企画会議審議を
半期毎から四半
期毎に変更 

ポイント ④ 
四半期毎の進捗
状況を線図で表
示 
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また、研究テーマ間の連携により以下の２件の共同飛行実験が創出され、業務

の効率化が図られた。 
 

ａ）共同飛行実験（その１） 
z ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に関する研究 
z データリンクによる航空機等の監視システム高度化の研究 
（上記 2件、【資料１－３】参照） 

z 実験概要  
「ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に関する研究」で開発した送受
信システムを航空機側で運用し、その位置情報を「データリンクによる航空
機等の監視システム高度化の研究」で開発したシステムで受信・処理し、監
視表示システムに正確に表示されることを本飛行実験により確認した。 

 
ｂ）共同飛行実験（その２） 
z 高カテゴリー運用が可能な次世代着陸システムの研究 
（【資料１－２】参照） 

z ＡＳＤＥデュアルサイト化に関する調査委託（国土交通省からの受託研究） 
z 実験概要 
 「高カテゴリー運用が可能な次世代着陸システムの研究」で、着陸実験を
繰り返し行い、その着陸後の航空機の位置情報データを「ＡＳＤＥデュアル
サイト化に関する調査委託」に活用した。 
 
 

（（（（３３３３））））プロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームのののの編成編成編成編成    
国家的プロジェクト等に積極的に対応するため、１５年度に組織規程を改正す

るとともにプロジェクトチーム設置に関する規程を整備し、以下の２つのプロジェ
クトチームを創設した。 
また、プロジェクトチームの任務を定め責任感を高めることとした。 

 
① 先進型地上走行誘導管制システム開発プロジェクトチーム 
（英文組織名称：Project Team for Advanced Surface Movement Guidance and 

Control Systems (A-SMGCS)） 
 

羽田空港、成田空港等の大規模空港においては空港容量の拡大が求められてお
り、これに対処するため、空港面における航空機等の安全で円滑な地上走行を確
保すると共に、管制官の作業負荷軽減を可能とする先進型地上走行誘導管制シス
テム（A-SMGCS）の早期の研究開発及び実用化が必要な状況となっている。 
本システムの開発には、空港面監視に関する業務実績を有する無線通信分野の

研究員、空港面における航空機や車両の地上走行シミュレーションや経路設定を
担当し得る情報処理ソフトウェア関係業務に精通した研究員、管制官への情報提
供・表示機能等の構築に不可欠な管制業務経験を有する研究員など、研究部間を
またがる多様な研究員が必要である。 
このため、既存の研究部の枠を超えた組織横断的な研究実施体制を構築し、協

力、連携して研究開発を進める必要があることから、本プロジェクトチームを設
置した。 
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② 高精度測位補正技術開発研究プロジェクトチーム 
（英文組織名称：Project Team for High-Accuracy Satellite Positioning System） 

 
準天頂衛星システムの開発は、総務省、文部科学省、経済産業省及び国土交通
省が連携して新たに実施することとした大規模研究開発であり、当研究所は国土
交通省が担当する「高精度測位補正技術に関する研究」の中核的研究機関として、
鉄道や自動車、歩行者などの測位精度及び安全性向上に寄与できる準天頂衛星を
用いたサブメータ級高精度測位補正技術の開発を行っている。 
この開発のためには、衛星システムに関連した研究を行っている研究グループ
が協力、連携して研究開発を進める必要がある。このため、既存の研究部の枠を
超えた組織横断的な研究実施体制として本プロジェクトチームを設置した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

衛星技術部衛星技術部衛星技術部衛星技術部 
 
 
 
 
 

衛星技術部長 

衛星システム研究グループ

衛星航法研究グループ 

高精度測位補正技術開発高精度測位補正技術開発高精度測位補正技術開発高精度測位補正技術開発研究研究研究研究ププププロジェクトチームロジェクトチームロジェクトチームロジェクトチーム 
 
 
 
 
 

衛星システム研究グループ研究員

衛星航法研究グループ研究員 
ＧＢＡＳ研究グループ研究員 

本 部 長 

航空航空航空航空システムシステムシステムシステム部部部部 
 
 
 
 
 

ＧＢＡＳ研究グループ 

航空航空航空航空システムシステムシステムシステム部部部部 
 
 
 
 
 

航空システム部長 

機器開発研究グループ 

管制用監視研究グループ 

先進型地上走行誘導管制先進型地上走行誘導管制先進型地上走行誘導管制先進型地上走行誘導管制システムシステムシステムシステム開発開発開発開発プロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチーム 
 
 
 
 
 

機器開発研究グループ研究員

管制用監視研究グループ研究員

着陸システムグループ研究員 

本 部 長 

電子航法開発部電子航法開発部電子航法開発部電子航法開発部
 
 
 
 
 

着陸システム研究グループ

管制管制管制管制システムシステムシステムシステム部部部部 
 
 
 
 
 

航空管制評価研究グループ

航空管制評価研究グループ研究員 
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（（（（４４４４））））組織及組織及組織及組織及びびびび事務事務事務事務のののの見直見直見直見直しのためのしのためのしのためのしのための組織等検討委員会組織等検討委員会組織等検討委員会組織等検討委員会のののの活用活用活用活用 
 
業務運営を効率的に行うため、「独立行政法人電子航法研究所組織及び事務の

見直しに関する委員会」（理事長、理事、各部長、総務課長及び企画室長から構成）
において組織及び事務の見直しのための検討を行い、以下の組織改編を行った。 
 

① 研究グループの改編 
「従来の航空交通管理研究グループ」が実施してきた航空管制シミュレーショ

ンによる評価・検証及び航空交通管理に関する研究は、羽田空港の再拡張に伴う
運航処理容量の課題抽出、国内航空旅客輸送量の増加に伴う航空路の運航処理容
量の算出等、今後とも重要な研究である。 
平成１５年度から、これらの研究を効率的に行うため、主として航空管制シミ

ュレーションの研究を行う「航空管制評価研究グループ」と航空交通管理に関す
る研究を行う「航空交通管理研究グループ」に分けて研究を実施することとした。 
また、船舶の航行に関する研究ニーズが縮小してきたことから、「航行研究グル

ープ」を「海上交通管制研究グループ」に統合することとした。 
 

② プロジェクトチームの創設 
国家的プロジェクト等に積極的に対応するため、組織規程を改正するととも
にプロジェクトチーム設置に関する規程を整備し、２つのプロジェクトチームを
創設した。（プロジェクトチームの具体的内容については、前述の（３）プロジ
ェクトチームの編成参照） 
 

③ 研究企画体制の強化 
研究企画及び広報活動を

強化するため、企画室の係を
１係から２係体制にすると
ともに、あわせて２名の増員
を行った。 
これによる新体制の下、内

部評価、外部評価に係る規程
類等、研究評価全般にわたる
見直し、広報誌「ｅ－なび」
の創刊等、成果を上げること
ができた。 
 

これら組織改編後の組織体
系図を右に示す。 
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２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    
 
柔軟な組織運営体制の特色を生かし責任ある体制のもとで研究開発を進めてい

るところであるが、今後も引き続き研究ニーズの高度化、多様化に迅速に対応で
きる組織運営を行うことにより、中期目標を達成することが可能と考える。 

 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
    
１１１１．．．．研究部門研究部門研究部門研究部門のののの組織再編組織再編組織再編組織再編にににに向向向向けてのけてのけてのけての取組取組取組取組みみみみ 

研究業務を効率的に実施していくため、重点研究課題の更なる重点化や新たな人材
活用方策（非常勤研究員制度の活用等）の方向を踏まえつつ、平成１５年度において
研究部門の組織体制のあり方について以下の検討を行った。 
また、平成１８年度以降の次期中期計画策定に向けて、研究業務を効率的に実施す

るための研究組織体制を今後とも検討していくこととしている。 
 

検討項目 検討内容 検討結果 

部体制 

今後の研究課題の変化に対応し
た適切な研究部門組織の括り方
や研究部門の裁量範囲のあり方
等について検討した。（部の分
け方が研究内容と大きく乖離し
てきている等の問題点が挙げら
れた。） 

今後の重点研究分野ごとに研究
組織を再編する案、研究所のポ
テンシャル向上を重視した再編
案、研究部門の予算等に関する
裁量範囲見直し等の検討を行っ
たが、これからの研究へのニー
ズ、シーズを十分考慮してさら
に検討を継続することとした。 

研究グループ
制 

現在の研究グループの問題点抽
出を行った。 
（グループ間の壁があり最近増
えてきている組織横断的な研究
テーマに対応し難い、グループ
の括りが小さく機能的でない等
の問題点が挙げられた。） 

研究テーマや研究業務の実態に
合わせて研究グループの括りを
見直す案、研究グループを廃止
し、より組織横断的な研究実施
の仕組みとしての「チーム制」
に移行する案などを検討した。
今後の退職者の増加に伴う研究
要員の専門分野の変更等もふま
えながら、どのような仕組みが
適当であるか検討を続けること
とした。 

プロジェクト
チームの結成 

研究部や研究グループの垣根を
超えて研究員を結集し、効率的･
効果的に研究を進める必要があ
る研究テーマが生じてきている
ことから、プロジェクトチーム
制の創設について検討した。 

プロジェクトチーム制について
早期創設の必要性が認識され、
平成１５年度における２つのプ
ロジェクトチーム創設につなが
った。 
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（（（（２２２２））））人材活用人材活用人材活用人材活用にににに関関関関するするするする計画計画計画計画    
 

［中期目標］ 
２．業務運営の効率化に関する事項 
（２）人材活用                            

職員の評価について、公正で透明性の高い評価のためのルールを確立し、責任を持っ
て実施する。職員の業績評価は、研究の特性等に配慮した多様な評価基準によって行い、
職員の個性と創造性を伸ばすようにすること。 
また、若手研究者について、柔軟かつ競争的な研究開発環境を構築するため、任期付
任用の普及と資質・能力に応じた活躍の場の確保に努めること。  

 

［中期計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（２）人材活用に関する計画 

職員の業績評価に当たっては評価制度を設けて、透明性を確保して適切に実施する。
評価基準としては、 
・客観性の高い基準として研究成果の国内外での活用度合い等研究成果の質に係る評
価基準。 

・産学官連携、学会等活動、競争的資金の獲得等研究機関外部との研究開発活動に係
る評価基準。 

・企画、管理・調整業務及び、評価活動等機関内での評価基準。 
を組み合わせる。 
また、若手研究者について任期付任用制度を活用するとともに、積極的に横断的研究
グループへ参画させる。 

 

［年度計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（２）人材活用に関する計画 

職員の個性と創造性を伸ばすための、公正で透明性の高い職員業務評価制度の構築に
向け、前年度に引き続き、職員の業績評価のための評価基準（案）検討作業を精力的に
進め、年度内の試行運用開始を目指す。 
評価基準は、あらかじめ職員に公表することにより透明性を確保する。 
若手研究者について、任期付任用制度で受け入れた任期付研究員の活用を推進すると
ともに、引き続き横断的研究グループである研究会への積極的な参画を推進する。 
また、必要に応じ、外部の人材を活用するなど、限られた人員の中で効率的かつ効果
的に研究開発が推進出来るように努める。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．職員の業績評価 
職員の個性と創造性を伸ばすための、公正で透明性の高い職員業務評価制度を早期に
構築するため、評価基準（案）の検討作業を精力的に進め、年度内の試行運用開始を目
指すこととした。 
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２．若手研究者の活性化 
若手研究者の活性化に当たっては、平成１４年度に採用した任期付研究員が効果的に
活躍していることから引き続きその活用を推進することとし、合わせて、若手研究者の
横断的研究会への自主的かつ積極的な参画を推進することとした。 

 
３．外部人材の活用 
高度化、多様化する社会ニーズに迅速かつ効果的に対応するためには、限られた人員
の中で効率的かつ効果的に研究開発を推進する必要があるので、必要に応じて外部人材
の活用を図るなどの創意工夫に努めることとした。 
 

 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの業績評価業績評価業績評価業績評価    
    
①①①①    これまでのこれまでのこれまでのこれまでの経緯等経緯等経緯等経緯等    

職員個々における最大限の力の発揮及び組織目的を達成するための環境整備の
一環として、現行の勤務評定制度に替え、公正で透明性の高い評価、職員個々の
さまざまな業務の実績や適性について評価する新たな制度を再構築する必要があ
る。このため、平成１４年度から職員勤務評定制度検討委員会を設置し、新しい
業績評価制度の検討を行った。 
新制度を立ち上げるに当たっては、 
¾ 公正で透明性の高い評価 
・ 客観的に分かり易い評価（点数制） 
・ 複数による評価（第一次及び第二次評価者） 
・ 自己評価の活用 
・ 評価結果の通知（フィードバック） 
・ 苦情処理体制（相談窓口の整備） 

¾ 研究の特性等に配慮した多様な評価基準 
 
等に留意し、当該年度にわたり検討を行い、評価基準案をまとめた。 
平成１５年度は、新しい業績評価の本格運用に先立って、改善すべき課題等の
抽出及び本格運用後の円滑な実施を図るため、新評価基準案を用いた試行を実施
した。 

 
②②②②    新新新新しいしいしいしい業績評価制度業績評価制度業績評価制度業績評価制度のののの試行試行試行試行    
ａ）職員に対する周知 

試行に当たっては、新評価基準に対する周知及び実施への理解を求めるため、
あらかじめ評価基準案を公表し、全職員に対する説明会を２回開催した。 

 
ｂ）試行の実施概要 
ア）評価基準日 平成１６年３月１日  
イ）評価要素 
・行動特性：職務遂行能力（知識、企画・立案、実行・管理、研究支援、研究

所運営等）について、その発揮度を評価 
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・成果：業務実績（アウトプットの評価、アウトカムの評価等）について評価 
 
ウ）評価の流れ 
自己採点及び自己申告 
被評価者は１年間の業務実績や自らの行動について自己評価する。（評価チ
ェックシートへの自己採点、自己申告書の提出） 

 
 

第１次評定 
第１次評定者（部、課、室長及び分室長）が評価チェックシートによる評価。 
※被評価者から提出された「自己申告書等」を参考にするとともに、個別の
面談を通じて評価を行う。 

 
 

第２次評定 
第２次評定者（理事）が評価チェックシートによる評価を行う。 
 

 
 

調 整 
実施権者（理事長）が評価に不均衡があると認めた場合、調整者（評定者の
中から指名）による調整を行う。 

 
 

確 認 
実施権者（理事長）が確認し、評定を確定する。 
 

 
 

結果通知 
第１次評定者から被評定者へ結果を通知する。 

 
 
 

苦情相談 
評定結果に苦情がある者は、苦情処理を申し入れることができる。 

 
 

③③③③    正式運用正式運用正式運用正式運用にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ    
         
ａ）試行結果の検証 

今回の試行は、後述する問題点等も見受けられたが、全体的には概ね円滑かつ
良好に行われたと考えている。特に、自己評価及び個別面談の実施を通じ、職員
の執務意欲などの把握が容易となるなど、被評定者と評定者相互の理解を深める
ことができ、改めて業績評価の有効性を認識することができた。 
なお、評定結果に対する苦情相談が１件あった。 
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【試行において顕在化した主な問題点】 
ア）業績評価に客観的な点数制を導入したことにより、評価結果が明確になった
が、第１次評定において、評定者が行った被評定者の点数の平均値について評
定者間に乖離、ばらつきが見られた。 

イ）年度開始時における被評定者と第１次評定者との面談が実施されていなかっ
たため、業績評価に対する共通の理解が不足していたこと、あるいは目標設定
についての詳細な議論が行われなかったことにより、自己採点と第１次評定に
若干の乖離がみられた。 

ウ）評価結果を通知することにより、全体的に評価に対する信頼性、関心度は増
したが、若干の職員において、評価に対する意識が低く通知に対して十分な反
応を得られない者があった。 
 

ｂ）正式運用に向けた課題 
ア）評価基準のさらなる明確化 

前述のとおり、試行における第１次評定において、評定者間において格差が
生じた。これについては第２次評定において調整が行われたが、より客観的で
適正な評価が行われるよう、第１次評定における採点マニュアルの整備等を図
ることとし、正式運用後においても採点基準の見直しを適切に行うことにより、
完成度を高めていくこととする。 

イ）年度開始時における面談の充実等 
より公平で適正な評価内容が期待されることから、正式運用に当たっては、

従来から作成されている単年度における研究計画書等を基に、年度開始時にお
ける個別面談を実施し、これを通じ個人の業績目標について、被評定者と評定
者相互に共通理解を深め、確認するシステムを導入することとする。 

ウ）評価後の職員へのフォロー 
特に評価の低かった職員に対し、その資質や業績に対する意欲向上を促すた

めの適切な指導、研修等の実施について検討を行う必要がある。 
エ）業績評価に係る研修の実施 

評定者間での共通認識や被評定者との理解を深めるために、評定者のみなら
ず被評定者を含めた研修を適宜行う必要がある。 

 
ｃ）正式運用の実施 
   新しい業績評価制度は、職員勤務評定制度検討委員会において改善すべき点に

ついて所要の検討を行った上で、それらの改善策を取り込んだ評価基準に基づき、
平成１６年度に正式運用を実施する。 

 
④④④④    業務運営業務運営業務運営業務運営へのへのへのへの反映反映反映反映    

正式運用後の評定結果については、特別昇給、勤勉手当等職員の処遇に適切に
反映させるとともに、当該評価が研究員の独創性、創造性を伸ばすことにつながる
よう活用する。 
また、限られた人材の中で当研究所の目的に沿って、最大限の成果をあげられ

るよう、個々の力を発揮できるような環境整備を行うなど、的確に業務運営に反映
させる。 
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（（（（２２２２））））若手研究者若手研究者若手研究者若手研究者のののの活性化活性化活性化活性化    
    

①①①①    任期付任期付任期付任期付きききき研究員研究員研究員研究員のののの活用活用活用活用    
平成１４年度に任期付研究員として採用した京都大学博士号取得者を重点研究

開発課題の「高カテゴリ－運用が可能な次世代着陸システムの研究」及び受託研究
「航空機からのダウンルッキングＧＰＳ掩蔽観測技術の開発研究」においてＧＰＳ
信号の電離層擾乱、対流圏及びマルチパスによる影響、掩蔽観測等に関する研究分
野を担当させている。 
平成１５年度は、これらの研究において研究所内部及び外部の研究者と連携し

つつ、主として地上実験及び飛行実験を実施し、実験データの収集・解析に努め
た。また、２件の国内学会発表及び２件の国際学会発表を行うとともに、共同研
究相手先等への実験計画・結果の説明を随時行うなど、研究成果の公表に積極的
に取り組んだ。 
さらに、平成１６年度実施の外部競争的資金に以下のテーマで２件応募し、科

学研究費補助金による研究の内定を得た。 
・ 科学研究費補助金 

精密測位衛星電波の海面反射を利用した海面高度モニタリング手法の開発 
・ 運輸分野における基礎的研究推進制度 

移動体に対するＧＰＳ対流圏遅延のリアルタイム補正技術の開発 
 

②②②②    若手研究者若手研究者若手研究者若手研究者のののの活性化活性化活性化活性化によるによるによるによる中核人材中核人材中核人材中核人材のののの育成育成育成育成    
今後、研究員の定年退職が増加する見込みであることから、研究所としての

研究ポテンシャルの維持、向上が重要な課題となる。これを解決するには、中
核人材を早期に育成する必要があることから、若手研究者の活性化として以下
の取り組みを行った。 
 

ａ）若手研究者による研究会の企画、運営 
若手研究者が研究会の企画、運営を行い、異なる分野の研究員と研究に関

するさまざまな問題について議論、検討を行った。 
また、若手研究者が自主的に勉強会や輪講を行うなど、研究ポテンシャル

の向上に務めている。 
さらに平成１５年度は、若手研究者が主体となって日本航空の成田整備部

門を訪問し、航空機の航法・管制機器の搭載状況の調査をするとともに、搭
載機器の運用等について意見交換を行なった。 
 

ｂ）国際会議、国際学会での発表 
若手研究者の研究企画・研究ポテンシャルの向上を図るため、及び研究の国

際的なレベルや動向を把握するため、国際会議等で発表する論文作成を指導し
若手研究者が積極的に発表できるよう支援した。この結果、若手研究者（３５
歳以下）１８名の内、約８割にあたる延べ１４名が国際会議、国際学会で発表
した。 

 
ｃ）外部の各種委員会、検討会等への参加 

若手研究者の研究ポテンシャルの向上及び社会情勢等を考慮した柔軟な研
究対応を目的として、航空行政当局、航空現場、航空会社、大学などで構成さ
れる、「航空路再編に関する委員会」、「次期管制卓に関する委員会」、「準天頂
システムに関する委員会」等、各種委員会に積極的に参加させた。 
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（（（（３３３３））））外部人材外部人材外部人材外部人材のののの活用活用活用活用    
     限られた人材の中で、効率的な研究開発を推進するため、高度な研究能力を有

する研究者や独創性に富む若手研究者等を一時的に雇用する「非常勤研究員制度」、
及び他研究機関等に所属する研究員を受け入れる「交流研究員制度」を新設した
（施行は平成１６年４月１日）。また、国内外の大学、研究機関等から研究員を招
聘する「客員研究員制度」をより実行性があるものとすべく同制度の改正を行っ
た。以下に、これらの外部人材活用に関する制度の概要を示す。 
 

①①①①    非常勤研究員制度非常勤研究員制度非常勤研究員制度非常勤研究員制度（（（（新設新設新設新設））））    
区 分 位置付け 雇用予定期間 

第Ⅰ種 
非常勤研究員 

研究の実施において、一定期間に研究成果
を創出する必要があり、常勤職員及び研究
補助職員のみではその実施が困難な場合で
特に必要と認められる場合 

６ヶ月をこえ１２ヶ月
をこえない範囲内 

第Ⅱ種 
非常勤研究員 

研究の実施において、短期間に集中的に研
究を実施することにより、研究の円滑な推
進が期待でき、常勤職員及び研究補助職員
のみではその実施が困難な場合で特に必要
と認められる場合 

６ヶ月をこえない範囲
内 

第Ⅲ種 
非常勤研究員 

研究の実施において、一定期間に研究成果
を創出する必要があり又は短期間に集中的
に研究を実施することにより、研究の円滑
な推進が期待でき、常勤職員及び研究補助
職員のみではその実施が困難な場合で特に
必要と認められる場合 

１週間の総勤務時間数
が３０時間又は４週間
の 総 勤 務 時 間 数 が 
１２０時間の範囲内 

    
②②②②    交流研究員制度交流研究員制度交流研究員制度交流研究員制度（（（（新規新規新規新規））））    

受け入れの 
要件 

（１） 交流研究員が、研究所の指導を受ける又は研究を行うのに必
要な能力その他の適格性を有する者であること。 

（２） 指導等の内容が、研究所が実施又は実施を計画している研究
に関するものであること。 

（３） 交流研究員の受入れによって、研究所の他の業務に支障が生
ずる恐れのないものであること。 

    
③③③③    客員研究員制度客員研究員制度客員研究員制度客員研究員制度（（（（見直見直見直見直しししし））））    

区 分 位置付け 招聘期間 

客員研究員 

高度の専門的知識・経験並びに優れた研究
業績を有する研究者であって、当該研究者
の受け入れが、研究所における研究の推進
上有益と認められる者を研究所の要請に基
づき招聘する者 

１年以下 

特別 
客員研究員 

極めて高度の専門的知識・経験並びに特に
優れた研究業績を有する研究者であって、
当該研究者の受け入れが、研究所における
研究の推進上特に有益と認められる者を研
究所の要請に基づき招聘する者 

３ヶ月以下 
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２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    

平成１５年度に試行を行った職員の業績評価制度について、試行結果の評価・見直
しを行うとともに、評価結果の業務運営への反映についても検討し、平成１６年度に
新たな評価制度を導入することから、中期目標を達成することが可能と考える。 

    また、若手研究者についても、引き続き任期付任用制度を活用するとともに、積極
的に横断的研究グループへの参画や外部委員会等への参加により活性化を図ることと
していることから、中期目標を達成することが可能と考える。 

    
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
    
（（（（１１１１））））団塊団塊団塊団塊のののの世代世代世代世代のののの定年退職者対策定年退職者対策定年退職者対策定年退職者対策    

団塊の世代がまもなく定年を迎えるが、当研究所においても４８名の研究員の中、
今期及び次期中期計画期間中に２２名が定年退職を迎え、また今中期計画での５名
の定員削減に加えて次期計画においても相当数の定員削減が予想され、研究能力（マ
ンパワー)の大幅な低減が懸念されている。このような中で、低減した研究能力の補
強策やこれまでの研究員が培ってきたノウハウや技術などの若手研究員へ継承方策
についての検討が喫緊の課題となっている。このため、定年退職者に伴う研究能力
の低減状況と、これを補足・補強するための対応策について検討を行った。 
 
下の推移図の縦軸は平成１３年度の研究能力を 100%として、前側に定年退職者に

よる推移を棒グラフで、また後ろ側には想定した新規採用計画案や外部人材の活用
による研究能力の確保・向上の推移を棒グラフで示してある。当研究所の研究能力
を維持するためには、今後定年退職が予定されている研究者のノウハウや技術など
を継承する人材を、新規職員の採用、任期付研究員、再任用制度などにより計画的
に確保していく必要がある。またこのほかにも、客員研究員、非常勤研究員、交流
研究員等の外部人材を積極的に活用して研究能力の低下を補っていく必要がある。 
 
今後とも本推移図等を活用にして、団塊の世代の定年退職者対策を詳細に検討す

るとともに、研究者の採用計画、研究体制の見直し、重点研究課題の選定・絞込み
などに取り組んでいくこととする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 退職者及び採用者推移図（素案） 】 
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（（（（３３３３））））業務運営業務運営業務運営業務運営のののの効率化効率化効率化効率化    
    

［中期目標］ 
２．業務運営の効率化に関する事項 
（３）業務運営 

研究者が本来の業務に専念できる環境を整備するため、研究に付随する諸作業、補助、
管理業務などの間接的な業務負荷の外部委託の活用等による低減及び管理・間接業務経
費の縮減等の措置により、業務運営の効率化を図ること。 
特に、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費を除く）につ
いて、本中期目標の期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を
乗じた額）を２％程度抑制すること。 

 

［中期計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（３）業務運営の効率化 

研究所における業務の役割分担を明確にし、研究に付随する諸作業、補助業務などの
外部委託や事務管理業務などの電子化を推進することにより、研究業務の間接的な業務
に係る負担を軽減し、研究者が研究業務に専念できるような環境を整備するとともに、
管理・間接業務に係る経費の縮減等に努め、業務運営の効率化を図る。 
特に、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費を除く）につ
いて、本中期目標の期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を
乗じた額）を２％程度抑制する。 
 
 

［年度計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（３）業務運営の効率化 

所内ネットワーク、グループウェアソフトの活用により、事務管理業務の電子化、ペ
ーパーレス化を継続的に推進し、情報伝達の迅速化、簡素化を図る。 
また、ネットワーク管理等、所内研究施設・設備の管理、研究に付随する間接的業務
の外部委託を推進し、間接的な業務に係る負担の軽減を図り、研究者が研究業務に専念
できるような環境整備を推進する。 
一般管理費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費を除く）の抑制に関しては、
１４年度に設置したコストダウン委員会において継続的に改善計画を策定し、進捗状況
を評価する。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．事務管理の電子化 
業務運営の効率化にあたっては、事務管理業務の電子化、ペーパーレス化を継続的に
推進することが必要であるので、平成１５年度計画においても引き続き所内ネットワー
ク、グループウェアソフトの活用による情報伝達の迅速化、簡素化を図ることとした。 
 
２．所内設備管理等、間接業務の外部委託 
研究者が研究業務に専念できる環境整備を推進するためには、研究に付随する諸作
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業、補助業務などの外部委託を推進し、間接的な業務に係る負担の軽減を図ることが必
要であるので、平成１５年度計画においても引き続き推進することとした。 
 
３．一般管理費の抑制 
一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費を除く）の抑制にあ
たっては、その方策等について研究所全体としての組織的な取り組みが必要であること
から、平成１４年度に設置したコストダウン委員会において継続的に改善計画を策定
し、進捗状況を評価することとした。 

 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
（（（（１１１１））））事務管理事務管理事務管理事務管理のののの電子化電子化電子化電子化    
    
        ①①①①    予算管理予算管理予算管理予算管理システムシステムシステムシステムのののの導入導入導入導入    

研究の進捗に伴う機動的、戦略的な予算の管理を行うため、研究部門からも
要望の強かった予算の執行管理（計画策定、購入契約・出張計画の依頼から支
払まで）をデータベース化した予算管理システムを会計担当職員自らが構築し
た。 
これにより、所内ネットワークで予算の執行管理状況を共有化し、研究者の

予算の執行管理事務が軽減されるとともに、入札結果情報等の伝達の迅速化が
図られた。 
また、リアルタイムに研究テーマ別の予算執行状況の把握、重点研究開発領

域の研究費配分比率等が把握できるようになった。 
さらに、この予算管理システムの導入に合わせ事務管理業務を見直して、会

計担当１名を企画担当として配置換えし、企画業務体制の強化を図った。 
 
次年度以降はタイムレポート制度の導入を検討し、マンパワーの詳細な分析、

資産管理データの整理も含め、研究所全体の費用分析を行うことにより、資源
の効率的使用が可能となるよう、改善を行う予定である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    【 平成１５年度に構築した予算管理システムのトップ画面 】 
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        ②②②②    会議室会議室会議室会議室へのへのへのへのＬＡＮＬＡＮＬＡＮＬＡＮ端子設置端子設置端子設置端子設置    
企画会議等、頻繁に会議が行われる会議室にＬＡＮ端子を設置したことによ

り、会議で必要となる情報を即時に取り出せるようになったことから会議の効
率性が向上した。 
また、会議において費用のかかるカラー印刷資料配付を極力少なくし、ＰＣ
によるモニター画面表示を行うことによりペーパーレス化が図られた。 
 

 
（（（（２２２２））））所内設備管理等所内設備管理等所内設備管理等所内設備管理等、、、、間接業務間接業務間接業務間接業務のののの外部委託外部委託外部委託外部委託    

      
        ①①①①    研究施設研究施設研究施設研究施設、、、、設備管理設備管理設備管理設備管理のののの外部委託外部委託外部委託外部委託    

ネットワークに関する外部委託については、これまでの外部委託内容に加え、
研究者の負担を軽減するため、平成１５年度よりネットワークに関する定期保
守、障害対応等の外部委託を実施した。 
また、昨年度に引き続き、清掃業務、自動車運転業務、警備業務等の外部委

託を行った。  
 
その他、、研究に付随する間接的業務の外部委託として、実験作業補助、調査
作業等、外部の専門性を活用する方が合理的・効率的である場合は、積極的に
外部委託（約 90,000 千円）を行い、研究者が研究業務に専念できるような環境
整備を推進した。 
平成１５年度に実施した主な外部委託状況を【資料５】に示す。 

 
 
（（（（３３３３））））一般管理費一般管理費一般管理費一般管理費のののの抑制抑制抑制抑制    

昨年度に引継ぎ「コストダウン委員会」(１４年度設置)を活用して、平成１５
年度の一般管理費の抑制として以下の改善を行った。 
・ 入札情報等の積極的周知(官報、ホームページ、商工会、中小企業連合会等) 

による入札者の大幅な増加（対前年比平均約 1.7 倍）を図り、契約金額の低減
を図った。 
例えば、このことにより清掃委託業務の契約金額が対前年比 74％減となった。 

・ 室内温度を夏季 28℃、冬季 20℃に設定、昼休み時間の執務室の消灯等、省エ
ネ対策を周知徹底して光熱費の削減に取り組み、対前年比約 3.8％電気使用量
が削減した。 

・ 価格変動のあるガソリン等について、契約単価の定期的見直しを実施した。 
以下に、各年度のコストダウン実施状況を示す。 
                                   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１３年度 １４年度 １５年度 

(1)通信費抑制  
・回線種別の見直し 
・電話会社固定サービス
への登録 

(1)業務の情報化の推進に
よる改善 

・物品の有効活用 
・複写機使用料金の経費削
減 

(2)業務方法の見直し等に
よる経費削減 

・購読誌類の削減 
・電話回線等の削減 

(1)入札情報の積極的周知 
(2)省エネ対策の周知徹底 
(3)価格変動のあるガソリ
ン等の契約単価の見直
し 
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２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし 

タイムレポート制度の導入を検討し、マンパワーの詳細な分析、資産管理データ
の整理も含め、研究所全体の費用分析を行うことにより、人的資源、予算の効率的
使用が可能となるよう経営戦略に役立つ事務管理業務の改善を進めていくことと
している。  

 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
    
１１１１．．．．エフォートエフォートエフォートエフォートのののの検討検討検討検討    
 平成１５年度は、人件費を考慮した研究経費を算出する際の研究者の人件費単価、
エフォートの使用方法等、問題点及び算出方式の検討を行い、申告されたエフォート
に基づく研究費と人件費の推計額を算出した。 
また、コスト意識の向上を図るため、この推計結果を研究者に公表した。 
以下に、エフォートに基づく人件費を考慮した研究経費の推計結果を示すが、これ
により人件費と研究費の概略の比率が明らかにされた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）グラフの１から３は一般会計、４から１３は特別会計による重点研究である。 
 
      【 平成１５年度 人件費を考慮した研究経費（重点研究課題） 】 

 
 

２２２２．．．．タイムレポートタイムレポートタイムレポートタイムレポート制度制度制度制度のののの導入導入導入導入    
平成１５年度に、「人工の掌握のためのタイムレポート等実態状況調査」を行った
結果、保有する資源（人材、施設・設備、研究費、情報）をより効果的に集中・配分
し、業務の質の向上及び効率化を図る業務管理手法が必要であるとの報告が出された。 
この業務管理手法を導入するには、基礎資料となる「人件費の掌握」や「研究員の
研究専従率の明確化」が必要不可欠であることから、平成１６年度よりそのツールと
なるタイムレポート制度を導入することとした。 
また、タイムレポート制度を用いた人件費管理は、当初の目的はもとより集計した
データを多目的に利用することが可能であり、業務管理上その有効性は極めて高いと
判断した。以下にタイムレポート制度導入への流れを示す。 

平成１５年度　研究費＋人件費
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【 タイムレポート制度導入への流れ 】 

 
 
 
３３３３．．．．１６１６１６１６年度計画年度計画年度計画年度計画へのへのへのへの活用活用活用活用    

平成１６年度研究計画立案時に研究テーマ別、個人データ別にエフォート分析を行
い研究計画への活用を図った。 
また今後、基盤的研究についても範囲を広げてエフォートに基づく研究費と人件費
の推計を検討することとした。 
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（（（（４４４４））））研究所施設研究所施設研究所施設研究所施設・・・・設備利用設備利用設備利用設備利用のののの効率化効率化効率化効率化    
    

［中期計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（４）研究所施設・設備利用の効率化 

研究所の施設・設備について、性能向上の実施等適切な措置を講ずることにより、施
設・設備の占有時間の短縮を図る等、効率的な利用に努めるとともに、業務に支障の生
じない範囲で施設・設備を貸与する等により外部による活用にも努める。 

 

［年度計画］ 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
（４）研究所施設・設備利用の効率化 

航空機使用ワーキンググループ、電波無響室ワーキンググループを活用し、それぞれ
の実験設備利用の効率化及び利用促進方策について継続的に検討・調整を図る。 
研究所の施設・設備の外部利用による有効活用については、共用計算機の外部利用の
推進を図る他、その他の施設・設備についても業務に支障の生じない範囲での外部利用
について引き続き検討する。 
 

 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．実験設備利用の効率化及び利用促進 
研究所の施設・設備の研究所内部における効率的な利用の促進に当たっては、継続的
に取り組む必要があることから、平成１５年度計画においても企画会議の下に設置した
ワーキンググループにおいて、実験設備利用の効率化及び利用促進方策について引き続
き検討・調整を図ることとした。 
 
２．外部利用による施設の有効活用 
研究所の施設・設備の外部利用による有効活用については、平成１４年度に共用計算
機の外部利用を開始したので、平成１５年度計画においても引き続き推進することと
し、その他の施設・設備についても、業務に支障の生じない範囲で外部利用させること
の可能性について引き続き検討することとした。 

    
 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
    
（（（（１１１１））））実験設備利用実験設備利用実験設備利用実験設備利用のののの効率化及効率化及効率化及効率化及びびびび利用促進利用促進利用促進利用促進    
①①①①    委員会等委員会等委員会等委員会等のののの活用活用活用活用    
 前年度に引き続き、企画会議に設置されている航空機使用ワーキンググループ
（以下、「ＷＧ」という。）、電波無響室ＷＧ及びネットワーク管理委員会において、
年間使用計画、維持管理計画の策定、調整を行い、効率的な使用を図った。 
以下に１５年度の具体的な取り組みを示す。 
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ａ）ネットワーク管理委員会 
¾ 外部から頻繁にアタックされているファイアーウォールマシンのセキュ
リティホールを塞ぐため、ＯＳのバージョンアップを行った。 

¾ 不要メール対策としてアドレス変更とｗｅｂ変更を行った。 
¾ 平成１６年３月に発生したウイルスＷＯＲＭ_ＮＥＴＳＫＹに研究所内の
コンピュータも侵入されたため、ウィルスチェックソフトを異なるメーカ
の組み合わせにするとともに自動更新間隔を短くし、侵入期間を最小限に
押さえることができた。 

¾ 研究員が出張先からもネットワークサーバーにアクセスできるようにし
た。 

¾ 研究員の間接的な業務に係る負担を軽減させるため、ネットワークに関す
る問題は基本的に外部委託業者に作業を行わせ、複雑な問題及び緊急を要
する問題については、委員会にて検討を行うこととした。 

 
ｂ）航空機使用ＷＧ 
¾ 飛行実験計画の変更に伴い、平成１５年度に航空機使用計画の変更調整を
約１０回行った。 

¾ １６年１月に発生した ATC トランスポンダの故障・交換に伴い、その後
の飛行計画を大幅に見直す必要が生じたが、スケジュール調整及び研究員
の協力により、平成１５年度に計画していた全飛行実験を無事終了できた。 

¾ 研究員全員に対し平成１６年度の航空機使用計画を調査し、１６年３月上
旬に平成１６年度の使用計画カレンダーを作成し、役職員に周知した。 

 
ｃ）電波無響室ＷＧ 
¾ 電波無響室使用計画の変更調整を行った。 
¾ 平成１６年度の実験日程の調整を行い、使用計画を策定した。 
¾ 外部利用についての検討を行った。その結果、研究所内の研究課題による
運用、共同研究及び受託研究による使用が続いており、外部に貸し出す余
裕がないことが確認された。また、実験機器操作に研究員の関与を必要と
するため、当面は共同研究及び受託研究を通して外部利用を図ることとし
た。  
以下に、平成１５年度の実験準備期間を除いた電波無響室の使用実績を示

す。 
年 月 使用目的 研究種別 実験期間 

15 年 5 月 
～12 月 

電波天文用ミリ波観測に関する実験 共同研究 約２週間 

15 年 8 月 ACAS測位方式関連 所内研究 約１週間 

15 年 9 月 
～11 月 

航空機内の無線LAN使用に関する基礎
実験 

受託研究 約３ヶ月 

15年12月 
計器進入着陸方式（ILS）に関する予備
実験 

所内研究 約１週間 

16 年 1 月 
徳島空港拡張に伴う航行援助施設への
影響 

受託研究 約２週間 

16 年 1 月 
東京港大橋の航行援助無線施設に及ぼ
す影響                       受託研究 約２週間 
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（（（（２２２２））））外部利用外部利用外部利用外部利用によるによるによるによる施設施設施設施設のののの有効活用有効活用有効活用有効活用    
平成１５年度の施設・設備の外部利用について、その状況を以下に示す。 

①①①①    共用計算機共用計算機共用計算機共用計算機    
平成１４年度に開始した共用計算機
の外部利用を１５年度も引き続き推進
することとし、その有償による外部貸し
付けの年間契約利用は２件であった。 
また、インターネットを用いた共用計

算機の外部利用を推進するため、当研究
所が米国クレイ社、メディカルパレット
社、等々の共同研究者と開発を進めて来
たカオス論的な手法による発話音声分
析システムについて、その機能をインタ
ーネット経由でサービス利用できるよ
うにするためのソフトウェア開発を行
った。 
 
 
 
 

②②②②    実験用航空機実験用航空機実験用航空機実験用航空機    
外部貸し付けは航空機使用事業にあたるため、外部利用が不可能なことが判

明した。このため、引き続き共同研究及び受託研究を通して外部利用の推進を
図ることとした。 

 
③③③③    電波無響室電波無響室電波無響室電波無響室    

前頁でも記述したように、所内の研究、共同研究及び受託研究による使用が
続いていることから、引き続き共同研究、受託研究を通して外部利用の推進を
図ることとした。 
 

④④④④    ＡＴＣＡＴＣＡＴＣＡＴＣシミュレータシミュレータシミュレータシミュレータ    
現役パイロットに管制業務体験を通じて管制業務の知識と理解を深めてもら

うための「パイロットのための航空交通管制体験プラン」を作成した。 
 
 

２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    
今後、「パイロットのための航空交通管制体験プラン」については、行政当局に説
明を行った後、実施したいと考えている。また、共用計算機の外部利用については、
広報活動を強化するなど、利用促進を図りたいと考えている。その他の施設・設備
についても、引き続きネットワーク管理委員会、航空機使用ＷＧ及び電波無響室Ｗ
Ｇ等を活用し、実験設備の利用効率化、利用促進及び有効活用を図ることにより、
中期計画を達成することが可能と考える。 

【 音声分析サービス利用のための 
インターネットアクセス画面 】 
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【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
      
１１１１．ＩＧＳ．ＩＧＳ．ＩＧＳ．ＩＧＳへのへのへのへの参画参画参画参画    

ＩＧＳ（国際ＧＰＳ観測事業）は、ＧＰＳ等の衛星航法システムの観測、解析を目
的とした非営利の組織で世界各国の研究機関等が参画しており、日本ではこの事業に
最初に参画した当研究所のほか国土地理院、情報通信研究機構、国立天文台が参画し
ている。 
当研究所は、国内４ヶ所の観測点の一つとして研究所内に観測点（ＭＴＫＡ）を設

置し、ＧＰＳデータの収集、配信を行っている。 
ＩＧＳに参画することにより、全世界に点在する観測点のデータを基に参加機関が

それぞれの観測点位置を超精密に算出し公開するため、当研究所では、この位置デー
タをＧＰＳ衛星の精密軌道決定、ＧＰＳ時刻推定精度の向上等の研究に役立てている。    
収集したデータはファイルサーバに保存

し、毎日一定の時刻に、インターネットを経
由してＩＧＳのデータセンタに転送してい
る。転送されたデータは、ＩＧＳにおいてそ
の品質が検証された後、観測点の超精密位置、
ＧＰＳ衛星等の精密軌道情報、地球回転パラ
メータ等の情報として広く社会に提供され、
大陸プレート・テクトニクス等地球物理学の
分野にも広く利用されている。 
今後とも外部に利用してもらうよう安定

した観測・データの提供を続け、測位分野で
の貢献を目指している。 

【 観測点ＭＴＫＡの構成 】 

GPS/GLONASS 受信機
Ashtech Z18

ファイルサーバデータ収集
コンピュータ

インターネット

CDDIS

同軸ケーブル
8D-SFA 40(m)

RG-58A/U 5(m)

GPS/GLONASS アンテナ
Ashtech 701073 Radome

分配器
WR LDCBS1X4

ＩＧＳへ 

 



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
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（（（（１１１１））））重点研究開発領域重点研究開発領域重点研究開発領域重点研究開発領域のののの設定設定設定設定    
 

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（１）社会ニーズに沿った研究の重点的推進                                          
（基本方針）                                          
電子航法に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、交通の安全の確保
とその円滑化を図るという研究所の目的を踏まえ、以下の基本方針を定める。 
①重点研究開発領域を設定し、より質の高い研究成果を上げることを目指すこと。 
 

（具体的措置） 
①衛星・データ通信などの新技術を導入した次世代の通信・航法・監視システムの開
発・整備に必要な研究を行い、技術課題の抽出及びその解決を図ること。 

 ②増大する航空交通量に対応するためのより高度な航空交通管理手法の開発に必要な
研究を行い、技術課題の抽出及びその解決を図ること。 

 
なお、重点研究開発領域の設定にあたっては、社会ニーズの適切な把握、将来的な発
展性、基礎研究の重要性等を考慮することとし、中期目標期間中の重点研究開発領域に
配分される研究費の全研究費に対する配分比率を９０％以上とすること。 

 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（１）重点研究開発領域の設定 
   研究所の目的を踏まえ、特別研究費により実施する研究及び空港整備事業の一過程と
して実施する研究を以下に掲げる重点研究開発領域として設定し、大規模かつ重点的に
実施する。 
①新しい通信技術に関する研究開発 
z 航空通信の信頼性、効率性等の向上を目的とした新しい通信方式に関する研究開
発を行い、わが国の航空環境に適合した通信方式の実用化に貢献し、併せて国際
標準の策定等に資する。 

z 航空通信のネットワーク化を図るための研究開発を行い、実用化に貢献し、併せ
て国際標準の策定等に資する。 

②新しい航法システムに関する研究開発 
z 測位衛星を利用した航法の信頼性、精度等の向上を目的とした衛星航法補強シス
テム及び新しい民間航空用衛星システムに関する研究開発を行い、わが国の航空
環境に適合した航法システムの実用化に貢献し、併せて国際標準の策定等に資す
る。 

z 航空機の衝突防止等を目的としたパイロット支援システムに関する研究開発を行
い、航空機の安全運航の確保、国際標準の策定等に資する。 

③新しい監視システムに関する研究開発 
z 航空機の監視機能等の向上を目的とした新しい監視方式に関する研究開発を行
い、わが国の航空環境に適合した監視システムの実用化に貢献し、併せて国際標
準の策定等に資する。 

z 航空機、車両等の空港内移動体の監視システムに関する研究開発を行い、空港内
移動体の衝突防止等に資する。 
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④新しい航空交通管理に関する研究開発 
z 航空機が安全かつ効率的に航行するための管制および空域の管理に関する研究開
発を行い、効率的な空域の設定・評価手法の確立及び管制方式の改善等に貢献す
る。 

z 航空機の一時的かつ過度の集中を防止するための国内及び国際交通流管理に関す
る調査研究や航空交通状況の変化予測技術に関する研究開発を行い、航空交通流
管理の効率化等に貢献する。 

 
また、重点研究開発領域の研究課題に対しては、人的結集と資金の集中投入を行うこ

ととし、中期目標期間中の重点研究開発領域に配分される研究費の全研究費に対する配
分比率を９０％以上とする。 
なお、個別の研究課題の選定、実施に当たっては課題評価制度を設けて、事前及び事

後の評価を適切に実施する事により、研究成果の質の向上を図り、交通の安全の確保と
その円滑化に資する。 

 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（１）重点研究開発課題の設定 
中期計画において設定した重点研究開発領域のうち、以下の課題を重点研究課題と位置
づけ、大規模かつ重点的に実施する。 
①新しい通信技術に関する研究開発 
・ データ通信対応管制情報入出力システムの研究 
・ 航空管制用デジタル対空無線システムの研究 
・ 統合化データリンクサービスの研究 
②新しい航法システムに関する研究開発 
・ 次世代衛星航法システムに関する研究 
・ 静止衛星型衛星航法補強システムの性能向上に関する研究 
・ 高カテゴリー運用が可能な次世代着陸システムの研究 
③新しい監視システムに関する研究開発 
・ ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に関する研究 
・ ヘリコプタの障害物探知・衝突警報システムに関する研究 
・ データリンクによる航空機等の監視システム高度化の研究 
・ 放送型データリンクによる航空機監視システムの研究 
④新しい航空交通管理に関する研究開発 
・ 航空路の安全性評価に関する研究 
・ ＡＴＭ環境下における洋上空域効率的運用手法に関する研究 
・ 大空港における効率的な運航を確保するための後方乱気流に関する研究 
 
また、上述の研究課題に関しては、人的結集と資金の集中投入を行うこととし、重点
研究開発領域に配分される研究費の全研究費に対する配分比率を９０％以上とする。 
注）全研究費とは人件費を除く、重点研究課題と基盤的研究課題に係る直接経費を指
す。 
なお、個別の研究課題の選定、実施にあたっては、研究者の自己点検を活用した事前、
中間及び事後評価を適切に実施することにより、研究成果の質の向上を図り、交通の安
全の確保とその円滑化に資する。 
当該年度においては、「データ通信対応管制情報入出力システムの研究」、「航空管制
用デジタル対空無線システムの研究」及び「ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に
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関する研究」に係る中間評価、前年度終了の「エンハンスト・ビジョン・システムに関
する基礎研究」に係る事後評価、平成１６年度開始予定の研究課題に関する事前評価を
行う。 

評価結果はホームページ上で公表するとともに、予算、人材等の資源配分等に適切
に反映させる。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．重点研究開発課題の設定 
年度計画では、中期計画で設定した重点研究開発領域において、平成１５年度に実施
する重点研究開発課題として位置づけた研究テーマを記述した。 

 
２．研究費の配分 
中期目標期間中に重点研究開発領域に配分される研究費の全研究費に対する配分比
率９０％以上という目標を達成するために、各年度における目標値も９０％以上とし
た。 
 

３．課題評価の適切な実施 
個別の研究課題の選定、評価を適切に実施するため、研究者の自己評価を活用した課
題評価を引き続き推進することとした。また、平成１５年度に実施する重点研究開発課
題に対する事前、中間及び事後評価についての具体的計画を記述した。 

    
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    
    
１１１１．．．．実績値実績値実績値実績値    
    
（（（（１１１１））））研究費研究費研究費研究費のののの配分比率配分比率配分比率配分比率    

     重点研究開発領域に配分した研究費は次のとおりである。 
 

①新しい通信技術に関する研究開発    185,362 千円 
②新しい航法システムに関する研究開発  136,312 千円 
③新しい監視システムに関する研究開発  110,148 千円 
④新しい航空交通管理に関する研究開発  164,749 千円 

合  計      596,572 千円 
 

また、研究所のポテンシャルの向上には重点研
究開発領域の研究のみならず、電子航法に関する
基盤技術の蓄積が重要なため、エフォート、予算
管理システムを活用し、重点研究開発領域に配分
した研究費の全研究費（661,518 千円）に対する
配分比率を年度計画の目標値を達成する９０．
２％に抑えることとした。            【 重点研究費配分比率 】 
【 参考：１３年度実績 約９６％、 

１４年度実績 約９１％】       
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２２２２．．．．取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況    
    
（（（（１１１１））））重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題のののの設定設定設定設定    

          電子航法に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、交通の安全の
確保とその円滑化を図るという研究所の目的、並びに社会ニーズに沿った研究を 
重点的に推進するにあたり、重点研究開発領域を設定し、より質の高い研究成果を
上げることを目指すという中期目標の基本方針を踏まえ、平成１５年度は、以下の
１３件の課題を重点研究開発領域の研究課題として位置づけ、技術課題の抽出及び
その解決を図ることとした。 

     なお、課題の選定にあたっては、これらを将来実際に設置・運用していく行政当
局に対し研究のニーズ調査を実施した。 

 
①①①①    新新新新しいしいしいしい通信技術通信技術通信技術通信技術にににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    

     新しい通信技術に関する研究開発課題として、次の課題を重点研究開発課題とし
て実施した。（各課題の目的、主な成果については、【資料１－１】参照） 

 
・ データ通信対応管制情報入出力システムの研究  （平成１２年度～１６年度） 
・ 航空管制用デジタル対空無線システムの研究   （平成１２年度～１６年度） 
・ 統合化データリンクサービスの研究       （平成１３年度～１６年度） 

 
②②②②    新新新新しいしいしいしい航法航法航法航法システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    

     新しい航法システムに関する研究開発課題として、次の課題を重点研究開発課題
として実施した。（各課題の目的、主な成果については、【資料１－２】参照） 

 
・ 次世代衛星航法システムに関する研究      （平成１２年度～１５年度） 
・ 静止衛星型衛星航法補強システムの性能向上に関する研究 
                        （平成１１年度～１５年度） 
・ 高カテゴリー運用が可能な次世代着陸システムの研究 
                        （平成１３年度～１６年度） 
 

③③③③    新新新新しいしいしいしい監視監視監視監視システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    
     新しい監視システムに関する研究開発課題として、次の課題を重点研究開発課題

として実施した。（各課題の目的、主な成果については、【資料１－３】参照） 
 

・ ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に関する研究 
                        （平成１２年度～１６年度） 
・ ヘリコプタの障害物探知・衝突警報システムに関する研究 
                        （平成１３年度～１７年度） 
・ データリンクによる航空機等の監視システム高度化の研究 
                        （平成１１年度～１５年度） 
・ 放送型データリンクによる航空機監視システムの研究 
                        （平成１３年度～１７年度） 

 
④④④④    新新新新しいしいしいしい航空交通管理航空交通管理航空交通管理航空交通管理にににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    

     新しい航空交通管理に関する研究開発課題として、次の課題を重点研究開発課題
として実施した。（各課題の目的、主な成果については、【資料１－４】参照） 
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・ 航空路の安全性評価に関する研究        （平成１４年度～１７年度） 
・ ＡＴＭ環境下における洋上空域効率的運用手法に関する研究 
                        （平成１４年度～１６年度） 
・ 大空港における効率的な運航を確保するための後方乱気流に関する 研究 

                            （平成１４年度～１７年度） 
 
（（（（２２２２））））課題評価課題評価課題評価課題評価のののの適切適切適切適切なななな実施実施実施実施    
    
①①①①    研究評価体制研究評価体制研究評価体制研究評価体制    

研究所の内部組織である研究評価委員会及び外部の専門家によって構成される評
議員会にて、事前、中間、事後の研究評価を行った。特に評議員会からの指摘につ
いては、研究計画、人的資源、予算に反映し、研究成果の質の向上を図った。 
また、基盤的研究も含めた全テーマについて次年度の研究計画の妥当性及び実行
予算計画妥当性をヒアリングするとともに、年度研究計画の評価を行った。ヒアリ
ングにあたっては、業務運営の効率化を図るため理事長も参加し、直接、次年度の
計画について研究員と意見交換を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 研究評価の流れ 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 研究評価の実施時期 】 

（Ａ）評価区分 （Ｂ）実施時期 備  考 

事前評価 研究開始年度の前年度  

中間評価 研究の３年目程度を目安  

事後評価 研究完了年度の翌年度  

年度研究計画の評価 年度ごとの研究開始前 

重点研究開発課題及び 
基盤的研究課題とも 
 

留学制度に基づく 
評価（事前及び事後） 

申請時及び留学終了後  

（
Ａ
）
評
価
区
分 

（
Ｂ
）
実
施
年
度 

自 
己 

評 

価 

研
究
評
価
委
員
会 

（
内
部
評
価
） 

評
議
員
会 

（
外
部
評
価
）

理 

事 

長 

重点研究開発課題 

基盤的研究課題 

の流れのみ 
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②②②②    課題評価課題評価課題評価課題評価    
平成１５年度には、重点研究開発課題に対し以下の課題評価を実施した。 
また、その外部評価結果をホームページ上で公表した。 

ａ）事前評価（内部評価、外部評価） 
平成１５年度には、以下５課題の事前評価を実施した。 
（評価結果の概要については、【資料２－１】参照） 

 
      ・無線測位におけるマルチパス誤差低減に関する研究 

（平成１６年度～１９年度） 
      ・静止衛星型衛星航法補強システムの２周波対応に関する研究 
                            （平成１６年度～１９年度） 

  ・航空交通管理における新管制運用方式に係る容量値に関する研究 
                            （平成１６年度～１９年度） 
      ・航空機の動態情報を利用するコンフリクト検出手法の研究 
                            （平成１６年度～２０年度） 

  ・Ａ－ＳＭＧＣシステムの研究        （平成１６年度～２０年度） 
 
ｂ）中間評価（内部評価、外部評価） 

平成１５年度には、以下３課題の中間評価を実施した。 
（評価結果の概要については、【資料２－２】参照） 

 
・データ通信対応管制情報入出力システムの研究（平成１２年度～１６年度） 
・航空管制用デジタル対空無線システムの研究 （平成１２年度～１６年度） 
・ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に関する研究 

                            （平成１２年度～１６年度） 
 
ｃ）事後評価（内部評価、外部評価） 

平成１５年度には、以下１課題の事後評価を実施した。 
（評価結果の概要については、【資料２－３】参照） 

 
      ・エンハンスト・ビジョン・システムに関する基礎研究 
                            （平成１０年度～１４年度） 
 

ｄ）年度研究計画の評価（内部評価） 
平成１６年度に研究を実施する全重点研究開発課題に対し、内部評価として、研

究目標の達成度、年度研究目標の適切性、研究の進め方の適切性等を評価する「年
度研究計画の評価」を実施した。 

 
 
 

③③③③    研究評価研究評価研究評価研究評価のののの改善改善改善改善    
平成１５年１１月１３日に政策評価・独立行政法人評価委員会から国土交通省独
立行政法人評価委員会あてに出された「平成１４年度における国土交通省所管独立
行政法人の業務の実績に関する評価の結果についての意見について」に基づき、研
究開発業務の目的、内容や性格に応じた、評価の観点の見直しを図ることとした。
また、これに合わせ、当研究所の研究評価に関する規程等、全般的な見直しを行っ
た。 
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ａ）内部評価、外部評価に係る規程類の見直し 
   国土交通省所管の他独立行政法人研究機関の研究評価に関する規程類を参考と
して、規程類の見直しを行った。以下に、その主な変更部分を示す。 
� 独立行政法人電子航法研究所 研究評価員会規程（内部評価に関する規程） 
¾ 「評価の制限」規定を設け、研究実施主任者が担当部の研究員である

場合には、担当部長は該当研究課題の評価を行わないこととした。 
 

� 独立行政法人電子航法研究所 評議員会規程  （外部評価に関する規程） 
¾ 「再任」に関する規定を新たに追加した。 

 
� 独立行政法人電子航法研究所 研究評価要領 

（内部及び外部評価に関する規程） 
¾ 内部評価、外部評価、別々に定めていた評価要領を統合した。 
¾ 評価の観点について、見直しを行った。 
¾ 留学制度に基づく研究評価要領を追加した。 

 
 
ｂ）評価用プロファイル及び評価シートの見直し 

政策評価・独立行政法人評価委員会から出された意見に基づき、以下の
指針等を参考に、研究開発業務の目的、内容や性格に応じた評価の観点及び評
価項目の見直し作業を行い、評価用プロファイル及び評価シートの見直しを行っ
た。 
¾ 国の研究開発評価に関する大綱的指針 
¾ 業務実績報告書、ＨＰ等、により得た国土交通省所管の他独立行政法人

研究機関の研究評価要領、評価項目 
¾ 総務省情報通信研究評価実施指針               等       

 
 

ｃ）プレゼンテーション形式による評価の実施 
研究評価委員会（内部評価）での評価にプレゼンテーション形式を用いること
とした。この評価にあたっては、プレゼンテーション内容と評価シート項目を合
致させることにより、効率的に評価を実施することができた。 
平成１６年度には、このプレゼンテーション形式による評価を評議員会（外部
評価）にも導入することとしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 プレゼンテーション形式による評価風景 】 
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ｄ）エフォート管理表の活用 

平成１４年度から用いている研究員毎のエフォート管理表に加え、平成１５年
度からは以下に示す研究課題別のエフォート管理表を用いることにより、効率的
な予算、人材等の資源配分を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 研究課題別エフォート（研究専従率）管理表の例 】 
 
 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】     
 
（実績値は目標値に達している。） 

 
 
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
    
１１１１．．．．重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題のののの更更更更なるなるなるなる重点化重点化重点化重点化    
    
（（（（１１１１））））    重点化重点化重点化重点化のののの基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方    
� 予算や人材が限られている中、ニーズの全てに対応することは出来ないことから、  
投資効果の最大化を図るため、限られた資源を投入すべき分野・課題を戦略的に
さらに絞り込むこととした。 

� 今回の絞り込みの対象は、現中期計画における重点研究課題の絞り込みとし、次 
期中期計画における重点研究領域の絞り込みについては、今後さらに検討を進め
ることとした。 

 
（（（（２２２２））））    重点化重点化重点化重点化ののののポイントポイントポイントポイント    
� 国際的に高く貢献できる分野 
¾ 国際的な独自性・強みを持つ分野、または世界をリードできる分野に重点化の
ポイントをおいた。 

¾ 電子研が保持すべきポテンシャルのコアとなる技術分野に重点化のポイント
をおいた。 

� 行政ニーズ等の重要度・緊急度 
¾ 空港整備勘定に係る研究は、交通政策審議会航空分科会「今後の空港および航
空保安施設の整備に関する方策についての答申」に研究成果の活用計画が具体
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的に記述されているもの。又は研究成果の反映時期が明確なものに重点化のポ
イントをおいた。 

¾ 一般勘定に係る研究は、科学技術・学術審議会の答申「航空科学技術に関する
研究開発の推進方策について」における重点研究開発領域において具体的に記
述されているものに重点化のポイントをおいた。 

� 人的資源や予算の重点投入による成果の向上 
    
（（（（３３３３））））    特別重点研究開発課題特別重点研究開発課題特別重点研究開発課題特別重点研究開発課題    

重点化のポイントに基づき検討を行い、以下の４課題を特別重点研究課題と位
置づけた。今後は、特別重点研究開発課題と設定した課題へのさらなる人的資源
の結集と予算の集中投入について検討を進めていく。 
 

①①①①    航空管制用航空管制用航空管制用航空管制用デジタルデジタルデジタルデジタル対空無線対空無線対空無線対空無線システムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究    
（新しい通信技術に関する研究開発） 

（設定理由） 
今後の重要な行政課題である航空路・空域の再編にあたっては管制官の作
業負担軽減及び空域容量の拡大等が求められており、これに対処するため、
高信頼のデータ通信が行え、かつ、通信のセキュリティー向上を可能とする
本システムの開発を早期に行う必要がある。 
また、本システムの試作機を製作し実験を行っているのは、現在、当研究
所と米国のみであり、本研究はこの分野での世界的リード役を果たしている。 
これらのことから、本研究課題を特別重点研究開発課題と設定した。 

 
②②②②    静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強システムシステムシステムシステムのののの性能向上性能向上性能向上性能向上にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（新しい航法システムに関する研究開発） 
（設定理由） 

静止衛星型衛星航法補強システム（ＳＢＡＳ）の研究において、システム
の信頼性解析、ＧＰＳ信号監視方式の開発評価、電離層による測位への影響
の解析・対策等、各分野で国際的に高いポテンシャルを有している。 
また、国土交通省が打ち上げる運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）を用いた静
止衛星型衛星航法補強システム（ＭＳＡＳ）の整備・運用は、国土交通省が
計画している次世代航空保安システムの中核をなすものであり、本研究はＭ
ＳＡＳの性能向上に不可欠の研究である。 
これらのことから、本研究課題を特別重点研究開発課題と設定した。 
 

③③③③    ヘリコプタヘリコプタヘリコプタヘリコプタのののの障害物探知障害物探知障害物探知障害物探知・・・・衝突警報衝突警報衝突警報衝突警報システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（新しい監視システムに関する研究開発） 

（設定理由） 
近年、ヘリプタの送電線への衝突事故等が増加していることは、マスコミ
報道等で良く知られている。このため、航空産業界や運航事業者等からヘリ
コプタの衝突防止等、安全性向上に関する研究開発が望まれている。 
本研究は、ミリ波レーダや赤外線センサ・可視光線センサを用いた先端的
研究であり国際的にも関心が高く、特にミリ波レーダは将来的にヘリコプタ
への搭載のみならず移動体の前方障害物探知や衝突警報への応用も期待で
きる。 
これらのことから、本研究課題を特別重点研究開発課題と設定した。 
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④④④④    航空路航空路航空路航空路のののの安全性評価安全性評価安全性評価安全性評価にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（新しい航空交通管理に関する研究開発） 

（設定理由） 
本研究は、航空交通量の増加や交通流の円滑化に対応するための管制間隔
に伴う安全性評価に関する研究を行うものである。そのために必要な数学モ
デルの構築・解析において国際的に高いポテンシャルを有しており、ＩＣＡ
ＯのＳＡＳＰにおいてこの分野を国際的にリードしてきたところであり、今
後も引き続き同パネルに貢献していく。 
また、運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）の導入等による航空機進行方向の縦
間隔、航空路横方向間隔の３０ＮＭへの短縮、国内の短縮垂直間隔（ＲＶＳ
Ｍ）導入等、行政ニーズ等の重要度・緊急度と密接に関係する研究である。 
これらのことから、本研究課題を特別重点研究開発課題と設定した。 
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（（（（２２２２））））基盤的研究基盤的研究基盤的研究基盤的研究    
    

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（１）社会ニーズに沿った研究の重点的推進                                          
（具体的措置） 
③電子航法に関する基盤的・先導的な研究を実施し、基盤技術の蓄積に努めること。 
 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（２）基盤的研究 
電波工学、通信工学、情報処理工学、ネットワーク工学、計測工学等の分野において
基盤的・先導的研究を実施し、電子航法の基盤技術の蓄積に努める。 
研究を実施するに当たっては、諸情勢の変化を考慮しつつ研究の方向性や具体的な方
策を随時見直す等柔軟に対応する。 

 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（２）基盤的研究 
将来的に重点研究課題に結びつく電子航法の研究に必要となると見込まれる、以下に
示す基盤的・先導的な研究を実施する。 

 
・ 航空機衝突防止方式に関する研究 
・ ＧＮＳＳ高度計の研究 
・ 高性能な航空衛星通信システムに関する基礎研究 
・ ＣＡＴⅢＩＬＳ進入コース予測技術に関する研究 
・ カオス理論によるヒューマン・ファクタの計測に関する基礎研究 
・ 航空交通流管理に対応した次世代飛行場管制卓の研究 
・ 航空交通管理における容量値に関する研究 
・ 航空管制シミュレーションの効率化に関する研究 
・ 航空管制シミュレーションによる作業負荷計測手法の研究 
・ 新ＣＮＳに対応した管制方式に関する研究 
・ ＡＣＡＳ信号を用いた受動型測位方式の研究 

等 
また、研究者同士の議論、討論に加え、幅広い分野から有識者等を招き意見交換を行
う研究交流会を定期的に行うことにより、社会ニーズを的確に把握するとともに、研究
開発に係るアイデア創出の醸成を図る。 
なお、個別の課題の実施に当たっては、研究評価委員会による研究評価を行い、社会
情勢等の変化を考慮しつつ研究の方向性や具体的な方策を随時見直す等柔軟に対応す
る。 
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【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．基盤的研究課題の設定 
基盤的研究は、指定研究と基盤研究に分けられる。 
・指定研究： 今後重点研究に発展し得る、又は、重点研究に必要となり得る研究等
・基盤研究： 将来的に電子航法の研究に必要となると思われる基礎的、先導的、 

萌芽的研究等 
年度計画では、中期計画において設定した分野において、平成１５年度に実施する基
盤的研究課題として位置づけた研究テーマのうち、指定研究について課題名を記述し
た。 
             

２．研究交流会の開催 
基盤的研究のシーズの発掘にあたっては、研究者同士の日常的な議論、討論の活性化
や他分野の専門家との交流を促進することが効果的だと考えられることから、研究交流
会を定期的に開催することにより、社会ニーズを的確に把握するとともに、基盤的研究
に係るアイデア創出の醸成を図ることとした。 
 

３．社会情勢等を考慮した柔軟な対応 
基盤的研究を適切に実施するに当たり、諸情勢の変化を考慮しつつ研究の方向性や具
体的な方策を随時見直す等、柔軟に対応することとした。 

 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
    
（（（（１１１１））））基盤的研究課題基盤的研究課題基盤的研究課題基盤的研究課題のののの設定設定設定設定    

電子航法に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、交通の安全の
確保とその円滑化を図るという研究所の目的並びに、電子航法に関する基盤的・先
導的な研究を実施し、基盤技術の蓄積に努めるという中期目標を踏まえ、平成１５
年度は、以下の課題を基盤的研究課題（指定研究課題及び基盤研究課題で構成）と
して位置づけ研究を実施した。基盤的研究に配分された研究費は64,947千円（全研
究費の約9.8％）であった。 
 

①①①①    指定研究指定研究指定研究指定研究    
平成１５年度は、新規２課題を含む以下の１１件の課題を指定研究課題として実

施した。 
（各課題の目的、主な成果については、【資料３－１】参照） 
 
・ 航空機衝突防止方式に関する研究        （平成１４年度～１６年度） 
・ ＧＮＳＳ高度計の研究             （平成１４年度～１６年度） 
・ 高性能な航空衛星通信システムに関する基礎研究 （平成１５年度～１６年度） 
・ ＣＡＴⅢＩＬＳ進入コース予測技術に関する研究 （平成１４年度～１６年度） 
・ カオス理論によるヒューマン・ファクタの計測に関する基礎研究 

（平成１２年度～１５年度） 
・ 航空交通流管理に対応した次世代飛行場管制卓の研究 

（平成１２年度～１６年度） 
・ 航空交通管理における容量値に関する研究    （平成１４年度～１７年度） 
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・ 航空管制シミュレーションの効率化に関する研究 （平成１４年度～１７年度） 
・ 航空管制シミュレーションによる作業負荷計測手法の研究 

（平成１５年度～１７年度） 
・ 新ＣＮＳに対応した管制方式に関する研究    （平成１４年度～１７年度） 
・ ＡＣＡＳ信号を用いた受動型測位方式の研究   （平成１４年度～１５年度） 
 

②②②②    基盤研究基盤研究基盤研究基盤研究    
平成１５年度は、新規１課題を含む以下の７件の課題を基盤研究課題として実施

した。 
（各課題の目的、主な成果については、【資料３－２】参照） 
 
・ ルーネベルグレンズを利用した航法機器に関する研究 

（平成１４年度～１６年度） 
・ スケールモデルによるＣＡＴⅢＩＬＳ用新ＦＦＭ方式に関する研究 

（平成１４年度～１６年度） 
・ 赤外線センサ等による船舶の検知追跡技術に関する研究 

（平成１４年度～１７年度） 
・ ＡＩＳ情報のＶＴＳ（船舶通航業務）への活用に関する研究 

（平成１５年度～１６年度） 
・ 光学的手法を用いた画像処理方式の研究     （平成１３年度～１５年度） 
・ 航空機のＦＭＳデータを利用したコンフリクト検出の研究 

（平成１４年度～１５年度） 
・ ＣＤＭＡ方式データ通信インフラの構築にかかる研究 

（平成１４年度～１６年度） 
 

（（（（２２２２））））研究交流会研究交流会研究交流会研究交流会のののの開催開催開催開催    
平成１５年度は、内外から講師を招き以下の表に示す４回の研究交流会を開催
し、計６テーマの講演を実施した。 
また、平成１４年度に開催した研究交流会で得た「長期気象予報データ」の知
識を平成１５年度実施の「ＡＴＭ環境下における洋上空域効率的運用手法に関す
る研究」に活用することができた。 

 講演テーマ 講師区分 得られた知見 

第１回 
信頼される鉄道信号システムの
構築 

外部講師 安全性・信頼性の考え方 

ＧＮＳＳにおける電離層対策技
術（長期在外研究報告） 

内部講師 
電離層遅延補正に関す
る研究の重要性・必要性 

第２回 

航空交通管理の展望 内部講師 
世界的な航空交通管理
運用コンセプト 

無線通信システム・搭載電子機
器の研究開発について 

外部講師 
情報通信技術の研究開
発動向 

第３回 
韓国及び亜州大学におけるＧＰ
Ｓ研究 

外部講師 
（韓国） 

韓国におけるＧＰＳ研
究の動向 

第４回 将来の航空輸送～技術への期待 外部講師 
航空輸送とコストの関
係 
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（（（（３３３３））））社会情勢等社会情勢等社会情勢等社会情勢等をををを考慮考慮考慮考慮したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応    

 羽田空港等の運航処理容量及びニアミス対策の研究が重要になることから、内
部研究評価及び外部研究評価を実施の上、以下の２課題を平成１６年度より重点
研究開発課題へ移行することとした。 

 
①①①①    航空交通管理航空交通管理航空交通管理航空交通管理におけるにおけるにおけるにおける容量値容量値容量値容量値にににに関関関関するするするする研究研究研究研究                    

（平成１４年度～１７年度）（資料３－１参照） 
                     
       
      平成１６年度実施重点研究開発課題 
      「航空交通管理における新管制運用方式に係る容量値に関する研究」 

（平成１６年度～１９年度）（資料２－１参照） 
 
    

②②②②    航空機航空機航空機航空機ののののＦＭＳＦＭＳＦＭＳＦＭＳデータデータデータデータをををを利用利用利用利用したしたしたしたコンフリクトコンフリクトコンフリクトコンフリクト検出検出検出検出のののの研究研究研究研究 
（平成１４年度～１５年度）（資料３－２参照） 

                     
       
      平成１６年度実施重点研究開発課題 
      「航空機の動態情報を利用するコンフリクト検出手法の研究」 

（平成１６年度～２０年度）（資料２－１参照） 
 
 
２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    

今後とも、研究交流会等の活用による基盤的研究開発に係るアイデア創出の醸成、
及び社会情勢等の変化に対応した研究開発計画の見直しを行うことにより、中期目
標を達成することが可能と考える。 

 
 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
 
１１１１．．．．基盤的研究基盤的研究基盤的研究基盤的研究にににに基基基基づくづくづくづく特許出願特許出願特許出願特許出願 

特許出願については、別途「研究成果の普及、成果の活用促進等」に関する箇所で
記述しているが、平成１５年度に実施した基盤的研究の結果、指定研究５件、基盤研
究４件、計９件の特許出願に結びついた。 

 
２２２２．．．．研究課題研究課題研究課題研究課題のののの統合統合統合統合 

行政ニーズを調査した結果、第３世代携帯電話で利用されているＣＤＭＡ通信技術
とＩＴ技術をベースとして、これらの技術を管制官とパイロット間の航空安全通信に
係る業務に利用可能とするため、高速で移動する航空機と地上間の効率的で信頼性の
高い通信技術の実現、セキュリティの確保、遭難・緊急における優先的な通信を図る
技術確立が望まれていることが分かった。 
このため、新技術利用に向けた国際標準化への積極的参画、貢献を図るため、平成
１６年度から「航空通信におけるＣＤＭＡ方式の要素技術の研究」を行うことし、平
成１６年度まで研究を行う予定であった「ＣＤＭＡ方式データ通信インフラの構築に
かかる研究」を先の研究課題の１テーマとして統合することとした。 
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（（（（３３３３））））国国国国のののの推進推進推進推進するするするするプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト等等等等へのへのへのへの参画参画参画参画    
 

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（１）社会ニーズに沿った研究の重点的推進                                          
  （基本方針）                                          

③その他社会的に重要と判断される研究についても、適切に対応すること。 
 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（３）国の推進するプロジェクト等への参画 
国家的プロジェクト等、社会的に重要と判断される課題について、研究グループ制度
等を活用し、研究資源の集中的利用や機動的な研究実施体制構築を図り、積極的に参画
する。 

 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（３）国の推進するプロジェクト等への参画 
国家的プロジェクト等、社会的に重要と判断される課題に関し、機動的な研究実施体
制を構築し、迅速かつ積極的に参画する。 
特に、国土交通省からの受託が予定される準天頂衛星による高精度測位補正に関する
技術開発については、プロジェクトチームを編成し、研究実施体制の強化を図るととも
に、関係研究機関との連携を強化し、効率的かつ効果的な研究の推進を図る。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
    

国家的プロジェクト等、社会的に重要と判断される課題については、研究資源の集中
的投入や機動的な研究実施体制の構築を図ること等により積極的に対応することが必
要となるが、これらに中期目標期間にわたって、適時、適切に対応するため、期間中の
各年度計画においても継続的に取り組むこととしている。 
平成１５年度から開始される、準天頂衛星による高精度測位補正に関する技術開発に
ついては、予算規模も非常に大きく、限られた人的資源の中で効率的かつ効果的に研究
を推進するため、プロジェクトチームを編成し、研究実施体制の強化を図るとともに、
関係研究機関との連携を強化することとした。 
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【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
    
（（（（１１１１））））社会的社会的社会的社会的にににに重要重要重要重要とととと思思思思われるわれるわれるわれる課題課題課題課題へのへのへのへの対応対応対応対応    

 電子航法に関する研究を行うことにより、交通の安全の確保とその円滑化を図
るという研究所の目的、並びに社会ニーズに沿った研究を重点的に推進するとい
う中期目標の精神を踏まえ、社会的に重要と判断される以下の課題について、研
究資源の集中的投入や機動的な研究実施体制の構築を図ること等により積極的に
対応した。 

    
①①①①    羽田空港羽田空港羽田空港羽田空港のののの再拡張再拡張再拡張再拡張    
    ａ）ａ）ａ）ａ）シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーション検証実験検証実験検証実験検証実験のののの実施実施実施実施    

羽田空港の再拡張に伴う空港処理容量、飛行経路設定等の評価、検証について、
平成１４年度に引き続き羽田空港の航空管制官の参加による実時間シミュレー
ション検証実験を実施した。 
この検証実験結果を基に、国土交通省は羽田空港再拡張後の飛行ルート基本案

及び以下に示す修正案（出典：国土交通省ＨＰ）等を作成した。 
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 ｂ）ｂ）ｂ）ｂ）羽田拡張計画羽田拡張計画羽田拡張計画羽田拡張計画にににに伴伴伴伴うううう進入方式進入方式進入方式進入方式のののの検討検討検討検討        
    上記ａ）のシミュレーション検証実験により、羽田空港再拡張後の南風好天時

のＢ滑走路、Ｄ滑走路の平行運用を円滑に行うためには、新しい計器進入方式の
設定が必要になることが判明した。 
このため、国土交通省航空局の要望により、ＬＤＡ（ローカライザー型式方向
援助施設）進入方式の技術的検討に着手した。 
平成１６年度は、受託研究として羽田再拡張後のＬＤＡ進入方式の評価、検討
を行う予定である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 羽田再拡張後のＬＤＡ進入方式案 】 
 
 
    ｃ）ｃ）ｃ）ｃ）空港面探知空港面探知空港面探知空港面探知レーダレーダレーダレーダのののの複数設置複数設置複数設置複数設置（（（（２２２２サイトサイトサイトサイト化化化化））））検討検討検討検討のためののためののためののための評価実験実施評価実験実施評価実験実施評価実験実施    

羽田空港再拡張により新設されるＤ滑走路は、管制塔から遠く離れていること
から、現在管制塔の上に設置し運用されている空港面探知レーダ（ＡＳＤＥ）だ
けでは、悪天候時のＤ滑走路の航空機、車輌等の状況を監視できなくなる可能性
がある。 
この問題を解決するには、Ｄ滑走路をカバーする第２ＡＳＤＥの設置が望まれ

ているが、第２ＡＳＤＥ用の新たな電波周波数の取得は昨今の逼迫した電波事情
の下では困難である。 
当研究所では国土交通省からの委託を受け、平成１５、１６年度の２ヵ年計画

で、「ＡＳＤＥ２サイトを同一の周波数で運用可能とする電波干渉除去技術の開
発、評価実験による検証」を行っている。 
平成１５年度は干渉除去技術を開発し、仙台空港において干渉実験を実施した。

この結果、干渉除去技術は有効であり、同一周波数によるＡＳＤＥ２サイト化は
実現の可能性が高いことが明らかになった。 
平成１６年度は、国土交通省が仙台空港内に仮設したＡＳＤＥと岩沼分室に設

置してある当研究所の実験用ＡＳＤＥから相互に電波を送受信し、干渉波が航空
機等の探知にどのような影響を及ぼすか実験を行うこととしている。 
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②②②②    準天頂衛星準天頂衛星準天頂衛星準天頂衛星システムシステムシステムシステム（（（（平成平成平成平成１４１４１４１４年度年度年度年度～～～～２０２０２０２０年度年度年度年度））））    

官民連携による準天頂衛星システムの開発研究が、平成１５年度より本格的に開
始された。当研究所でもこれに合わせ、効率的かつ効果的に研究を推進するため、
「高精度測位補正技術開発研究プロジェクトチーム」を編成するとともに、以下の
項目を実施した。 
¾ 高精度測位補正方式、完全性監視方式および誤差補正高度化を検討するため高
精度測位実験システム（オフラインシステム）を整備した。 

¾ 測位補正実験に関して共同作業が必要となる宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）
との共同研究を開始した。また、監視局データを利用するための調整を国土地
理院と実施した。 

¾ 準天頂衛星システム開発関連の内外の会議に参画し、計画の策定、調整等を行
なった。 

¾ 国土交通省内担当研究機関等との開発研究の調整を行った。 
 
（参考：平成１６年４月に当研究所理事長が実行委員長となり、準天頂衛星システ
ムに関連する研究者や事業者との情報交換を目的として、「高精度測位技術フォ
ーラム」を開催した。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 準天頂衛星システムの研究体制 】 
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③③③③    海上海上海上海上のののの交通管理交通管理交通管理交通管理    

従来、船舶の海上監視はＶＴＳ（船舶通行業務）レーダと呼ばれる一次レーダを
用いて行われていた。こうした中、ＴＤＭＡ（時分割多重アクセス方式）を利用し
たＡＩＳ（船舶自動識別システム）がＩＭＯ（国際海事機構）において国際標準化
された。これは航空のＡＤＳ－Ｂに似たデータリンク方式で、これによりお互いの
ＧＰＳ位置情報や船舶情報の通信が可能になった。   
当研究所では、これをＶＴＳに連接することでより詳細な情報を海上監視に生か

せるとの考えから、「高度船舶管制システムの研究」を大阪大学等と共同で行い、Ａ
ＩＳの研究部分を担当した。 
この研究において、ＡＩＳターゲットとＶＴＳターゲットを一つの画面に連接す

るアルゴリズムの開発、運用状況に応じてターゲットの表示方式をＡＩＳとＶＴＳ
ターゲットを重ねて表示する重畳方式、ＡＩＳ優先表示方式、ＶＴＳ優先表示方式
に選択できる機能を備えた試作システムを開発した。また平成１４年には海上保安
庁と共同で東京湾海上交通センターに試作システムを設置し、当時日本で実験局と
して運用され始めた海上保安庁所有等２隻の船舶に搭載されたＡＩＳを用いた連接
実証実験に成功した。 
この研究成果を基に海上保安庁は１５年度末にＡＩＳとＶＴＳを統合したシステ

ム１号機を東京湾海上交通センターに導入した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ＡＩＳ搭載船舶の運用状況 】 
 
 
 
 
２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    

今後とも引き続き、国家的プロジェクト等、社会的に重要と判断される課題につ
いては、研究資源の集中的利用や機動的な研究実施体制構築により、積極的に対応
することとしており、これにより中期目標が達成できるものと見込まれる。 

 

拡大拡大拡大拡大    
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【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
 
 １１１１．．．．航空管制航空管制航空管制航空管制シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーションのののの即時対応即時対応即時対応即時対応    

平成１５年６月に国土交通省航空局より羽田空港の再拡張に関連したシミュレー
ション検証実験の依頼があった。通常この種の実験には準備期間を含めて３か月の期
間が必要であるが、国家プロジェクトに係る重要な実験であることから、シナリオの
準備など管制システム部の総力を挙げて実施に向けた実験環境を整えた。また、国土
交通省航空局からも現場管制官の派遣など強力な支援があり、約１か月という短期間
でシミュレーション検証実験を行うことができた。 

 
 
 ２２２２．．．．陸陸陸陸・・・・海海海海・・・・空空空空のののの事故防止技術事故防止技術事故防止技術事故防止技術のののの開発開発開発開発    

陸・海・空の各種交通機関は、新しい安全設備の導入、構造の改善等、安全性の向
上を図ってきたが、依然として交通事故により多くの人命が失われている。このため、
国土交通省は、平成１５年度からの５ヶ年計画として「技術基本計画」を策定し、そ
の重点プロジェクトとして「陸・海・空の事故防止／削減のための総合的技術の開発」
を推進することとした。 
これに基づき、当研究所、独立行政法人海上技術安全研究所及び独立行政法人交通

安全環境研究所の３研究所が、平成１６年度より共同で各種交通機関に適用、応用可
能なヒューマンエラー防止技術の開発を行うこととなり、平成１５年度はこれに先立
ち、開発目標の設定、研究所毎の研究分担、研究計画の摺り合わせ等を継続的に行い、
当研究所は「運転者の心身状態評価予測技術の開発」を担うこととなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 心身状態評価予測技術イメージ図 】 
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（（（（４４４４））））競争的資金競争的資金競争的資金競争的資金    
    

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（１）社会ニーズに沿った研究の重点的推進                                          
（基本方針）                                          
②競争的資金獲得、研究評価、研究者の資質向上等の措置により、研究成果の質の向
上を目指すこと。 

 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（４）競争的資金 
社会ニーズに沿った研究分野のポテンシャルを向上させること等を目的として、科学
技術振興調整費、運輸分野における基礎的研究推進制度等の外部からの競争的研究費の
獲得に努める。 
また、研究所内部においても競争的研究費を確保し、競争的研究環境を構築する。 
 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（４）競争的資金の獲得 
科学技術振興調整費、運輸分野における基礎的研究推進制度、日本学術振興会等の外
部競争的研究費に積極的に応募し、社会ニーズに沿った研究テーマの効果的推進を図る
とともに、当該研究分野のポテンシャルの向上を図る。 
また、研究所内部においても競争的研究経費を確保し、競争的研究環境を強化するこ
とにより、研究者のインセンティブの向上を図る。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
１．外部競争的資金の獲得 
社会ニーズに沿った研究を重点的に推進するに当たり、研究所のポテンシャルを向上
させるためには、外部からの競争的資金を活用することが効果的と考えられることか
ら、これらの獲得に努めることとし、期間中の各年度計画においても積極的に取り組む
こととしている。 
 
２．内部競争的環境の構築 

研究者の意欲・インセンティブの向上により研究成果の質を向上させるため、研究所
内部における競争的研究費を確保し、競争的研究環境を構築することとしており、期間
中の各年度計画においても積極的に取り組むこととしている。 
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【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
    
（（（（１１１１））））外部競争的資金外部競争的資金外部競争的資金外部競争的資金のののの獲得獲得獲得獲得    
①①①①    外部競争的資金外部競争的資金外部競争的資金外部競争的資金へのへのへのへの積極的応募積極的応募積極的応募積極的応募    

平成１５年度には外部競争的資金に係る取り組みを積極的に行い、以下の表に
示す外部競争的資金に応募した。（参考：１６年度実施の研究として、表中の科学
技術振興調整費①、科学研究費補助金③ 計２件（約28,000千円）の内定を得た。） 
外部競争的 
資金名 

応 募 課 題 名 参画機関（◎：研究代表） 

科学技術振
興調整費① 
 
（内 定） 

「状況・意図理解によるリスクの発見と 
回避」の 
サブテーマ① 
●「運転員心身状態評価に関する研究」 
サブテーマ② 
●「状況適応的分権強調による航空機衝突
防止のための自動化レベルの最適化
と支援の高度化」 

◎筑波大学 
・電子航法研究所 
・産業技術総合研究所 
・海上技術安全研究所 
・交通安全環境研究所 
・鉄道総合技術研究所 
・東北大学 
・いすゞ自動車  他 

科学技術振
興調整費② 

「航空交通安全に貢献する乱気流検知 
システム」の 
サブテーマ 
●「後方乱気流検知システムに関する 

研究」 

◎宇宙航空研究開発機構 
・電子航法研究所 
・国立環境研究所 
・気象研究所 
・東京大学大学院 
・日本航空    他 

運輸分野に
おける基礎
的研究推進
制度 

●「移動体に対するＧＰＳ対流圏遅延の 
リアルタイム補正技術の開発」 

◎電子航法研究所 
・気象研究所 
・名古屋大学 

科学研究費
補助金 ① 

「人工衛星からの大気光撮影観測につい
ての企画」の 
研究分担 
●「大気光データによるＧＰＳ等測位の 

高精度化と航法への応用に関する 
調査」 

◎京都大学 
・電子航法研究所 
・情報通信研究機構 
・宇宙航空研究開発機構 
・国立極地研究所 
・名古屋大学   他 

科学研究費
補助金 ② 

「交通安全施策を総合評価するための仮
想自動車交通社会ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築」の 
研究分担 
●「ドライバの運転負荷計測」 

◎芝浦工業大学 
・電子航法研究所 
・日本大学 
・神奈川工科大学 

科学研究費
補助金 ③ 
（内 定） 

●「精密測位衛星電波の海面反射を利用し
た海面高度モニタリング手法の開発」 

◎電子航法研究所 

厚 生 労 働 
科学研究費
補助金 

「音声カオスによる痴呆スクリーニング」
の研究分担 
●「カオス解析ソフトウエア開発・音声 
カオス解析・音声取得方法の研究」 

◎岐阜大学 
・電子航法研究所 
・メディカルパレット 
・システムアンサー 
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②②②②    外部競争的資金外部競争的資金外部競争的資金外部競争的資金によるによるによるによる研究研究研究研究のののの継続継続継続継続    

平成１５年度は、以下の表に示す外部競争的資金による研究２件（約 46,000 千
円）を継続して実施した。 
なお、「運輸分野における基礎的研究推進制度」による研究では、表に示すよう

に資金元による中間評価が行われ、良好な評価結果を得た。 
    

ａ）「ａ）「ａ）「ａ）「科学技術振興調整費科学技術振興調整費科学技術振興調整費科学技術振興調整費（（（（先導的研究先導的研究先導的研究先導的研究のののの推進推進推進推進）」）」）」）」によるによるによるによる研究研究研究研究 

実施課題名 

「精密衛星測位による地球環境監視技術の開発」のサブテーマ 
「ＧＰＳ掩蔽法を用いた地球大気圏モニタ技術開発」の 
研究分担 
●「航空機のダウンルッキングＧＰＳ掩蔽観測技術の開発研究」 

（平成１４年度～１６年度） 

参画機関 
（◎：研究代表） 

◎京都大学 
・電子航法研究所 
・情報通信研究機構（旧通信総合研究所） 
・気象研究所 

研究目標 

¾ 航空機搭載のダウンルッキング観測用受信機の開発 
¾ 航空機高精度位置速度測定システムの開発 
¾ 地球大気圏（電離層、対流圏）がＧＮＳＳに及ぼす影響の 
調査 

１５年度までの 
進捗状況 

¾ 航空機搭載のダウンルッキング観測用受信機の開発 
¾ 航空機高精度位置速度測定システムのハードウェア、ソフト
ウェアの開発 

¾ 飛行実験によるＧＰＳ掩蔽観測データの取得 
¾ 垂直構造を考慮した電離層モデルに関する調査の実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  【 航空機のダウンルッキングＧＰＳ掩蔽観測技術の開発研究 概念図 】 
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ｂ）「ｂ）「ｂ）「ｂ）「運輸分野運輸分野運輸分野運輸分野におけるにおけるにおけるにおける基礎的研究推進制度基礎的研究推進制度基礎的研究推進制度基礎的研究推進制度」」」」によるによるによるによる研究研究研究研究 

実施課題名 
「ミリ波／赤外線による衝突防止技術に関する研究」 

（平成１４年度～１６年度） 

参画機関 
（◎：研究代表） 

◎電子航法研究所 
・電気通信大学 
・ＩＨＩエアロスペース 

研究目標 

¾ 有視界飛行環境下で、約８００ｍ先の障害物を探知できるセ
ンサ技術の確立 

¾ 視界不良時における障害物探知範囲の拡大 
¾ 障害物回避に必要な情報のリアルタイム（約１秒以下）での
提供 

¾ ヘリコプタに搭載可能な実験用障害物探知システムの試作と
実証実験の実施 

中間評価結果 

１５年度に運輸施設整備事業団（現、鉄道建設・運輸施設整備支
援機構）による中間評価が行われ、次の審査員評価を得た。 
１．進捗状況 
¾ ３機関の連携も円滑に行われており、一部には当初予想を超
える研究成果が得られる可能性が見えていることは、まこと
に喜ばしい。 

２．状況分析と目標達成の見通し 
¾ すでに解決すべき問題点ならびにそれらの解消法が固定され
ている。さらに他の研究機関との相違点や連携可能性も的確
に認識されている。以上のことから、当初目標の達成は可能
である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 ヘリコプタ搭載システム 】            【 動画像表示例 】 
 

送電線送電線送電線送電線    
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（（（（２２２２））））内部競争的環境内部競争的環境内部競争的環境内部競争的環境のののの構築構築構築構築    

内部競争的環境の構築に関し、平成１５年度より新規応募課題、継続課題を問
わず基盤的研究課題の全てに内部競争を適用することとした。 
これらを基に新規応募課題に対する「事前評価」、継続課題に対する「年度研究

計画の評価」を実施して、平成１５年度の基盤的研究課題１５件を選定した。 
以下に、内部競争的環境の構築の一般的な流れを示す。 

 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公募（新規 基盤的研究課題） 

    
内部競争内部競争内部競争内部競争（事前評価） 

    

①研究計画ヒアリング実施 
②実行計画ヒアリング実施 

内部競争内部競争内部競争内部競争（年度研究計画の評価） 

新規及び継続 基盤的研究課題 
 

①研究計画書 作成 
②実行計画書 作成 

研究実施課題決定（理事長） 

研 究 実 施 課 題 

１１月上旬 

１２月上旬 

１２月上旬 
  ～ 
１月下旬 

２月上旬 
～ 

２月中旬 

２月下旬 
～ 

３月上旬 

３月中旬 

 
課題 Ａ 

 
課題 Ｂ 

 
課題 Ｃ 

 
・・・・

公募 
課題 Ｉ 
 

継続 
課題 Ｋ 

公募 
課題 Ｊ 選定選定選定選定    非選定非選定非選定非選定    

継続課題の研究中
止又は他研究課題
との統合を指示 
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２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    
引き続き外部競争的資金を活用した研究の実施を推進し、研究所のポテンシャル

の向上を図ることにより、中期目標を達成することが可能と考える。 
 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
    平成１５年度は、科学研究費補助金取扱規程よる「研究機関」としての指定を受け

るなど、外部競争的資金の獲得に向け積極的に取り組んだ。 
参考として、以下に独立行政法人化後の外部競争的資金の獲得に向けた取り組み状

況を示す。 
 

応募年度 
外部競争的資金名 

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ 

応 募 数 ２ １ ２ 

採 択 数 １ ０ 内定１ 科学技術振興調整費 

不採択数 １ １ １ 

応 募 数 ２ ０ １ 

採 択 数 １ ０ ０ 運輸分野における基礎的研究推進制度 

不採択数 １ ０ １ 

応 募 数 － － ３ 

採 択 数 － － 内定１ 科学研究費補助金 

不採択数 － － ２ 

応 募 数 ０ ０ １ 

採 択 数 ０ ０ ０ 厚生労働科学研究費補助金 

不採択数 ０ ０ １ 

応 募 数 １ ０ ０ 

採 択 数 １ ０ ０ 日本学術振興会 

不採択数 ０ ０ ０ 

応 募 総 数 ５ １ ７ 

採 択 総 数 ３ ０ 内定２ 
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（（（（５５５５））））研究者研究者研究者研究者のののの資質向上資質向上資質向上資質向上    
    
［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（１）社会ニーズに沿った研究の重点的推進                                          
（基本方針）                                          
②競争的資金獲得、研究評価、研究者の資質向上等の措置により、研究成果の質の向
上を目指すこと。 

 
［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（５）研究者の資質向上 
より良い研究成果を引き出すため、国内外研修、留学等を通じて研究者の資質を向上
させる。 
・研究者の研修参加、留学を５名程度実施する。 

 
［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（５）研究者の資質向上 
より良い研究成果を引き出すために長期の国内外研修、留学等を通じて研究者の資質
を向上させる。 
また、国際会議等における発表や討論に係る資質を向上させるための研究者の自己啓
発努力を奨励するとともに、資質向上に係る研修等を実施する。 
・ 研究者１名の長期研修への参加もしくは留学を実施する。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．留学等の推進 
より良い研究成果を創り出す上で必要となる研究者の資質向上にあたっては、長期の
国内外研修、留学等の継続的な実施が効果的であるので、１５年度計画においても引き
続き推進することとした。 
 
２．自己啓発努力の奨励等 
国際会議等における発表や海外の研究者との討論に係る英語やプレゼンテーション
等の資質の向上にあたっては、研究員の継続的な自己啓発努力が基本となるが、研究所
としてこれを奨励することとし、その一環として資質向上に係る研修を実施することと
した。 

 
３．数値目標 
年度計画の数値目標としては、中期計画の１／５程度ということで１名とした。 
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【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    
    
１１１１．．．．実績値実績値実績値実績値    
   研究者１名の在外研究を実施した。 
 
 
２２２２．．．．取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況    
        
（（（（１１１１））））留学等留学等留学等留学等のののの推進推進推進推進    
①①①①    留学留学留学留学にににに係係係係るるるる規程規程規程規程のののの見直見直見直見直しししし    

留学等の推進を図るため、平成１５年度に以下の目的で留学に係る規程の見直
しを行い、新たに「留学制度の運用に関する達」を制定した。 
¾ 海外留学のみでなく、国内留学についても適用できるようにする。 
¾ 長期派遣だけでなく、短期派遣についても適用できるようにする。 
¾ 留学に係る手続きを明確にする。 
 

②②②②    留学留学留学留学のののの実施実施実施実施    
平成１５年度に、研究評価委員会（内部評価）の事前評価による選定を経て、
ＶＤＬモード３の研究担当者１名を約２ヶ月間、米国のＦＡＡテクニカルセンタ
ー等に留学させた。 
米国においては、次世代の航空管制用通信システムとして、ＶＤＬモード３の
研究開発を積極的に進めており、平成１５年秋には世界に先駆けて、地上・機上
間での大規模な通信実験も行っている。ＦＡＡテクニカルセンターは我が国と並
び当該システム研究開発の先導的立場にある。 
また、今後の世界的なシステム実用化に当たっては、日米間でシステムの相互
運用性に関わる共同実験も必要となることから、ＶＤＬモード３の研究開発や運
用方式評価等に関する米国側の技術的知見、ノウハウの取得を目的として、上記
研究者を米国に留学させた。 
 

③③③③    留学後留学後留学後留学後のののの評価評価評価評価、、、、管理管理管理管理    
      平成１４年度～１５年度にかけてスタンフォード大学にて実施した在外派遣研

究「航空用ＧＮＳＳの性能向上技術の開発」では、留学後に内部評価を行う研究
評価委員会による事後評価を行い、総合評価として「有益であった」との評価を
得た。 

 
ａ）研究成果の活用 

現在、運用中のものも含めて、世界で米国のＷＡＡＳ、欧州のＥＧＮＯＳ、
インドのＧＡＧＡＮ、日本のＭＳＡＳと４つの静止衛星型衛星航法補強システ
ム（ＳＢＡＳ)が構築中である。これらの円滑な切り替え使用、重複使用等を検
討する、相互運用性検討ワーキンググループ会議（ＩＷＧ)が年２回定期的に開
催されており、この会議に我が国における検討結果の報告、意見交換を行う専
門委員として参加している。 
また、ＳＢＡＳの電離層擾乱に伴う課題を検討する衛星航法補強システム相

互運用性ワーキンググループ電離層会議が年２回定期的に開催されており、こ
の会議に我が国における検討結果の報告、意見交換を行う専門委員として参加
している。 
さらに、留学先であるスタンフォード大学のＧＰＳ研究グループは米国連邦

航空局（ＦＡＡ）などのＧＰＳ関連の主要な研究・技術支援チームでもあり、



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（５５５５））））研究者研究者研究者研究者のののの資質向上資質向上資質向上資質向上 
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今後、共同研究等をいつでも実施できる関係をつくった。 
 

    ｂ）研究成果の発表 
研究の成果を所内で発表するとともに、以下に示す国内外の会議、学会等で

発表した。 
 

（研究成果を発表した、国内外の主な会議、学会等） 
¾ 衛星航法補強システム相互運用性ワーキンググループ（ＩＷＧ）会議 
¾ 衛星航法補強システム相互運用性ワーキンググループ電離層会議 
¾ 電子情報通信学会ＳＡＮＥ研究会 
¾ 宇宙科学技術連合講演会 
¾ ＭＳＡＳ技術評価委員会 

    
ｃ）派遣中に行った研究内容（参考） 
   スタンフォード大学派遣中に、以下の研究を行った。 
¾ ＧＰＳ観測データから電離層遅延量を精度良く推定する手法の確立及びプ

ログラムの作成（日本を含む低磁気緯度地方における電離層補正に有効） 
¾ 国土地理院提供の観測データによる日本付近の電離層遅延量の分布調査 
¾ ブラジルにおける電離層遅延量を基に、ＳＢＡＳ方式、その他複数の改良方

式についての補正能力評価 
    
    （（（（２２２２））））自己啓発努力自己啓発努力自己啓発努力自己啓発努力のののの奨励等奨励等奨励等奨励等    

①①①①    国際会議国際会議国際会議国際会議、、、、国際学会発表国際学会発表国際学会発表国際学会発表のののの奨励奨励奨励奨励    
当研究所では、研究者の資質向上を図るため、研究者に国際会議、国際学会

等での発表を奨励している。この結果、平成１５年度には延べ４５件の国際会
議、国際学会等での発表（０．９４回／研究員１人あたり）を行った。 
また、国際会議等における発表や海外の研究者との討論に係る英語力やプレ

ゼンテーション力を向上させるため、１０回の英語ライティング研修及び２回
の英語によるプレゼンテーション研修を実施した。 
 

②②②②    博士号取得博士号取得博士号取得博士号取得のののの奨励奨励奨励奨励    
当研究所では博士号取得の奨励を従来から行ってきたが、社会人大学院が増え
たことに伴い、平成１５年度は同大学院の博士号取得のための準備･手続等の情報
を得るとともに、電子航法という特別な分野で受け入れ可能な大学を調べ、電子・
電波専門の教授と相談し、今後の受け入れの可能性の道を広いた。 
また、博士号取得をめざした若手研究員１名の大学院博士課程入学申請に際し、
その入学の推薦を行った。（その結果、平成１６年度の入学につながった。） 
 

③③③③    最新技術取得最新技術取得最新技術取得最新技術取得のののの奨励奨励奨励奨励    
当研究所では、研究を進めるにあたって必要な最新技術の収得を研究員に積極
的に推奨している。 
平成１５年度は、データ解析、可視化プログラミング機能を有する対話型の科
学技術計算言語 であるＭＡＴＬＡＢのトレーニングコースを４名受講するとと
もに、無線ＬＡＮ、レーダ・マイクロ波、デジタル変調解析、計測器、計算機サ
ーバのセミナーに各１名が参加した。 



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（５５５５））））研究者研究者研究者研究者のののの資質向上資質向上資質向上資質向上 
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【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】     

 
（実績値は目標値に達している。） 

 
 
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
 
１１１１．．．．留学等留学等留学等留学等のののの推進推進推進推進    
（（（（１１１１））））研究成研究成研究成研究成果果果果のののの活用活用活用活用    

平成１３年度のカリフォルニア大学デービス校での在外研究成果による「通信の
信頼性に関する性能評価に必要な信号の復号方式」に係る専門知識を活用し、平成
１５年度より重点研究開発課題「ＡＳＡＳ用データリンク方式の電磁環境に関する
研究」の１項目として「ＡＳＡＳ信号の復号方式」を加えることとした。 

 
 （（（（２２２２））））長期在外派遣計画長期在外派遣計画長期在外派遣計画長期在外派遣計画のののの策定策定策定策定    

研究所のポテンシャルの向上及び研究員の資質向上のために長期在外派遣を推進
しているところであるが、研究計画との整合を図る必要から短期間に派遣者を決めら
れないこと、並びに次期中期期間中も計画的に派遣を行う必要があることから、次期
中期計画を見越した長期在外派遣研究員の調整を各研究部で行うとともに派遣計画を
策定中である。 
 

    
 ２２２２．．．．資質向上資質向上資質向上資質向上にににに係係係係るるるる多面的取多面的取多面的取多面的取りりりり組組組組みのみのみのみの検討検討検討検討 

資質向上に係る多面的な取り組みの現状を把握するため、他研究所の業務実績報告
書及びホームページから情報を収集し、当研究所の取り組みと当てはめて検討した。 
この結果、多面的な取り組みの一環として以下の取り組みを引き続き推進すること
とした。 

・ 国際会議、国際学会での発表の奨励 
・ 国内学会発表の奨励 
・ 博士号取得の奨励 
・ 最新技術取得の奨励 
・ 行政当局等開催の各種委員会への参加 
・ 航空現場、エアラインとの討議によるニーズの把握 
・ 特許に係る講習会の実施 
・ 研究会、勉強会での積極的な討議 
・ 研究交流会の活用 
・ 発表会、研究評価委員会でのプレゼンテーション形式発表 
 



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（６６６６））））共同研究共同研究共同研究共同研究・・・・受託試験等受託試験等受託試験等受託試験等 
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（（（（６６６６））））共同研究共同研究共同研究共同研究・・・・受託試験等受託試験等受託試験等受託試験等    
    
［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（２）他機関との有機的連携                                  

関連する分野について研究を行っている国内外の研究機関等との共同研究・受託試験
を過去５カ年実績から１０％程度増加させる、また国際協調の下での最新技術動向の把
握及び研究成果の発信のための国際交流・貢献及び研究の実施に必要な職員を確保する
ための人材交流をそれぞれ過去５カ年実績から１０％程度増加させること等により、他
機関との有機的連携を図り、より高度な研究の実現に努めること。 
 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（６）共同研究・受託試験等 
研究所で行う研究開発については、無線技術、情報通信技術、航空宇宙技術等の多様
な分野の知見を要することから、これらの技術知識を有する大学、民間企業等との共同
研究・受託試験等を積極的に推進する。 
・共同研究・受託試験等件数を２２件程度実施する。 
 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（６）共同研究・受託研究等 
研究所で行う研究開発については、無線技術、情報通信技術、航空宇宙技術等の多様
な分野の知見を要することから、これらの技術知識を有する大学、民間企業等との共同
研究を積極的に推進する。 
また、外部機関からの研究の委託要請を積極的に受け入れ、研究成果の活用及び所有
する技術の実用化、移転を促進する 
・ 共同研究・受託研究等を１０件程度実施する。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
１．共同研究 
研究所で行う研究開発の質を向上させ、より高度な研究開発を効果的に進める上で必
要となる技術を有する機関との有機的連携を図るため、１５年度計画においても引き続
き共同研究に積極的に取り組むこととした。 
 
２．受託研究 
研究成果の活用及び所有する技術の実用化、移転を促進するため、１５年度計画にお
いても引き続き外部機関からの研究の委託要請を積極的に受け入れることとした。 

 
３．数値目標 
中期計画の目標値である２２件は、独法化以前の５年間の実績を１０％増加させて算
出したものである。年度計画における数値目標としては、中期計画の１／５程度という
ことでは４件程度となるが、平成１３年度計画及び平成１４年度計画において設定した 
１０件という目標値を達成したことから、平成１５年度も目標値を１０件に設定した。     



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（６６６６））））共同研究共同研究共同研究共同研究・・・・受託試験等受託試験等受託試験等受託試験等 
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【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    
    
１１１１．．．．実績値実績値実績値実績値    

共同研究（新規５件）・受託研究等（２２件）の合計の実施件数は２７件であった。  
 
２２２２．．．．取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況    
    

    （（（（１１１１））））共同研究共同研究共同研究共同研究    
 研究所で行う研究開発の質を向上させ、より高度な研究開発を効果的に進める

上で必要となる技術を有する機関との有機的連携を図るため、平成１４年度以前か
ら継続の１７件に加え、平成１５年度に新たに５件の新規共同研究を実施した。 

 

区分 研究課題 相手機関 

新規 ミリ波アンテナの高精度測定 文部科学省国立天文台 

新規 準天頂衛星を利用した高精度測位実験シス
テムの研究 

（独）宇宙航空研究開発
機構 

新規 ＶＤＬモード３に関する研究 早稲田大学 

新規 カオス論的手法によるヒューマン・ファク
ター計測技術の実用化に向けての研究 （株）システムアンサー 

新規 知識処理技術を利用した航空管制業務支援
機能の実現に関する研究 （株）シムテクノ総研 

継続 ＧＰＳおよびトンネル表示を用いた曲線進
入運航方式の評価 

（独）宇宙航空研究開発
機構 

継続 ＭＳＡＳ－ＧＡＩＡによる次世代航法シス
テムの研究 

（独）宇宙航空研究開発
機構 

継続 飛行実験によるＩＬＳ進入に対する積雪の
影響評価に関する共同研究 

（独）宇宙航空研究開発
機構 

継続 ＭＳＡＳにおける時刻管理とその応用に関
する研究 （独）情報通信研究機構 

継続 ＧＰＳ信号による電離層シンチレーション
に関する研究 （独）情報通信研究機構 

継続 輻輳海域における海上交通流の予測／制御
に関する研究 大阪大学 

継続 菅平衛星追尾システムによるＧＰＳ信号品
質監視基本データ取得に関する研究 電気通信大学 

継続 ＧＰＳに関するマルチパス特性と電離層・
大気圏遅延の評価に関する共同研究 東京海洋大学 

継続 積雪によるＣＡＴⅢＩＬＳ進入コースの予
測技術の研究に関する研究 青森大学 

継続 ヘリコプタの障害物探知及び衝突警報シス
テムに関する研究 

仏国立ニース大学 
仏国立科学研究センタ
ー（ＣＮＲＳ） 

継続 ＳＢＡＳ信号解析・評価共同研究 古野電気（株） 
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表の続き 

区分 研究課題 相手機関 

継続 
音声による疲労度計測システムの実用化研
究 

三菱スペース・ソフトウ
ェア（株） 

継続 
ヘリコプタの障害物探知及び衝突警報シス
テムに関する研究 

（株）アイ・エイチ・ア
イ・エアロスペース 
日立エンジニアリング
（株） 
（株）アンプレット 

継続 カオス論的心身診断手法の開発に係る研究 メディカルパレット 

継続 航空管制用表示装置における航空機の位置
表示方法に関する研究 

マルチジェン・ジャパン
（株） 

継続 
音声認識技術のデータ通信システム等への
応用研究 

（株）ジップス 

継続 ルーネベルグレンズを利用した航法機器の
開発に関する研究 （株）レンスター 

 
 
    （（（（２２２２））））受託研究受託研究受託研究受託研究    
            ①①①①    平成平成平成平成１５１５１５１５年度受託研究実施状況年度受託研究実施状況年度受託研究実施状況年度受託研究実施状況    

外部機関からの研究の委託要請を積極的に受け入れ、平成１５年度に受託研
究等を以下のとおり２２件実施し、研究成果の活用及び所有する技術の実用化、
移転を促進した。受託収入額は、約 313,000 千円であった。（【 資料４ 】に平
成１５年度の受託研究の抜粋を示す。） 

 

受託件名 受託内容 
委託者 
区分 

高度船舶交通管制システム
に関する研究 

海上交通のインテリジェント化のため
の、海上交通流管理、海上交通流制御技
術の高度化の研究 

国 

高精度補正技術に関する研
究 

サブメータ級以下の測位精度を実現する
ための高精度測位補正技術の研究 

国 

ＪＴＩＤＳ等国内展開基準
の作成委託 

ＪＴＩＤＳと民間航空用無線機器との
干渉防止策のための技術基準の策定 

国 

航空機からのダウンルッキ
ングＧＰＳ掩蔽観測技術の
開発研究委託 

ＧＰＳ掩蔽法を用いた地球大気圏モニ
ター技術開発のための航空機からのダ
ウンルッキングＧＰＳ掩蔽観測技術の
開発 

国 

航空機内の電磁干渉障害に
関する調査 

航空機内で乗客が持ち込む電子機器（パ
ソコン等）が機上装置に及ぼす影響の定
量的解析、及びその影響が発生するメカ
ニズムの解明 

国 

羽田空港再拡張に係るシミ
ュレーション調査 

羽田空港の再拡張案に基づいた航空管
制シミュレーションの実施、及び空域・
管制運用上の問題点の調査、検討 

国 
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    表の続き（その１） 

受託件名 受託内容 
委託者 
区分 

ＡＲＴＳジャーナルデータ
変換作業 

東京国際空港、福岡国際空港、大阪国際
空港、名古屋国際空港のＡＲＴＳジャー
ナルデータの変換 

国 

ＡＳＤＥデュアルサイト化
に関する調査委託 

ＡＳＤＥのデュアル配置による相互干
渉等の問題点、技術の効果、影響等の調
査、フィールド実験による検証 

国 

国内短縮垂直管制間隔導入
に係る空域安全性基礎評価
委託 

ＲＶＳＭ導入時の空域安全性に係る評
価及び衝突危険度の検証 

国 

航空機アドレス監視データ
解析調査委託 

不適切な航空機アドレス設定機の解析 国 

空域安全性管理システムプ
ログラム開発に係る技術支
援委託 

ＲＶＳＭ導入にあたっての空域安全性
評価システム開発の技術支援 

国 

青森空港高カテゴリー化積
雪調査業務委託 

ＲＡ用地とＧＰ反射面および県道改良
工事区域の電波特性の解明、除雪の必要
性の可否および除雪の方法を検討・調査 

地方 
自治体 

ミリ波／赤外線による衝突
防止技術に関する研究（セ
ンサ高度化に関する研究） 

小型機の運航安全性と運航効率向上の
ため、赤外線カメラとミリ波レーダを使
用して障害物を事前に探知し、衝突を防
止する技術の確立 

独立行政
法人 

ＣＮＳ／ＡＴＭに関する研
究についての講義等 

ＡＴＭセミナー研修生受入 財団法人 

マレーシア東方政策産業技
術研修 

マレーシア東方政策研修生受入 財団法人 

ＲＶＳＭ適合機の高度維持
性能監視にかかる要件技術
支援 

ＲＶＳＭ適合機の高度維持性能測定及
び高度維持性能評価についての我が国
で実施する際の具体的な方法等の検討
及び機能性能等調査 

財団法人 

ミリ波／赤外線による衝突
防止技術に関する研究に係
る報告書作成等 

ミリ波/赤外線研究の研究レポート作成
及び報告会の実施 

財団法人 

無線システムの有効性と航
法計器等に対する電波干渉
調査分析と評価 

航空機内での無線ＬＡＮ電波が航法機
器に与える影響の調査、及びＥＭＩ監視
方法の検討 

社団法人 

ＣＡＴⅢ化に係わる関連施
設の電波性能調査 

ＲＡ用地用の人工構造物の電波的性能
解析及びＬＬＺ受信電界の検証 

民間企業 

徳島空港周辺土地造成事業
によるＶＯＲＴＡＣに与え
る影響の検証 

徳島空港臨海部における下水処理場事
業のＶＯＲＴＡＣ電波に及ぼす影響の
検討 

民間企業 
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 表の続き（その２） 

受託件名 受託内容 
委託者 
区分 

臨海道路の江東ＶＯＲ／Ｄ
ＭＥへの影響に係る縮尺モ
デル実験調査 

東京港臨海道路事業による航路横断橋
が江東ＶＯＲ／ＤＭＥ電波に与える影
響及び軽減策を検討するための無響室
でのシミュレーション技術支援 

民間企業 

福岡空港基本施設検討手法
整備業務におけるＴＡＡＭ
シミュレーション 

ＴＡＡＭを用いた福岡空港の運航状況
の再現、検証並びに試行シミュレーショ
ンの実施 

民間企業 

 
 
            ②②②②    受託研究受託研究受託研究受託研究のののの主主主主なななな成果成果成果成果    
                ａ）航空法の改正 

平成１５年度に実施した受託研究「航空
機内の電磁干渉障害に関する調査」で、航空
機内で乗客が持ち込む電子機器（パソコン
等）が機上装置に及ぼす影響の定量的解析、
及びその影響が発生するメカニズムの解明
を行った。 
この研究成果等を基に、航空機内で携帯

電話その他の電子機器を作動させる行為等
の禁止・処罰規定を定めた改正航空法が平成
１６年１月１５日から施行された。 

 
【 右の写真  
出典：定期航空協会ＨＰ 】 

 
 
    ｂ）羽田空港再拡張に係るシミュレーション調査 

平成１５年度に実施した受託研究「羽田空港再拡張に係るシミュレーション
調査」では、羽田空港の再拡張案に基づいた航空管制シミュレーションの実施、
及び空域・管制運用上の問題点の調査、検討を行い、この研究成果を基に国土
交通省は「羽田再拡張後の飛行ルート基本案」等を策定した。（Ｐ４６参照） 
 
 

            ③③③③    研究開発及研究開発及研究開発及研究開発及びびびび研究基盤整備積立金研究基盤整備積立金研究基盤整備積立金研究基盤整備積立金としてのとしてのとしてのとしての承認承認承認承認    
平成１４年度に実施した受託収入の一部について、平成１５年度に当研究所の

経営努力が認められ「研究開発及び研究基盤整備積立金」としての承認を主務大
臣より受けた。 
平成１５年度に実施した受託収入の一部についても、「研究開発及び研究基盤積

立金」としての申請を行うこととしている。 
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【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】     

 
（実績値は目標値に達している。） 

    
    
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
 
 １１１１．．．．受託研究受託研究受託研究受託研究のののの推進推進推進推進    

これまで、役員自ら民間企業に対し当研究所の研究概要及び受託研究実績を紹介す
るとともに、研究発表会の案内を送付するなど、受託研究の推進を図ってきた。 
これらの経営努力が認められ、平成１４年度に生じた受託研究収入の一部利益が、

「研究開発及び研究基盤整備積立金」として主務大臣の承認を受けた。 
平成１６年度以降も、受託関連のパンフレットを作成するとともに広報誌「ｅ－な
び」で受託関連の特集を組むなど、引き続き経営努力を行い、受託研究の推進を図る
こととしている。 
以下に独立行政法人化後の受託研究数の推移を示すが、順調に受託研究数が増加し
ていることが分かる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 受託研究数の推移 】 
 

 
２２２２．．．．受託研究受託研究受託研究受託研究におけるにおけるにおけるにおける当研究所当研究所当研究所当研究所のののの役割役割役割役割 

当研究所が受託する研究は、空港、航空保安施設等の整備を実施する国或いは自治
体が抱えている技術課題に関するものが多く、受託研究の成果が、航空の安全確保は
もとより、国や地域の発展に果している役割は大きい。また、民間企業からの受託で
あっても、空港に関係する航空無線施設の設置や空港設計に係るものが殆どである。 
例えば、東京湾臨海道路、徳島空港、福岡空港、青森空港等に係る受託からも分か
るように、当研究所の研究員が多年に渡り蓄積したノウハウや経験に基づく調査、研
究等が社会から要望されていること、並びに他機関では対応できないことを意味して
いる。  

    受託研究は、国、自治体及び民間等が抱える技術課題に的確かつタイムリーに対応
するため、当研究所にとって重要な業務の一つであり、また、受託研究を実施するこ
とにより、更に貴重な研究ノウハウの蓄積や実験データが得られることや受託収入の
一部が「研究開発及び研究基盤整備積立金」となること等、メリットも大きい。従っ
て、今後とも、研究要員面での制約はあるものの、可能な限り、幅広く受託研究を実
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施していくこととしている。 
なお、平成１５年度は２２件の受託研究を行ったが、当研究所の部長職を除く常勤

研究員は４４名であり、少ない人数でかなり多くの受託研究を効率的に実施し、成果
を上げたと考えている。 

    
    
３３３３．．．．準天頂衛星準天頂衛星準天頂衛星準天頂衛星をををを利用利用利用利用するするするする「「「「高精度測位補正技術開発高精度測位補正技術開発高精度測位補正技術開発高精度測位補正技術開発にににに関関関関するするするする研究研究研究研究」」」」のののの受託受託受託受託 

当研究所はこれまでＧＰＳの航空利用の研究、ＳＢＡＳ（静止衛星型衛星航法補強
システム、日本ではＭＴＳＡＴを利用するＭＳＡＳ）関連の研究、次世代衛星航法シ
ステムに関する研究等を行ってきており、ＧＰＳおよびＧＬＯＮＡＳＳ衛星からの信
号の処理方式、誤差補正方式、欧州が計画中のＧＡＬＩＬＥＯに関する情報収集、Ｉ
ＣＡＯ ＧＮＳＳＰにおける技術基準書の作成等に関与してきており、欧米の大学（ス
タンフォード大学、ＭＩＴ、グラーツ大学等）および研究機関（ＮＡＳＡ ＪＰＬ、
イタリア高層大気物理・電波伝搬研究所等）とも太いパイプがある。 
この結果ＧＮＳＳに関して、特に誤差補正及びインテグリティ補強方式において高
い研究ポテンシャルを蓄積してきている。これらの研究ポテンシャルが準天頂衛星シ
ステムによる高精度測位補正技術開発に有効であると思料され、国土交通省から研究
委託されたものと考えている。 
また、当研究所は本受託研究の中核的研究機関として、宇宙航空研究開発機構との

共同研究の実施、国土地理院、国土技術開発総合研究所、交通安全環境研究所等との
連携を図りながら受託研究を進めているところである。 
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（（（（７７７７））））国際交流国際交流国際交流国際交流・・・・貢献貢献貢献貢献    
 

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（２）他機関との有機的連携                                  

関連する分野について研究を行っている国内外の研究機関等との共同研究・受託試験
を過去５カ年実績から１０％程度増加させる、また国際協調の下での最新技術動向の把
握及び研究成果の発信のための国際交流・貢献及び研究の実施に必要な職員を確保する
ための人材交流をそれぞれ過去５カ年実績から１０％程度増加させること等により、他
機関との有機的連携を図り、より高度な研究の実現に努めること。 
 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（７）国際交流・貢献 
研究所で行う研究開発は、諸外国と協調して行う必要があることから、これらと積極
的に交流を進めることにより、情報交換による研究の効率化を図り、国際的な研究開発
に貢献する。 
また、国際民間航空機関の会議への出席等により、国際標準策定等にも積極的に貢献
していく。 
・国際交流・貢献を７０件程度実施する。 
 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（７）国際交流・貢献 
研究所で行う研究開発は、特に航空航法に関し諸外国と協調して行う必要があること
から、国際民間航空機関の会議、国際学会等への出席等により、国際標準の策定および
国際的な技術情報の発信に貢献していく。 
また、諸外国の研究者を研究所に招聘し、セミナー等を通じて情報の交換、国際交流
をはかるとともに、開発途上国等からの研修生も積極的に受け入れる。 
・ ICAO 会議への出席及び発表ならびに国際学会への参加等により、国際交流・貢献と
して１４件程度を実施する。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
１．国際会議等への出席 
諸外国と積極的に交流を進めることにより、研究の効率化を図り、国際的な研究開発
に貢献するという中期計画を達成するため、１５年度計画においても引き続き国際民間
航空機関の会議、国際学会等への出席等により、国際標準の策定および国際的な技術情
報の発信に貢献していくこととした。 
 
２．国際交流の推進 
より高度な研究を実現していくためには、諸外国と積極的に交流を進める必要がある
ことから、諸外国の研究者を研究所に招聘し、セミナー等を通じて情報の交換、国際交
流をはかるとともに、開発途上国等からの研修生も積極的に受け入れることとした。 
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３．数値目標 
年度計画における数値目標としては、中期計画の１／５程度ということで、国際会議
等への出席、諸外国の研究者の招聘を合計して１４件程度実施することとした。 

    
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    
    
１１１１．．．．実績値実績値実績値実績値    

国際交流・貢献の合計の実施件数は５０件であった。 
 
２２２２．．．．取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況    
    

    （（（（１１１１））））国際会議等国際会議等国際会議等国際会議等へのへのへのへの出席出席出席出席    
①①①①    国際民間航空機関国際民間航空機関国際民間航空機関国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）（ＩＣＡＯ）（ＩＣＡＯ）（ＩＣＡＯ）へのへのへのへの参加参加参加参加    

ＩＣＡＯの航空通信パネル（ＡＣＰ）、航法システムパネル（ＮＳＰ）、管制間
隔・空域安全パネル（ＳＡＳＰ）、監視及び異常接近回避システムパネル（ＳＣＲ
ＳＰ）会議に１６件出席し、研究成果の発信、国際標準策定の貢献、最新技術動
向の把握等に努めた。 
なお、各パネルでの国際標準の取り組み状況については、Ｐ８９に示す。 
 

 
②②②②        そのそのそのその他他他他のののの国際会議国際会議国際会議国際会議・・・・国際学会等国際学会等国際学会等国際学会等へのへのへのへの参加参加参加参加    
    その他の国際会議・国際学会等へ２９件出席し、研究成果の発信、国際的な技

術情報の発信、最新技術動向の把握等に努めた。 
会議に提供した情報、並びにそれがどの様に貢献したかについて以下に示す。 
 

会議、学会名 提供した情報 貢献の内容 

米国航法学会 
（ＩＯＮ） 

技術会議 
 
 

米国スタンフォード大学ＬＡＡ
Ｓ研究グループによってＧＰＳ衛
星電波の電離層遅延の局所的な空
間傾度がＧＢＡＳ（ＬＡＡＳ）の
インテグリティに対して脅威とな
ることが指摘されている。しかし、
ＧＰＳ衛星電波に与える電離層遅
延量は「周波数間バイアス」問題
によって単純には推定が困難であ
った。 
本会議ではＧＢＡＳのインテグ

リティ・リスク調査を目的として、
京都大学が提供している国土地理
院電子基準点のデータから推定・
データベース化した電離層ＴＥＣ
データベースに着目し、数 10km 程
度内の非常にローカルな電離層遅
延の空間傾度の動態を１年分のデ
ータを用いて統計解析した結果を
報告した。 

電離層の空間傾度について従来
は、ＳＢＡＳ（ＷＡＡＳ）に対す
る影響について数 100km のスケー
ルで研究されていたが、数 10km 程
度内に密に配置されているＧＰＳ
ネットワークを用いて非常にロー
カルな電離層遅延勾配を統計解析
した事例が極めて少なかった。  
このため、解析結果の妥当性が

問われることとなるが、緯度別・
季節別に分類した解析結果から日
本上空の電離層電子密度・変動特
性を反映する特徴が示されたこと
により、解析手法及び結果の妥当
性・有用性を示すことができた。 
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     表の続き（その１） 

会議、学会名 提供した情報 貢献の内容 

米国電気電子学
会（IEEE） 
電磁両立性に関
する国際シンポ
ジウム 
（EMC2003） 

IEEE（米国電気電子学会）が主
催する電磁両立性に関する国際シ
ンポジウム（IEEE EMC 2003）に参
加し、「 EMC in Aerospace and 
Avionics Systems（航空搭載機器
における EMC）」というセッション
において ”Spectrum Measurement 
in an Aircraft Cabin in Flight” 
（飛行中の航空機内のスペクトル
測定）という題目で講演した。こ
れは、受託研究「航空機内の電磁
干渉障害に関する調査」の一環と
して、実運航中のボーイング 777
型機内で放射される電波を観測
し、その特徴の分析と、航法装置
への干渉の可能性を検討した結果
の報告である。 
 

本発表により、我が国では研究
者が少ないが、世界的に共通の研
究を行っている諸外国の研究者と
討議・意見交換を行うことができ、
この分野の今後の研究の進め方に
一つの指針を与えた。 
また、今後の調査・研究推進に

役立つ貴重な意見や資料が得られ
た。 

ドイツ航法学会 
国際レーダシン
ポジウム 
（IRS2003） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ドイツ航法学会主催の国際レー
ダシンポジウム（IRS 2003）に参
加し、レーダシステムに関するセ
ッションにおいて、”94GHz FMCW 
Radar for Obstacle Detection”
（障害物検出のための 94GHzFMCW
レーダ）という題目で講演した。
これは、「ヘリコプタの障害物探
知・衝突警報システムに関する研
究」において、これまでに実施し
た障害物探知用ミリ波レーダの精
度、安定度等に関する研究成果を
まとめたものである。 
 

本発表に対して多くの質問、コ
メントが得られ、今後のレーダシ
ステムの高性能化と本研究の推進
に役立つ情報が得られると共に、
電子航法研究所の研究の世界への
発信に貢献できた。 
 

「ミリ波／赤外線による衝突防
止技術に関する研究」で研究して
いるセンシング素子、飛行実験結
果をもとに考案した動画像融合に
よる障害物表示について発表し
た。 
 
 
 

画像融合の発表は静止画像融合
が多く、飛行中の動画像融合の発
表はあまりなかった。当研究所の
研究が世界で見ても先端にあるこ
とが分かった。 
また、本発表によりオーストラ

リアの大学教授、米国航空宇宙局
の研究者、ボーイング社の技術者
等と有益な意見交換が行えた。 

国 際光工学会
（SPIE） 
第 17回エアロセ
ンス国際シンポ
ジウム 

当研究所で実施したヘッドアッ
プディスプレイ（HUD）の研究につ
いて、GPS 位置情報、ジャイロに
よる姿勢情報を用いて表示装置に
表示した地形図上に混合表示する
手法について発表を行った。 

世界中に民間航空機を供給して
いる米国ボーイング社の担当者か
ら発表した手法について注目さ
れ、情報交換が行われた。次世代
の航空機（7E7）への適用が期待さ
れる。 
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     表の続き（その２） 

会議、学会名 提供した情報 貢献の内容 

衛星航法補強シ
ステム相互運用
性ワーキンググ
ループ     
（ＩＷＧ） 
第１２回会議 

議題「SBAS の試験」において、
当研究所と航空宇宙技術研究所
(現 JAXA)との共同飛行実験結果
「MSAS-GAIA 飛行評価」の発表を
行った。内容は、慣性航法システ
ムを MSAS の補強情報（MTSAT が軌
道上に無いため、地上からデータ
リンクで送信）を利用して補正し、
1ｍ程度の極めて高い精度で連続
して高精度を確保できるというも
のであり、進入着陸時における
SBAS の有効な補強方式を提案し
た。 
 
議題「研究開発」において当研

究所の行っている「電離層解析」
の結果について発表を行った。 
従来 SBAS で行われている電離層
遅延誤差の残渣が欧米に比較して
日本（東アジア）では 2から 10 倍
多く、補強の計算手法の見直しが
必要であることを示した。 

小型・軽量化による小型航空機
への適用、SBAS と INS の組み合わ
せの効果の検討課題の抽出等、我
が国のこの分野における今後の検
討に大きな期待が寄せられた。 
また、米国FAAによりINSとSBAS

の利用について RTCA 内部で調査
し、会議で発表することになった。 
 
①電離層状況が欧米と異なり GPS
信号への影響が大きいことが認
識された。 

 
 
②欧米における赤道地方（アフリ
カ、ブラジル）への SBAS サー
ビスの展開において重要な課
題となるため、わが国における
解析に注目が集まり、引き続き
情報交換、データ交換を要請さ
れた。 

〃    
 
第１３回会議 

日本付近の GPS 電波の電離層伝
搬遅延について「電離層の平面近
似解析結果」について発表を行っ
た。平成 14 年 10 月に発生した磁
気嵐の際のデータを利用して解析
した結果、SBAS 補正情報生成手法
に則り解析したが大きな残渣が認
められたとの報告を行った。 

スタンフォード大学の WAAS 解
析担当者、欧州 EGNOS 担当者へ問
題の重要性の認識をさせた。欧米
における再検討が促された。 

〃 
 

第８回電離層 
会議 

当研究所における電離層遅延量
解析について、磁気嵐が発生して
いる状態と発生していない状態
(静穏時)における GPS 電波の電離
層遅延量の解析結果について発表
した。 
MSAS地上局の GPS受信データお

よび当研究所の GPS シンチレーシ
ョン受信データの解析結果を発表
した。 

東アジア、ブラジル、アフリカ
における電離層シンチレーション
による SBAS の影響についての対
策の開発が喚起された。 

次世代航空衛星
通信システム 
(ＮｅｘＳＡＴ) 
第３回ステアリ
ンググループ 

会議 

自己同期型の ADS 概念の提案と
シミュレーション結果を発表し
た。 

欧州が計画中の次世代衛星デー
タ通信方式と目指す目標が同方向
であることの認識と協調が図ら
れ、引き続き共同で検討してゆく
こととなった。 
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    （（（（２２２２））））国際交流国際交流国際交流国際交流のののの推進推進推進推進    
 １５年度は研究者の招聘はなかったが、以下の研修生の受け入れ等を行い、交
際交流の推進を図った。 
特に、韓国亜州大学院生の受入にあたっては、その研究の中で「電離層擾乱のあ

る条件下におけるＧＰＳ信号追尾設計指針の検討」を行うことができ、この検討結
果は当研究所にとっても有効な検討資料となるとともに、韓国の専門家に電離層問
題の重要性が認識された。 
 

区分 内容 受け入れ相手 

研修生の 
受け入れ 

日韓産業技術協力財団ウィンター・インスティ
テュート・プログラムによる研修生の受け入れ 
研究テーマ：微弱ＧＰＳ信号の補足・追尾方法
の研究 

韓国亜州大学院生 
１名 
（約６週間） 

講義 

受託研修「ＣＮＳ／ＡＴＭに関する研究につい
ての講義等」で以下の講義を実施 
・ＶＨＦデジタルリンクの概要 
・ＧＮＳＳシステム 
・ＡＴＣシミュレータ 
・国際航空交通管理に関する研究   等 

東南アジア、南米、 
ミクロネシア、中東
等の航空関係従事者 
１０名 

講義 

受託研修「マレーシア東方政策産業技術研修」
で以下の講義等を実施 
・ＶＨＦデジタルリンクの概要 
・ＳＳＲモードＳ 
・ＭＳＡＳ 

マレーシア国 
航空無線教育担当 
１名 

意見交換 
電離層観測関連の意見交換 イタリア国トリエス

テ電波天文研究室 
研究者３名 

意見交換 

ＶＤＬ（ＶＨＦデジタルリンク）の技術開発に
関して、当所とＦＡＡ技術研究所（テクニカル
センター）の間における研究協力推進のための
会議を開催した。この結果、平成１６年度に日
本のＶＤＬシステムと米国の同システム間の
相互接続実験を行うことになった。 

米国連邦航空局（Ｆ
ＡＡ）所属の研究者
等約１０名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【 トリエステ電波天文研究室員の概要説明 】 【 ＦＡＡ研究者へのＶＤＬ概要説明 】 
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【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】     

 
（実績値は目標値に達している。） 

 
 
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
      
    １１１１．．．．国際的国際的国際的国際的なななな検討検討検討検討ののののリードリードリードリード    
        ①①①①    国際会議国際会議国際会議国際会議のののの座長等座長等座長等座長等をををを担当担当担当担当    

ＧＰＳ／ＧＮＳＳ国際シンポジウムは、これまで韓国が主体となって開催してき
たが、２００２年の中国・武漢大学に引き続き、第１０回目として日本での開催が
要請された。また、今後はアジア・オセアニア各国の持ち回りで開催してゆくこと
がＩＰＣ（国際プログラム委員会）で合意された。 
そこで、我が国では、ＧＰＳ／ＧＮＳＳ国際合同カンファレンスという名称で日

本航海学会ＧＰＳ研究会が主体となり、関係省庁の後援を得て東京にて会議を開催
することになった。 
当研究所では、ＩＰＣの委員並びに日本航海学会ＧＰＳ研究会に多くの運営委員

を出していることもあり、カンファレンスの実行委員を併任するとともに、プログ
ラム座長、航空関連セッション等の座長、主に学生のためのチュートリアル・セッ
ション座長とチュートリアル講演を受け持った。会議は、平成１５年１１月１５日
～１８日に欧米等、世界各国から約４００名の参加を得て開催され、成功裏に終了
することができた。 
このように、当研究所の研究員がプログラム座長等を務めることができたのは、

国際的な会議をリードできるようなレベルを既に持っている現れでもある。 
 
以下に、ＧＰＳ／ＧＮＳＳ国際合同カンファレンスでの役割を示す。 
¾ プログラム座長                 ：衛星技術部長 
¾ 屋内航法・アシストＧＰＳ・疑似衛星セッション座長：衛星技術部長 
¾ 航空セッション座長               ：衛星技術部上席研究員 
¾ チュートリアル・セッション座長         ：航空システム部研究員 
¾ チュートリアル講演：ＧＰＳ／ＧＮＳＳの基礎   ：衛星技術部研究員 
¾ 一般講演：準天頂衛星システムセッション     ：衛星技術部上席研究員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 ＧＰＳ／ＧＮＳＳ国際合同カンファレンス写真 】 
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        ②②②②    電離層解析分野電離層解析分野電離層解析分野電離層解析分野におけるにおけるにおけるにおける国際的国際的国際的国際的リードリードリードリード    
     衛星航法補強システム相互運用性ワーキンググループ（ＩＷＧ）及び米国航法学

会（ＩＯＮ）における電離層観測解析関連の発表により、ＦＡＡ、欧州等において
ＧＰＳの有効性、完全性への電離層解析の重要性が認識され、我が国の研究がこの
分野の研究の先鞭となった。 
また、当研究所が発表した電離層解析の論文が、ＩＯＮの論文誌（2003、Spring）

に採録された。 
 

 
【 電離層に関する海外研究者との打ち合わせ風景 】 

 
 
③③③③    管制間隔短縮管制間隔短縮管制間隔短縮管制間隔短縮にににに関関関関するするするする国際的国際的国際的国際的リードリードリードリード 

安全性を維持し、空域の交通容量を増やすための管制間隔短縮に関する技術的
検討はＩＣＡＯのＳＡＳＰ作業部会で行われている。当研究所の管制間隔研究グ
ループリーダは当該作業部会で管制間隔短縮に関する技術的検討課題を科学的・
数学的に検討する作業部会 5人のリーダーの一人である｡ 
平成１５年度は、９月に欧州の航空交通管理の研究・開発・運用等を行ってい
るユーロコントロール本部を訪問し、国内の短縮垂直間隔（ＲＶＳＭ）導入に伴
う運用状況と課題、飛行高度のモニタリング、衝突危険度モデル解析の現状等に
ついて専門家と詳細な討議を行った。また、２月にエアー・オーストラリアの本
社とブリスベーン・センターを訪問し、ＲＶＳＭの専門家とモデルの詳細な討議
を行うとともにブリスベーン・センターではＲＶＳＭ導入の現状を調査した。 
これらの討議結果は、今後のＩＣＡＯのＳＡＳＰ作業部会での報告に反映され
る予定である。 

 
④④④④    電波信号干渉電波信号干渉電波信号干渉電波信号干渉にににに関関関関するするするする検討検討検討検討ののののリードリードリードリード 

当研究所では、防衛庁が導入している統合戦術データ交換システム（ＪＴＩＤ
Ｓ）と民間航空用無線機器との電波信号干渉に関する研究を進めている。 
本研究所の担当者はこの電波信号干渉の問題についての我が国でも数少ない研究
者であり、研究により得られた課題と対応策等を防衛庁等に報告している。また、
これらの研究成果をこの分野の我が国のリーダーとして国際会議として年２回開
催される多国間会議（ＪＴＩＤＳ/ＭＩＤＳ ＭＮＷＧ）で報告している。 
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 ２２２２．ＶＤＬ．ＶＤＬ．ＶＤＬ．ＶＤＬモードモードモードモード３３３３国際共同実験国際共同実験国際共同実験国際共同実験のののの構築構築構築構築    

米国ＦＡＡでは、次世代空地通信プログラム（ＮＥＸＣＯＭ）の一環として、ＶＤ
Ｌモード３システムの研究開発を進めており、２０１３年頃までにデジタル音声によ
る管制通信の全面運用を、その２～３年後にはデータリンク通信の運用を開始する予
定にしている。この計画において、ＦＡＡはマルチモードデジタル無線機及びそれに
付随する地上ネットワーク用機器の開発及び評価を行うとともに、その運用方式並び
にデジタル対空無線機への移行について検討を行っている。 
我が国においても、航空管制用次世代対空無線システムとしてＶＤＬモード３シス

テムの導入が検討されており、当研究所においても実験システムを開発し、評価実験
を行っている。 
平成１６年１月に当研究所に米国ＦＡＡ職員を招いて、ＶＤＬの研究開発に関して

当研究所とＦＡＡテクニカルセンターの間における研究協力推進のための会議を開催
した。その結果、平成１６年度に当研究所のＶＤＬシステムと米国の同システム間の
相互接続実験を行うことが決定した。 
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（（（（８８８８））））人材交流人材交流人材交流人材交流    
    

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（２）他機関との有機的連携                                  

関連する分野について研究を行っている国内外の研究機関等との共同研究・受託試験
を過去５カ年実績から１０％程度増加させる、また国際協調の下での最新技術動向の把
握及び研究成果の発信のための国際交流・貢献及び研究の実施に必要な職員を確保する
ための人材交流をそれぞれ過去５カ年実績から１０％程度増加させること等により、他
機関との有機的連携を図り、より高度な研究の実現に努めること。 
 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（８）人材交流 
空港整備事業に関する社会ニーズを的確に捉えるため、研究実施のために必要な航空
保安業務に関する専門知識を有する航空管制官及び航空管制技術官等との人材交流を
積極的に行う。 
・人材の交流を１２件程度実施する。 

 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（８）人材交流 
重点研究開発領域である新しい通信・航法・監視／航空交通管理に関する研究を実施
する上で必要となる航空保安業務に関する専門知識を有する航空管制官及び航空管制
技術官等との人材交流を積極的に行い、研究の効率的かつ効果的な推進を図る。 
また、国内外の研究機関との間でも研究者の人材交流を推進する。 
・ 人材の交流を３件実施する。 

 
 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
 
１．行政機関との人材交流 
空港整備事業に関する社会ニーズを的確に捉えるという中期計画における目標を達
成するため、１５年度計画においても引き続き、研究実施のために必要な航空保安業務
に関する専門知識を有する航空管制官、航空管制技術官等との人材交流を積極的に推進
することとした。 
 
２．他機関との人材交流 
他機関との有機的連携により、研究実施体制を補完するとともに、互いの得意とする
分野の相乗効果により、より高度な研究の実現を図るため、国内外の研究機関との間で
も研究者の人材交流を推進することとした。 
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３．数値目標 
年度計画における数値目標としては、中期計画の１／５程度ということで、２件実施
することとした。 
    
 

 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    
    
１１１１．．．．実績値実績値実績値実績値    

人材交流の実施件数は４件であった。 
  

２２２２．．．．取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況    
 

 （（（（１１１１））））行政機関行政機関行政機関行政機関とのとのとのとの人材交流人材交流人材交流人材交流 
当研究所では、研究の効率的な実施、質の向上を図るため、空港整備事業に関す

る行政ニーズを的確に捉え、研究実施のために必要な航空保安業務に関する専門知
識を持つ航空管制官等との人材交流を推進している。 
平成１５年度は、４件の人材交流によって得られた専門知識を羽田空港の再拡張
に伴うシミュレーション評価実験での運用手順やシナリオ作成に活用するとともに、
新設されるＤ滑走路の航空機、車輌等の監視を目的としたＡＳＤＥ（空港面探知レ
ーダ）の複数設置（２サイト化）評価実験等に活用した。 

 
    （（（（２２２２））））他機関他機関他機関他機関とのとのとのとの人材交流人材交流人材交流人材交流    
     他機関との人材交流により研究実施体制を補完するとともに、互いの得意とする

分野の相乗効果により、より高度な研究を実現できることから、１５年度には以下
の人材交流を実施した。 
①①①①    共同研究共同研究共同研究共同研究をををを通通通通じたじたじたじた人材交流人材交流人材交流人材交流    

平成１５年度は、新たに文部科学省国立天文台、宇宙航空研究開発機構、早稲
田大学、その他２つの民間企業と共同研究を通じた人材交流を行った。 
また、前年度に引き続き、情報通信研究機構、大阪大学、電気通信大学、古野

電気等と共同研究を通じた人材交流を行った。 
 

②②②②    競争的資金競争的資金競争的資金競争的資金のののの枠組枠組枠組枠組みをみをみをみを通通通通じたじたじたじた人材交流人材交流人材交流人材交流    
前年度に引き続き、気象研究所、情報通信研究機構、京都大学、電気通信大学、

仏国ニース大学、川崎重工等競争的資金の枠組みを活用した人材交流を行った。 
 

③③③③    留学留学留学留学をををを通通通通じたじたじたじた海外海外海外海外のののの研究機関研究機関研究機関研究機関とのとのとのとの人材交流人材交流人材交流人材交流    
平成１５年度は、新たにＦＡＡテクニカルセンターへ研究員を派遣し人材交流

を深めるとともに、引き続き米国スタンフォード大学との人材交流を行った。 
 

④④④④    国内国内国内国内のののの大学大学大学大学とのとのとのとの人材交流人材交流人材交流人材交流    
平成１５年度は、大学院生の受入れ、大学等への非常勤講師派遣等、以下の人

材交流を行った。 
ａ）大学院生受入れ １人（日本大学大学院理工学研究科電子工学専攻） 

     【概要】上席研究員の指導で研究し修士論文をまとめ、大学の審査を経て、修
士号を取得した。（修士論文「北太平洋航空路における自動従属監視システム
の縦方向予測誤差分布とそのモデル化に関する研究」） 



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（８８８８））））人材交流人材交流人材交流人材交流 

-78- 

 
ｂ）非常勤講師派遣 

大学名 担当科目 任期 

東京海洋大学 交通計測工学 15 年 10 月１日～16 年 3月 31 日 

電気通信大学 電子工学特別講義 15 年 10 月１日～16 年 3月 31 日 

熊本大学 
自動車交通の総合科学 
－安全運転編－ 

15 年 10 月１日～16 年 3月 31 日 

東京電機大学 アンテナ及び電波伝搬 15 年 9 月 16 日～16 年 3 月 31 日 

 
 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】     
 
（実績値は目標値に達している。） 

 
 
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
 
 １１１１．．．．研修生研修生研修生研修生のののの受受受受けけけけ入入入入れれれれ 
    日韓産業技術協力財団ウィンター・インスティテュート・プログラムにより、平成

１５年度に韓国亜州大学院生を約６週間受け入れた。 
当研究所在籍中は、「微弱ＧＰＳ信号の補足・追尾方法の研究」を行い、その研究
の中で電離層擾乱のある条件下におけるＧＰＳ信号追尾設計指針の検討を行った。
この結果は当研究所にとっても有効な検討資料となると共に韓国側に電離層問題の
重要性を喚起することになった。 

 
２２２２．．．．管制技術官管制技術官管制技術官管制技術官のののの受受受受けけけけ入入入入れとれとれとれと活用活用活用活用についてについてについてについて 

当研究所では、行政機関との人材交流の一環として、国土交通省航空局の航空管制
技術官（航空保安業務に従事する無線･情報通信関係の技術職員）を当所職員として受
け入れている。これらの職員は、国土交通省航空局における空港等の現場で航空管制
システムの管理運用及びメンテナンス業務、飛行検査業務等の経験を有しているが、
当所が行っている研究開発の多くは、将来、空港等の現場に導入されるシステムに関
係するものであり、当該職員が有する現場業務で得た知識やノウハウは、当所におけ
る研究業務及び研究企画業務に大いに役立っている。 
また、これらの職員が航空局に戻った場合においても、当所で得た新しい経験や知

識が空港等の現場で有効に活用されている。 
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（（（（９９９９））））研究成果研究成果研究成果研究成果のののの普及普及普及普及、、、、成果成果成果成果のののの活用促進等活用促進等活用促進等活用促進等    
    

［中期目標］ 
３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
（３）成果の普及、活用促進                 

独立行政法人の業務に係る啓発を行うとともに、国民の利便を増加する観点から、研
究成果の広報、行政への研究成果の反映、国際会議への積極的な寄与、利用可能なメデ
ィアを通じた研究成果の公表件数及び、特許の出願件数を過去５カ年実績から１０％程
度増加させる等の措置により、業務成果の普及・活用を図ること。 
 

［中期計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 
（９）研究成果の普及、成果の活用促進等 
①広報・普及 

    研究所の活動・成果を定期的な研究発表会、印刷物の発行、研究成果のデータベー
ス化及びインターネット利用等を通じ広報するとともに、国際会議、学会、シンポジ
ウム等に積極的に参加し、講演、発表等により研究成果等の普及に努める。 
・研究発表会を年１回開催する 
・所外発表件数を５５０件程度とする。 
 また、研究所を公開し、国民各層の見学等を受け入れることにより、研究所の活動
に関する広報活動を推進する。 
・研究所公開を年１回実施する。 
 
②成果の活用 
行政当局への技術移転等を通じ、研究成果の活用を図る。 

   また、我が国における次世代航空保安システムを世界的に調和させるため、国際標
準の作成に係る技術資料の作成等で貢献する。 
・国際標準の作成に係る技術資料を９０件程度作成する。 

 
③知的所有権 
研究者の意欲向上を図るため特許権、著作権等の知的所有権の取扱に係るルールの

見直しを行うとともに、その管理のあり方についても見直しを行い、その活用を促進
する。 
・特許の出願件数を４８件程度とする。 

 

［年度計画］ 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取
るべき措置 

（９）研究成果の普及、成果の活用促進等 
①広報・普及 
研究所の業務に係る啓発を行うとともに、国民の利便を増加する観点から、研究所

の活動・成果について広報・普及に努める。 
また、研究所報告、要覧、年報の発行、国際会議、学会、シンポジウム等に積極的

に参加し、講演、発表等により研究成果等の普及に努める。 
・研究所の活動・成果を公表する研究発表会を１回開催する。 
・日本航海学会の春期講演会及び研究会を海上技術安全研究所と共同で開催する。 



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（９９９９））））研究成果研究成果研究成果研究成果のののの普及普及普及普及、、、、成果成果成果成果のののの活用促進等活用促進等活用促進等活用促進等 
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・所外発表を１１０件程度実施する。 
また、ホームページ内容の改善及び一層の充実を図り、研究開発の成果等について

電子情報として広く提供する。 
その他、研究所の一般公開日の設定、国民各層の所内見学の受け入れ等により、研

究所の活動に関する広報活動を推進する。 
 
②成果の活用 
我が国における次世代航空保安システムを世界的に調和させるため、国際標準の作

成に係る技術資料の作成等で貢献する。 
・国際標準の作成に係る技術資料を１８件程度作成する。 
また、行政当局への報告等により、整備計画への盛り込み等の研究成果の活用を図

る。 
 
③知的所有権 
研究の実施に当たっては、知的財産権の取得・活用に積極的に取り組むよう、職員

の意識向上に努め、知的財産権の取得を奨励する。 
保有する特許について、ホームページへの掲載等による公表の推進や特許流通デー

タベースの活用等を図ることにより、その活用促進に努める。知的財産権の取り扱い
に係るルール、管理のあり方については、継続的に検討を行い、適宜、見直しを図る
ものとする。 
・特許出願を１０件程度実施する。 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
１．広報・普及 
研究所の活動・成果に係る広報・普及については、継続的に取り組む必要があるこ
とから、１５年度計画においても引き続き推進することとした。 
１５年度計画において新規に取り組むべき事項としては、学会等への貢献を通じた
広報活動として、日本航海学会の春期講演会及び研究会を独立行政法人海上技術安全
研究所と共同で開催することとした。さらに、研究所の活動・成果に係る広報・普及
にあたり、ホームページの重要性が高いことから、その内容の改善及び一層の充実を
図り、研究開発の成果等について電子情報として広く提供することとした。 
数値目標については、中期計画において年１回の開催としているものは、平成１５
年度計画においても１回開催することとし、所外発表件数については、中期計画にお
ける数値目標（５５０件）の１／５程度ということで、１１０件程度実施することと
した。 
 

２．成果の活用 
行政当局への技術移転等を通じた研究成果の活用については、継続的に取り組む必要
があることから、１５年度計画においても引き続き推進することとした。 
数値目標については、中期計画における数値目標（９０件）の１／５程度ということ
で、１８件程度作成することとした。 

 
３．知的所有権 

特許権、著作権等の知的所有権に関し、研究員の意欲向上を図るために、知的財産権
の取得を奨励することとした。また、保有する特許の活用に当たっては、ホームページ
への掲載等による公表の推進や特許流通データベースの活用等を図ることにより、その



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（９９９９））））研究成果研究成果研究成果研究成果のののの普及普及普及普及、、、、成果成果成果成果のののの活用促進等活用促進等活用促進等活用促進等 
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活用促進に努めることとした。知的財産権の取り扱いに係るルール、管理のあり方につ
いては、知的財産戦略本部での検討状況等をフォローしつつ、継続的に検討を行い、適
宜、見直しを図ることとした。 
数値目標については、中期計画における数値目標（４８件）の１／５程度ということで、
１０件程度とした。 

    
 
 

【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    
    
１１１１．．．．実績値実績値実績値実績値    
（（（（１１１１））））広報広報広報広報・・・・普及普及普及普及    

     所外発表件数は２０２件であった。 
 
（（（（２２２２））））成果成果成果成果のののの活用活用活用活用    

国際標準の作成に係る技術資料の作成件数は２１件であった。 
 

（（（（３３３３））））知的所有権知的所有権知的所有権知的所有権    
特許の出願件数は１６件であった。 
 
 

２２２２．．．．取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況    
（（（（１１１１））））広報広報広報広報・・・・普及普及普及普及    

 
①①①①    研究所報告等研究所報告等研究所報告等研究所報告等のののの発行発行発行発行、、、、会議等会議等会議等会議等でのでのでのでの発表発表発表発表によるによるによるによる研究成果等研究成果等研究成果等研究成果等のののの普及普及普及普及 

平成１５年度は、研究所報告、要覧、年報の発行、並びに国際会議、学会、シ
ンポジウム等での講演、発表を通じ、研究成果等の普及を目的とした所外発表を  
１７９件実施した。以下にその内訳を示す。 
 

所 外 発 表 件 名 件 数 

電子航法研究所報告の発行（８００部印刷、約６００箇所に送付） １０ 

要覧の発行（２，０００部印刷） １ 

年報の発行（８００部印刷、約６００箇所に送付） １ 

国際会議、国際学会、シンポジウム等での講演、発表 ９９ 

学会誌、協会誌での発表 ２７ 

その他の発表 ４１ 

計 １７９ 
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その中の研究所報告（所内査読付き論文）について、平成１５年度に発行した
各号の論文名を以下に示す。なお、この研究所報告については、あわせてホーム
ページに掲載した。 

     
【 電子航法研究所報告 】 

Ｎｏ． 論 文 名 発表者 

１０３ ＧＰＳ信号の信頼度 坂井 丈泰、惟村 和宣 

飛行実験による航空衛星データ通信の伝
送誤り特性測定 

石出 明、藤田 光紘 
新美 賢治 

１０４ 
飛行環境における航空衛星データ通信の
伝送遅延時間特性 

石出 明、藤田 光紘 
新美 賢治 

１０５ 
ＳＳＲモードＳネットワークの開発と評
価試験 

三吉 襄、宮崎 裕己 
古賀 禎 

航空衛星データ通信における通信輻輳と
伝送遅延時間特性 

石出 明、藤田 光紘 
北折 潤 

１０６ 
周期的レポートプロトコルによるＡＤＳ
伝送遅延時間の短縮 

石出 明、藤田 光紘 
北折 潤 

１０７ １０３０MHz 帯の信号環境測定 
小瀬木 滋、住谷 泰人 
白川 昌之 

洋上入域機の管制承認支援システムの設
計と評価 

福田 豊、福島 幸子 
井無田 貴、岡  恵 
塩見 格一 

１０８ 
ＶＨＦデジタルリンクモード３システム
の基礎実験 

北折 潤、中谷 泰欣 
加藤 敏、塩地 誠 
津田 良雄 

１０９ 
地上補強型衛星航法システムのＶＨＦ補
強情報伝送試験 

齋藤 真二、福島 荘之介 
藤井 直樹 

１１０ 
航空路管制における電子運航票プロトタ
イプの開発と評価 

福島 幸子、岡  恵 
三垣 充彦、東福寺 則保 

１１１ 
日本周辺におけるＧＰＳ信号の電離層シ
ンチレーションの観測と解析 

松永 圭左、星野尾 一明 
五十嵐 喜良 

１１２ 
５００ＭＨｚから１００ＧＨｚに対応し
た新電波無響室の性能測定 

米本 成人、山本 憲夫 
山田 公男 

    
 

②②②②    研究発表会研究発表会研究発表会研究発表会    
研究成果の発表会を６月５日、６日に開催し、以下に示す２３件の発表を行う

とともに、講演概要の配布、研究成果の展示、休憩時間を利用した研究成果に対
する質問コーナーの設置等、参加者の理解の向上に努めた。 
（参考：ポスター約２００箇所送付、プログラム約２５０箇所送付） 
アンケート調査結果より得られた発表題目毎の意見及び感想については、今後

の発表会に役立てるよう、その内容を発表者に伝えた。また、アンケートで要望
のあった講演概要のホームページへの掲載は、研究成果を広く普及できることか
ら即時に対応した。 
なお、参加者は昨年度の延べ人数３４１人を上回り３６２人であった。参加者

の職業別内訳は次のとおりである。 
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【 発表会参加者の職業別内訳表 】 
    
【 研究発表会 】 

発 表 題 目 発 表 者 

【通信に関する発表】 
１０３０／１０９０ＭＨz信号の復号方式の改善 着陸システム研究Ｇ  

主任研究員 古賀 禎 

ＶＤＬモード３の電波干渉実験 ＶＤＬ研究Ｇ     
主任研究員 北折 潤 

ＡＴＮのセキュリティ対策 機器開発研究Ｇ    
上席研究員 板野 賢 

ＣＤＭＡによる効率的な緊急通信方式 管制施設研究Ｇ 
     研究員 金田 直樹 

ミリ波対応電波無響室の特性 センシング研究Ｇ 
    研究員 米本 成人 

【航法に関する発表】 
積雪によるＧＰパスの空間誤差評価のための 
飛行実験 

着陸システム研究Ｇ 
 主幹研究員 横山 尚志 

ＥＶＳ実験における景観と３Ｄ-ＣＧのＨＵＤ融合 衛星通信研究Ｇ 
   主任研究員 住谷 泰人 

空港シュードライトの対流圏遅延誤差の検討 ＧＢＡＳ研究Ｇ 
     研究員 福島 荘之介 

日本付近のＧＰＳ信号電離層伝搬遅延 衛星航法研究Ｇ 
     研究員 松永 圭左 

干渉波のＧＰＳ受信機への影響 衛星航法研究Ｇ 
   主任研究員 伊藤 実 

準天頂衛星によるＧＰＳ補強システムの有効性の 
検討 

衛星システム研究Ｇ 
 上席研究員 伊藤 憲 

【監視に関する発表】 

障害物探知機用赤外線及びミリ波センサの精度 センシング研究Ｇ 
  上席研究員 山本 憲夫 

１０３０ＭＨz帯の電磁信号環境予測手法の開発 搭載機器研究Ｇ 
   上席研究員 小瀬木 滋 

ＡＣＡＳ受動型測位方式の実験と検討 着陸システム研究Ｇ 
 上席研究員 田嶋 裕久 

拡張スキッタＡＤＳ-Ｂ受信局の基本特性 管制用監視研究Ｇ 
  主任研究員 宮崎 裕己 

赤外線センサ等による船舶の検知追跡 航空交通管理研究Ｇ 
 上席研究員 矢田 士郎 
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    表の続き 

発 表 題 目 発 表 者 

【航空交通管理に関する発表】 

洋上航空路における近接通過頻度の長期的変化 管制間隔研究Ｇ 
   主任研究員 天井 治 

モンテカルロ法による航空路の衝突危険度推定 管制間隔研究Ｇ 
   上席研究員 長岡 栄 

洋上空域の航空機の最適経路の傾向 航空交通管理研究Ｇ 
 主幹研究員 福田 豊 

航空交通流管理における遅延便交換の検討  
－航空路セクタ－ 

航空交通管理研究Ｇ 
 主任研究員 福島 幸子 

利用者開放型コンセプトによる航空管制卓デザイン 管制施設研究Ｇ 
   上席研究員 塩見 格一 

リアルタイム疲労度評価システム 管制施設研究Ｇ 
   上席研究員 塩見 格一 

ＡＩＳ情報による海上交通管理システム高度化 海上交通管制研究Ｇ 
上席研究員 塩地 誠 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     【 発表会の模様 】           【 質問コーナー 】 
    
    
③③③③    日本航海学会日本航海学会日本航海学会日本航海学会のののの春期講演会及春期講演会及春期講演会及春期講演会及びびびび研究会研究会研究会研究会のののの開催開催開催開催    

      当研究所と海上技術安全研究所との共催で、5 月 22 日、23 日に日本航海学会
春期講演会及び研究会を開催した。今回は当研究所の研究部長が実行委員長を努
めるとともに当研究所から８名、海上技術安全研究所から８名の計１６名で実行
委員会を構成し、講演会及び研究会の運営を成功裏におさめた。 
研究会は航法システム、ＧＰＳ、航空宇宙、船舶・運航・管理、海上交通工学、
海洋工学、物流、海上交通法規の８研究分野毎に分けて開催された｡その中の航
空宇宙研究会で、当研究所から「洋上空域の近接解決のための制御方法」を発表
した。 
講演会は、ＧＰＳ研究会、航空宇宙研究会及び電気学会の次世代位置情報技術
調査専門委員会が合同で、「次世代位置情報技術」と題した合同シンポジウムを
開催した。なお、同シンポジウムでは当研究所の研究部長及び主任研究員がセッ
ション座長を担当した。 

 
 



２２２２．．．．国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するためするためするためするため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置        
（（（（９９９９））））研究成果研究成果研究成果研究成果のののの普及普及普及普及、、、、成果成果成果成果のののの活用促進等活用促進等活用促進等活用促進等 

-85- 

 
④④④④    ホームページホームページホームページホームページのののの改善改善改善改善・・・・充実充実充実充実    

 平成１５年度は、昨年度設置した広報ワーキンググループの下にホームページ
リニューアル作業部会を立ち上げ、利用者の利便性の向上、対象ユーザーの拡大、
研究成果の普及・促進を目指し、以下の改善・充実を図った。 

ａ）利便性の向上 
¾ トピックのアイコン設定 
¾ ビジアル化の促進 

ｂ）対象ユーザーの拡大 
¾ 「キッズページ」の新設 
¾ 「電子航法はかせ」の新設 

ｃ）研究成果の電子化 
¾ 電子航法研究所報告の電子化（第１号～最新号全て） 
¾ 電子航法研究所年報（独法以降の全て） 
¾ 研究発表会講演概要（独法以降の全て） 
¾ 所外発表一覧（平成１５年度分） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 旧ホームページトップ画面 】      【 新ホームページトップ画面 】 
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⑤⑤⑤⑤    研究所公開及研究所公開及研究所公開及研究所公開及びびびび見学者見学者見学者見学者のののの受受受受けけけけ入入入入れれれれ    
毎年、科学技術週間に独立行政法人海上技術安全研究所及び独立行政法人交通

安全環境研究所と合同で研究施設の一般公開を行っている。平成１５年度は４月
２０日（日）に公開し、当研究所では「体験！ＧＰＳ」、「東京湾上空をバーチャ
ル飛行」、「手作りラジオ教室」など、研究に関する広報活動を推進した。 
（参考：ポスター約１００箇所送付） 
その他、平成１５年度における研究施設見学希望への対応回数は１８回、延べ

見学者数は平成１４年度の１４４人を上回る２１１人であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【 研究所公開の模様 】          【 手作りラジオ教室 】 

 
 

⑥⑥⑥⑥    マスメディアマスメディアマスメディアマスメディアによるによるによるによる広報活動広報活動広報活動広報活動    
新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等からの取材希望に積極的に対応し、研究所の活

動に関する広報活動を推進した。 
 

新聞 

掲 載 内 容 掲 載 紙 日 付 

ストレス数秒で判定 日刊工業新聞 5 月 28 日 

声の乱れで疲労判定 毎日新聞朝刊 8 月 10 日 

『顔』声で疲労を分析するシステムを開発 読売新聞朝刊 8 月 22 日 

ヘリコプタのＩＦＲ飛行を支援する次世代システム 日刊航空通信 11 月 6 日 

 

テレビ、ラジオ 

放 送 内 容 番 組 名 日 付 

音声による疲労検出の研究 
ＴＢＳラジオ 
森本毅郎・スタンバイ！ 

5 月 29 日 

音声による疲労検出の研究 
ＮＨＫテレビ 
おはよう日本 

6 月 5 日 

飛行機の安全を確保せよライト兄
弟初飛行から 100 年(2) 

ＮＨＫ教育テレビ 
サイエンスゼロ 

11 月 19 日 
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【 ８月１０日 毎日新聞 朝刊 】      【 ８月２２日 読売新聞 朝刊 】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【 ６月５日放送 ＮＨＫおはよう日本取材 】 【 １１月１９日放送 サイエンスゼロ 】 
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    （（（（２２２２））））成果成果成果成果のののの活用活用活用活用    
    

①①①①    国際標準国際標準国際標準国際標準のののの作成作成作成作成にににに係係係係るるるる技術資料技術資料技術資料技術資料のののの作成作成作成作成    
国際標準の作成に係る技術資料として、ＩＣＡＯの航空通信パネル（ＡＣＰ）、  
航法システムパネル（ＮＳＰ）、管制間隔・空域安全パネル（ＳＡＳＰ）、監視及
び異常接近回避システムパネル（ＳＣＲＳＰ）に、以下の表に示す２１件を提出
した。 
 

技術資料名 会議名 

Co-site radio interference between DSB-AM and 
VDL Mode 3 

ICAO ACP/WG-B 
第 16 回会議 

Development and Evaluation of VDL Mode 3 System 
in Japan 

ICAO ACP/WG-M  
第 8 回会議 

R&D OF ATN EQUIPMENT FOR IMPLEMENTATION IN 
JAPAN 

ICAO ACP/WG-N  
第 2 回会議 

Status of GBAS Development Activity in Japan 
ICAO NSP /WG  
第 1 回会議 

An Analysis on the Effect of Lateral Offset on 
the Lateral Collision Risk of the NOPAC Routes 

ICAO SASP/WG 
第 3 回全体会議 

The Latest Distribution of Along Track ADS 
Prediction Error Observed in the North Pacific 

〃 

On the Conservative Assumption of the 
Simulataneous Position Reporting for Collision 
Risk Modeling 

ICAO SASP/WG 
第 4 回全体会議 

Estimating the well-fit model for the 
distribution of cross track deviations of GPS 
equipped aircraft on a North Pacific route    

〃 

Modeling the Distribution of Along-Track ADS 
Prediction Error Observed in the North Pacific 

〃 

RA broadcast with the mode S extended squitter 
ICAO SCRSP/WG-A  
第 5 回会議 

Effect of transponder decoder performance on 
the 1090 MHz signal environment           

〃 

The Trend of the Results of ACAS Ⅱ Operational 
Monitoring in Japan,First Report of 2003      

〃 

The trend of the RA report based on the 
principal component analysis in 2003 

〃 

The Trend of the Results of ACAS Ⅱ Operational 
Monitoring in Japan,Second Report of 2003     

ICAO SCRSP/WG-A  
第 6 回会議 

The trend of the RA report based on the 
principal component analysis in Japan,Second 
Report of 2003  

〃 

Transponder Anomalies Observed with Airborne 
Waveform Measurement              

〃 

Proposed SARPs Change for Updating the Data 
Link Capability Report                        

ICAO SCRSP/WG-B  
第 5 回会議 
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      表の続き 

技術資料名 会議名 

Analytical Results of Unauthorized Aircraft 
Address Measured by Aircraft Address 
Monitoring System 

〃 

Evaluation of ADS-B Using Mode-S Extended 
Squitter at ENRI 

ICAO SCRSP/WG-B  
第 6 回会議 

Analytical Results of Unauthorized Aircraft 
Address Measured by Aircraft Address 
Monitoring System 

〃 

Ghost target phenomenon observed in Japan 
ICAO SCRSP/TSG  
第 7 回会議 

 
 
②②②②    国際標準国際標準国際標準国際標準のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ状況状況状況状況    
 
ａａａａ) ) ) ) 航空通信航空通信航空通信航空通信パネルパネルパネルパネル（ＡＣＰ）（ＡＣＰ）（ＡＣＰ）（ＡＣＰ）    

¾ 当研究所で実施中の「航空管制用デジタル対空無線システムの研究」にお
けるこれまでの評価実験結果を会議に報告し、ＩＣＡＯの国際標準化シス
テムである本システムの通信プロトコル上の問題点とその解決策を提案し
た。上記提案に基づいてＩＣＡＯの国際標準実施指針（ＶＤＬモード３マ
ニュアル Doc.9805）及びＲＴＣＡ（米国の航空無線機器標準化団体）のＶ
ＤＬ性能基準（Do-224A）の改正が行われる予定となった。 

¾ 上記システムと現在航空管制に用いられている対空無線電話の同一航空機
内での電波干渉（コサイト干渉）の実験・解析結果を報告し、ＩＣＡＯが
行っているコサイト干渉発生状況とその対応策の検討作業を前進させた。 

¾ 当研究所が世界に先駆けて初めて行った航空通信ネットワーク（ＡＴＮ）
のセキュリティ機能の試作・評価結果を発表した。この結果、この機能の
開発を進めている米国連邦航空局（ＦＡＡ）から、ＡＴＮセキュリティ機
能に関する日米間の接続実験を将来行いたいという意向が示された。 

 
ｂｂｂｂ) ) ) ) 航法航法航法航法システムパネルシステムパネルシステムパネルシステムパネル（ＮＳＰ）（ＮＳＰ）（ＮＳＰ）（ＮＳＰ）    

¾ 日本での電離層活動に関する技術データを会議に提供したことにより、航
空機の次世代自動着陸システムとして当研究所及び米国の研究所等で開発
が行われているＧＢＡＳ（地上型衛星航法補強システム）において電離層
擾乱の影響が避けられないことが認識され、ＩＣＡＯのＧＢＡＳ国際標準
の規定（ＩＣＡＯ標準及び勧告方式第１０付属書第Ⅰ巻 Attachment Ｄ）及
びＲＴＣＡにおけるＧＢＡＳ受信機の要件等（Do-246，Do-253）に反映さ
せるため、さらなるデータ提供を求められた。 

 
ｃｃｃｃ) ) ) ) 管制間隔管制間隔管制間隔管制間隔・・・・空域安全性空域安全性空域安全性空域安全性パネルパネルパネルパネル（ＳＡＳＰ）（ＳＡＳＰ）（ＳＡＳＰ）（ＳＡＳＰ） 
¾ 航空機の進行方向の縦間隔短縮に関係するＡＤＳの予測位置誤差分布の非
対称性及びそれが機種により異なることを発表した。本発表は当研究所が
世界で初めて明らかにしたもので、今後の検討の重要性が認識された。こ
れらの発表を基にパネルで検討を続け、今後、国際標準及び勧告につなが
るものと期待される。 
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¾ ＧＰＳ搭載機が増加し航空路の横方向の逸脱誤差が非常に小さくなったこ
とにより、垂直方向（1000ft）での衝突危険度が増す恐れがある。このた
め、当研究所では航空路の横方向をオフセットした場合のリスクを推定し
発表した。今後、横方向オフセット方式について、国際標準及び勧告作業
を経て、我が国の洋上航空路への導入につながるものと期待される。 

 
ｄｄｄｄ) ) ) ) 監視及監視及監視及監視及びびびび異常接近回避異常接近回避異常接近回避異常接近回避システムパネルシステムパネルシステムパネルシステムパネル（ＳＣＲＳＰ）（ＳＣＲＳＰ）（ＳＣＲＳＰ）（ＳＣＲＳＰ） 

¾ 我が国で評価が進められている二次監視レーダ（ＳＳＲ）モードＳデータ
リンクを利用した航空機衝突防止装置からの衝突回避情報の地上への伝送
（ダウンリンク）について、これに関連するＳＳＲモードＳ国際標準の規
定（ＩＣＡＯ標準及び勧告方式第１０付属書第Ⅳ巻）の不明確な部分を指
摘し、その修正案を提出した。その結果、この修正案の採用が認められ、
平成１６年度に開催されるパネル本会議の報告書に反映されることとなっ
た。 

 
 

③③③③    成果成果成果成果のののの活用事例活用事例活用事例活用事例    
    
ａａａａ) ) ) ) 航空法航空法航空法航空法のののの改正改正改正改正    

当研究所では、独立行政法人になる以前から航空機内に持ち込まれる電子機
器（携帯電話、コンピュータ等）が航空機搭載の航法電子機器へ及ぼす影響に
ついて継続的に調査、研究を行ってきた。 
この研究については平成１５年度  

も受託研究「航空機内の電磁干渉障害
に関する調査」を実施し、航空機内に
持ち込まれる電子機器が航法電子機
器へ及ぼす影響の定量的解析及びそ
の影響が発生するメカニズムの解明
を行った。 
この研究成果等を基に、航空機内 

で携帯電話その他の電子機器を作動
させる行為等の禁止・処罰規定を定め
た改正航空法が平成１６年１月１５
日から施行された。 

    
                ｂ）ｂ）ｂ）ｂ）羽田空港再拡張羽田空港再拡張羽田空港再拡張羽田空港再拡張にににに係係係係るるるるシミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーション調査調査調査調査    

平成１５年度に実施した受託研究「羽田空港再拡張に係るシミュレーション
調査」では、羽田空港の再拡張案に基づいた航空管制シミュレーションの実施、
及び空域・管制運用上の問題点の調査、検討を行い、この研究成果を基に国土
交通省は「羽田再拡張後の飛行ルート基本案」等を策定した。（Ｐ４６参照） 

    
ｃ）ｃ）ｃ）ｃ）海上交通管理海上交通管理海上交通管理海上交通管理システムシステムシステムシステムのののの導入導入導入導入    

当研究所では、航空に関する研究だけでなく、海上の交通管理についても長
年研究を行ってきた。 
平成１５年度に海上保安庁は、当研究所の研究成果を基に、ＡＩＳ（船舶自

動識別装置）とＶＴＳ（船舶通行業務）を統合したシステム１号機を東京湾海
上交通センターに導入した。（Ｐ４９参照） 
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ｄｄｄｄ) ) ) ) ＳＳＲＳＳＲＳＳＲＳＳＲモードモードモードモードＳＳＳＳ装置装置装置装置のののの順次配備順次配備順次配備順次配備    

監視機能を向上するとともにデータ通信機能を付加したＳＳＲモードＳは、
航空交通量の増加に対応できる監視システムとして国際的に開発および導入
が進められており、当研究所においてはＳＳＲモードＳシステムに関する開発
評価（平成３年度～１３年度）を実施して、我が国におけるＳＳＲモードＳ技
術を確立した。 
このＳＳＲモードＳ技術により、現行ＳＳＲの次の点が解消される。 

¾ 過密空域での干渉によるターゲットの欠落 
¾ スプリットターゲットの発生 
¾ 二次レーダ個別コードの不足 
¾ 測角精度の不足 
 
これらの技術確立を受けて、我が国においてＳＳＲモードＳの導入が決定さ

れ、平成１５年度の山田航空路監視レーダサイト、いわき航空路監視レーダサ
イト及び三国山航空路監視レーダサイトの運用を皮切りに順次配備されること
となっている。 
また、ＳＳＲモードＳのデータ通信機能

を利用した航空機衝突防止装置の回避情
報ダウンリンクについても導入が計画さ
れ、現在、国土交通省航空局において評価
中である。 
当研究所の研究成果を活かしたこのＳ
ＳＲモードＳの導入・運用開始は、今後の
我が国における航空の安全に大いに寄与
するものと考えられる。 

 
【 山田航空路監視レーダサイト 】 
 
 

ｅｅｅｅ) ) ) ) 那覇空港那覇空港那覇空港那覇空港におけるにおけるにおけるにおけるタグタグタグタグ付付付付きのきのきのきの新型空港面探知新型空港面探知新型空港面探知新型空港面探知レーダレーダレーダレーダ    
空港面における航空機の地上走行過密化への対応策として、平成１４年度那

覇空港に導入された管制官が空港面移動体を監視できる装置である新型の空港
面探知レーダ（ＡＳＤＥ）については、管制官の負荷を軽減するため、平成１
５年度、レーダ画面上に航空機の便名、機種等の情報を付加・表示（タグ付け）
できるように機能向上が図られ、タグ付きＡＳＤＥとして運用が開始された。 
このＡＳＤＥへのタグ付けには、当研究所が開発し特許を所有する「レーダ

受信画像信号のクラッタ抑圧方法及び装置」と「空港面監視装置」の技術が用
いられている。 

 
 
 
 

                       【 タグ付きＡＳＤＥの表示画面 】 
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ｆｆｆｆ) ) ) ) ＡＴＮＡＴＮＡＴＮＡＴＮルータルータルータルータ    
      ＡＴＮ（航空通信網）は、将来の航空航法システムを支えるネットワークシステ

ムとして国際的に開発が行われており、当研究所においては我が国の航空管制に
適合するＡＴＮシステムの研究開発を進めている。 

      その研究開発の一環として、当研究所所有のＡＴＮ実験システムを用いて海外
の管制機関（欧州、豪州）との間でのＡＴＮ国際接続実験が平成１０年度～１２
年度に行われ、これらの実験の成果を活かして実用化された日本製のＡＴＮルー
タ（ネットワーク中継装置）が、平成１５年４月、米国連邦航空局（ＦＡＡ）で
採用された。 

      このＡＴＮルータを用いたネットワークは、日米間の管制機関における管制情報
の伝達のため、平成１６年度から運用を開始することとしている。 
当研究所の研究成果を活かしたこのＡＴＮルータの導入・運用開始は、将来の

航空需要の増大に対応できるように、世界的規模で空地間及び地上間の航空管制
用通信を高速かつ信頼性の高い通信にしていこうとするＩＣＡＯの構想を実現す
るうえで大きな意義を持つものであり、これを契機に、今後、ＡＴＮの整備が世
界各地で本格化していくものと考えられる。 

 
 
④④④④    委員会等委員会等委員会等委員会等へのへのへのへの活用活用活用活用    

国土交通省や文部科学省等が主催する委員会、検討会等において、報告書、会
議資料等の形で、当研究所の研究成果及び研究者の知見を提供している。 
以下に、平成１５年度に参加した委員会、検討会等を示す。 

主 催 者 委員会等名 

国土交通省 

・ 航空路再編タスクフォース会議 

・ 次期管制卓ＵＴＥＭ  

・ 次期航空路管制卓スタディグループ  

・ 次期航空路管制卓分科会 

・ 航空交通管制情報処理システムのフェイルセーフのあ

り方等に関する技術検討委員会 

・ データリンク運用評価検討委員会 

文部科学省 

・ 準天頂衛星システム開発・利用推進協議会技術Ｗ／Ｇ

・ 準天頂衛星システム開発・利用推進協議会幹事会 

・ 日米 ＧＰＳ/ＱＺＳＳ技術Ｗ／Ｇ 

・ 測位利用検討ＷＧ 

日本学術会議 ・ 時小委員会 

（独）宇宙航空研究開発

機構 
・ 宇宙往還機技術委員会 

（財）航空振興財団 

 

・ 航空保安システム技術委員会   

・衛星利用方式小委員会 

・情報処理方式小委員会 

・全天候航法方式小委員会 

・ 空港と周辺地域の共生化についての調査・検討委員会

・ ヘリコプタＩＦＲ等飛行安全研究会 

（財）航空保安研究 

センター 

・ 次期航空路管制卓システム検討委員会 

・ 先進型地上走行誘導管制(Ａ－ＳＭＧＣ) システムに関

する調査委員会 
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     表の続き 

主 催 者 委員会等名 

（財）航空保安無線 

システム協会 

・ 次世代飛行検査業務検討委員会  

・ 次世代監視アーキテクチャに係る国際動向等基礎調査

検討委員会          

・ ＭＳＡＳ技術評価検討委員会        

・ ＭＳＡＳ技術評価検討委員会電離層作業グループ    

・ ＧＰＳ・ＭＳＡＳを利用した運航方式検討委員会 

及び作業グループ             

（財）航空交通管制協会 ・ フリーフライト検討ワーキンググループ 

（財）沿岸開発技術研究

センター 
・ 東京港臨海大橋（仮称）電波吸収体検討委員会 

（財）無人宇宙実験シス

テム研究開発機構 

・ 次世代衛星基盤技術開発・測位用時刻管理技術委員

会 

（社）日本航空宇宙学会 
・ 航空機運航・整備部門委員 

・ 機器・電子情報システム部門委員        

（社）電子情報通信学会 

・ 基礎・境界ソサイエティ安全性研究専門委員会 

・ 基礎・境界ソサイエティ運営委員会 

・ 通信ソサイエティ宇宙・航行エレクトロニクス研究専門

委員会 

（社）日本航海学会 

・ 論文審査会 

・ 論文査読委員 

・ 評議員 

・ 航空宇宙研究会 

・ ＧＰＳ研究会 

・ ＧＰＳ研究会運営委員会 

・ 2003GPS/GNSS 国際シンポジウム運営委員会 

・ 研究委員会 

・ 事業改革検討ＷＧ 

（社）日本機械学会 

・ Ｐ－ＳＣＤ３４０分科会「生体反応を用いた交通・物流機

械の評価に関する分科会」 

・ 交通・物流部門運営委員 

・ 交通・物流部門第４技術委員会委員  

（社）電気学会 ・ 通信・高度位置情報応用システム調査専門委員会 

日本信頼性学会 
・ 評議員会 

・ 編集委員会  

（社）映像情報メディア 

学会 
・ 次世代画像入力専門研究部会 

（社）日本工学アカデミー ・ 安全部門委員 

（社）電波産業会  ・ 高速・大容量航空移動通信技術に関する調査検討会 

（社）日本航空宇宙 

工業会 

・ 将来型航空機運航自律制御支援システム技術研究調

査委員会 

電波航法研究会 ・ 副会長 
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（（（（３３３３））））知的所有権知的所有権知的所有権知的所有権    
    
①①①①    知的財産権知的財産権知的財産権知的財産権のののの取得促進取得促進取得促進取得促進    

知的財産権の取得を促進させるため、研究員の知的財産権に対する意識の向上
及び知的財産権担当者の資質の向上を目的として、平成１５年度に以下の取り組
みを行った。 
    

ａ）ａ）ａ）ａ）知的財産権研修知的財産権研修知的財産権研修知的財産権研修へのへのへのへの参加参加参加参加    
知的財産権に関する管理業務に役立たせるため、知的財産権担当者を特許庁

主催の平成１５年度「知的財産権研修」に参加させた。 
        
ｂ）ｂ）ｂ）ｂ）知的財産権講習会知的財産権講習会知的財産権講習会知的財産権講習会のののの開催開催開催開催    

平成１５年度に、独立行政法人海上技術安全研究所と合同で２回の知的財産
権講習会を開催した。 

 

回 開催日 内  容 

第１回 １月２３日 

・プログラム登録の目的 
・プログラム登録の流れ 
・登録上のノウハウ 
・登録の方法 
・個別相談 

第２回 １月３０日 

・国内特許申請の流れについて 
・国際特許出願の注意点について 
・特許法改正の概要について 
・個別相談 

 
    ｃ）ｃ）ｃ）ｃ）知的財産権知的財産権知的財産権知的財産権にににに関関関関するするするする勉強会勉強会勉強会勉強会のののの実施実施実施実施    

当研究所には、ＧＰＳ研究会等、４つの研究会があるが、研究会毎に所内の
特許出願研究員を招き、特許出願に関する勉強会を開催した。 
 

ｄ）ｄ）ｄ）ｄ）知的財産知的財産知的財産知的財産にににに関関関関するするするする図書図書図書図書のののの配布配布配布配布    
知的財産に関する図書を各研究部に配布した。 

       （配布図書名） 知的財産権制度入門、知財立国への道 
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②②②②    特許出願特許出願特許出願特許出願    

当研究所ホームページにおいてリンク設定されている特許庁特許電子図書館及
び特許流通データベースを特許出願に係る事前調査に活用し、平成１５年度に以
下に示す１６件の特許出願等を行った。 

 
出願 
番号 

出願日 発明の名称 
出願
形態 

研究
区分 

2003- 
157645 号 

2003/06/03 
移動局及び移動局側通信制御方法及
び基地局及び基地局側通信制御方法
及び通信システム 

共同 基盤 

2003- 
300090 号 

2003/08/25 就寝中の身体反応情報検出システム 共同 指定 

2003- 
34420 号 

2003/11/18 操作卓（意匠） 共同 重点 

2003- 
34421 号 

2003/11/18 脇机（意匠） 共同 重点 

PCT/JP03/ 
16954 号 

2003/12/26 
カオス論的指標値計算システム（ＰＣ
Ｔ出願、№109 関連） 共同 指定 

10- 
763159 号 

2004/01/25 
画面情報表示方法、システム及びコン
ピュータプログラム（米国、№10８関
連） 

共同 重点 

2004- 
16855 号 

2004/1/26 
誘電率の測定方法及び誘電率測定装
置（分割出願） 共同 指定 

2003- 
46428 号 

2004/02/23 
心身状態判定システム（ＰＣＴ出願、
№115 関連） 共同 指定 

2004- 
58856 号 

2004/03/03 
移動局及び移動局側通信制御方法及
び基地局及び通信システム 共同 基盤 

2004- 
81848 号 

2004/03/22 
電子地図情報の補正方法及び移動局
位置監視システム 共同 重点 

2004- 
81846 号 

2004/03/22 
無線ネットワーク監視システム、無線
ネットワークシステム及び無線ネッ
トワーク監視システムの制御方法 

共同 重点 

2004- 
81857 号 

2004/03/22 
無線ネットワークシステム、無線ネッ
トワークシステムの制御方法、制御プ
ログラム及び記録媒体 

共同 重点 

2004- 
085641 号 

2004/03/23 通電表示器 単独 指定 

2004- 
090328 号 

2004/03/25 
電波反射体を用いた測定装置（分割出
願） 単独 基盤 

2004- 
090372 号 

2004/03/25 
電波反射体を用いた移動体の航法方
法（分割出願） 単独 基盤 

2004- 
96684 号 

2004/3/29 
航空管制用インタフェース装置、その
制御方法およびコンピュータプログ
ラム 

共同 重点 
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③③③③    特許登録特許登録特許登録特許登録    
平成１５年度は、以下に示す８件が特許登録された。 
また、実用化を推進するため、登録された特許をホームページへ追加するとと

もに特許流通データベースに登録した。 

登録番号 登録日 発明の名称 
保有 
形態 

研究 
区分 

第 2167516 号 2003/05/13 
飛行場運航票管理システムのユー
ザインタフェース装置 ＰＣＴカ
ナダ 

共同 重点 

第 3428945 号 2003/05/16 無線ネットワーク制御システム 共同 重点 

第 6573888 号 2003/06/03 管制装置システム ＰＣＴアメリカ 共同 重点 

第 3453547 号 2003/07/18 無線ネットワーク測位システム 共同 重点 

第 3462172 号 2003/08/15 
複数チャンネルを利用した無線ネ
ットワークシステム及びその制御
装置 

共同 重点 

第 3474107 号 2003/09/19 無線通信ネットワークシステム 共同 重点 

第 1189989 号 2003/09/26 操作卓 （意匠） 共同 重点 

第 3512398 号 2004/01/16 音声処理装置 共同 重点 

 
 

④④④④    特許特許特許特許のののの活用活用活用活用    
研究所の保有する特許のうち、平成１５年度は以下７件の特許が空港整備事業

及び民間において実施・活用された。なお、特許実施料収入は約 330 千円であっ
た。 

登録番号 登録日 発明の名称 保有形態 

第 1731867 号 1993/2/17 DSB 方式ドップラーVOR モニタ方法 単独保有 

第 1739963 号 1993/3/15 アンテナ故障検出装置 単独保有 

第 1928084 号 1995/5/12 ドップラーVOR のアンテナ切換給電方
法 単独保有 

第 3091880 号 2000/7/28 レーダー受信画像信号のクラッタ抑圧
方法及び装置 共同保有 

 

出願番号 出願日 発明の名称 保有形態 

2001-116408 2001/4/16 カオス論的ヒューマンファクタ評価 
装置 共同出願 

2001-280105 2001/9/14 心身診断システム 共同出願 

2001-348108 2001/11/13 カオス論的脳機能診断装置 共同出願 
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【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】     
 
（広報・普及、成果の活用及び知的所有権の実績値は目標値に達している。） 

 
 
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    
 
        １１１１．．．．広報広報広報広報・・・・普及普及普及普及にににに関関関関するするするする取取取取りりりり組組組組みみみみ    

①①①①    広報誌広報誌広報誌広報誌のののの創刊創刊創刊創刊    
研究所の業務内容をより広く、より多く  

の人々に理解してもらうことを目的とし
て、平成１５年度に研究所の広報誌「ｅ－
なび」を創刊した。 
今後は季刊とし、研究内容やイベントな

どについての最新情報を発信するととも
に、受託研究特集や知的財産権特集を掲載
するなど、社会に幅広く当研究所の所有す
る研究能力、知的財産権の広報・普及を図
りたいと考えている。 
なお、広報誌の発行にあたっては、広報

誌発行の事務局となる企画室の体制を強
化するとともに、ワーキンググループを設
置して、特定の研究員に過度な負担がかか
らないように努めている。 

    
    
②②②②    国際的国際的国際的国際的なななな広報活動広報活動広報活動広報活動のののの実施実施実施実施    

当研究所が研究しているような電子航法技術を研究する大学、大学院は我が国
では一部の分野を除き殆どない。このため、益々海外の研究機関との共同研究等
が必要となることから、当研究所の研究内容を各国の研究機関、大学等に認識し
てもらう必要がある。 
この一助として、平成１５年度にドイツで開催された国際レーダ・シンポジウ

ムにおいて当研究所の要覧を配布し、当研究所を幅広く認知してもらうよう努め
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

当研究所の要覧
英国王立電気学会
資料 

米国電気電子学
会特集号 
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③③③③    施設見学施設見学施設見学施設見学へのへのへのへの対応対応対応対応    
広報・普及に関する取り組みの一環として施設見学を行っているが、平成１５

年度は研究部毎の見学対応の平準化、研究部長による施設見学への対応等、施設
見学への対応が特定の研究員への過度な負担とならないよう工夫した。 

 
 
 
        ２２２２．．．．成果成果成果成果のののの活用活用活用活用にににに関関関関するするするする取取取取りりりり組組組組みみみみ    

    
①①①①    子供霞子供霞子供霞子供霞ヶヶヶヶ関見学関見学関見学関見学デーデーデーデー    

将来の日本を担う子供たちに研究が身近なものと感じられるように、８月２０
日、２１日に開催された「子供霞ヶ関見学デー」で、当研究所の「カオス理論に
よる疲労計測」の研究成果を用いた声による疲労測定を子供たちに行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 声による疲労測定風景 】 
 
        ３３３３．．．．知的所有権知的所有権知的所有権知的所有権にににに関関関関するするするする取取取取りりりり組組組組みみみみ    

 
①①①① 国際共同特許出願国際共同特許出願国際共同特許出願国際共同特許出願にににに関関関関するするするする調整調整調整調整 

国際共同研究に伴う国際共同特許出願のため、共同研究相手方である仏国ニー
ス大学を平成１５年９月下旬に訪問し、同大学の共同研究者及び対外交渉担当者
と特許出願に関する協議及び調整を行った。その結果、特許出願が双方に益があ
ることから、時期を見て同時出願することとなった。 
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３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画    
 

［中期目標］ 
４．財務内容の改善に関する事項 
  運営費交付金を充当して行う事業については、「２．業務運営の効率化に関する事項」
で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこ
と。 

 

［中期計画］ 
３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
中期目標期間における財務計画は次のとおりとする。 
（１）予算 
    別紙１のとおり 
（２）収支計画 
    別紙２のとおり 
（３）資金計画 
    別紙３のとおり 

 

［年度計画］ 
３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
平成１４年度における財務計画は次のとおりとする。 
（１）予算 

別紙１のとおり 
（２）収支計画 

別紙２のとおり 
（３）資金計画 

別紙３のとおり 
 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
   中期計画を達成するために必要な、各年度計画における予算、収支計画、資金計画に
ついて記載したものである。 

    
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
 
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
            別添の財務諸表参照    
    
２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    
            今後とも引き続き、適切な業務運営を行うことにより、中期目標が達成できるものと

見込まれる。    
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】
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                        別紙１（表１） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［人件費の見積り］ 

期間中総額６４２百万円を支出する。 
但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者

給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

表１．予算 （総括）   
   
   

平 成 １ ５ 年 度 予 算  
 （単位：千円）  

区  分 金   額  
     
収入    
  運営費交付金 1,681,891  
  施設整備費補助金       0  
  受託収入 180,000  
     
計 1,861,891  
     
     
     
支出    
  業務経費 927,864  
    うち研究経費 927,864  
  施設整備費       0  
  受託経費 180,000  
  一般管理費 49,920  
  人件費 704,107  
     
計 1,861,891  
     
     
   



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙１（表２） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［人件費の見積り］ 
期間中総額３８９百万円を支出する。 
 但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者
給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 
 
 
 

表２．予算 （一般勘定）   
   
   

平 成 １ ５ 年 度 予 算  
 （単位：千円）  

区  分 金   額  
    
収入   
  運営費交付金 620,088  
  施設整備費補助金       0  
  受託収入 178,000  
    
計   798,088  
    
     
    
支出   
  業務経費 153,403  
    うち研究経費 153,403  
  施設整備費       0  
  受託経費 178,000  
  一般管理費 41,104  
  人件費 425,581  
    
計   798,088  
    
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙１（表３） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
［人件費の見積り］ 

期間中総額２５３百万円を支出する。 
 但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者
給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 
 
 

 
 

表３．予算 （空港整備勘定）   
   
   

平 成 １ ５ 年 度 予 算  
 （単位：千円）  

区  分 金   額  
     
収入    
  運営費交付金 1,061,803  
  施設整備費補助金 0  
  受託収入 2,000  
     
計 1,063,803  
     
     
     
支出    
  業務経費 774,461  
    うち研究経費 774,461  
  施設整備費 0  
  受託経費 2,000  
  一般管理費 8,816  
  人件費 278,526  
     
計 1,063,803  
     
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙２（表１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注） 当法人における退職手当については役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法

に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするもの
と想定している。 

 

表１．収支計画 （総括） 
 
   

平成１５年度収支計画  
 （単位：千円）  

区  分 金   額 
     
費用の部 2,535,351  
   経常費用 2,535,351  
      研究業務費 1,384,817  
      受託業務費 180,000  
      一般管理費 241,202  
      減価償却費 724,986  
   財務費用 4,346  
   臨時損失 0  
     
収益の部 2,535,381  
   運営費交付金収益 1,681,891  
   手数料収入 0  
   受託収入 180,000  
   資産見返運営費交付金戻入  154,357  
   資産見返物品受贈額戻入 519,103  
   臨時収益 0  
   その他の収入 30  
     
純利益 30  
目的積立金取崩額 0  
純利益 30  
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙２（表２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注） 当法人における退職手当については役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法

に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするもの
と想定している。 

 

表２．収支計画 （一般勘定）   
   
   

平成１５年度収支計画  
 （単位：千円）  

区  分 金   額 
     
費用の部 852,002  
   経常費用 852,002  
      研究業務費 421,874  
      受託業務費 178,000  
      一般管理費 169,551  
      減価償却費 80,374  
   財務費用 2,203  
   臨時損失 0  
     
収益の部 852,015  
   運営費交付金収益 620,088  
   手数料収入 0  
   受託収入 178,000  
   資産見返運営費交付金戻入   26,405  
   資産見返物品受贈額戻入  27,509  
   臨時収益 0  
   その他の収入  13  
     
純利益  13  
目的積立金取崩額 0  
純利益  13  
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙２（表３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注） 当法人における退職手当については役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法

に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするもの
と想定している。 

 

表３．収支計画 （空港整備勘定）   
   
   

平成１５年度収支計画  
 （単位：千円）  

区  分 金   額 
     
費用の部 1,683,349  
   経常費用 1,683,349  
      研究業務費   962,943  
      受託業務費 2,000  
      一般管理費 71,651  
      減価償却費 644,612  
   財務費用 2,143  
   臨時損失 0  
     
収益の部 1,683,366  
   運営費交付金収益 1,061,803  
   手数料収入 0  
   受託収入 2,000  
   資産見返運営費交付金戻入  127,952  
   資産見返物品受贈額戻入  491,594  
   臨時収益 0  
   その他の収入  17  
     
純利益 17  
目的積立金取崩額 0  
純利益 17  
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙３（表１） 
 

表１．資金計画 （総括）   
    
   

平成１５年度資金計画  
 （単位：千円）  

区  分 金   額 
     
資金支出 1,861,891  
   業務活動による支出 1,808,511  
   投資活動による支出    0  
   財務活動による支出 53,380  
   次期中期目標の期間への繰越金 0  
     
資金収入 1,861,921  
   業務活動による収入 1,861,921  
     運営費交付金による収入 1,681,891  
     受託収入 180,000  
     その他の収入  30  
   投資活動による収入  0  
     施設整備費補助金による収入 0  
     その他の収入 0  
   財務活動による収入 0  
     
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙３（表２） 
 

表２．資金計画 （一般勘定）   
   
   

平成１５年度資金計画  
 （単位：千円）  

区  分 金   額 
     
資金支出   798,088  
   業務活動による支出 770,690  
   投資活動による支出  0  
   財務活動による支出 27,398  
   次期中期目標の期間への繰越金 0  
     
資金収入   798,101  
   業務活動による収入 798,101  
     運営費交付金による収入 620,088  
     受託収入 178,000  
     その他の収入 13  
   投資活動による収入  0  
     施設整備費補助金による収入  0  
     その他の収入 0  
   財務活動による収入 0  
     
     



３３３３．．．．予算予算予算予算（（（（人件費人件費人件費人件費のののの見積見積見積見積りをりをりをりを含含含含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画 
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別紙３（表３） 
 
    
    
    

表３．資金計画 （空港整備勘定）   
   
   

平成１５年度資金計画  
 （単位：千円）  

区  分 金   額 
     
資金支出 1,063,803  
   業務活動による支出 1,037,821  
   投資活動による支出 0  
   財務活動による支出 25,982  
   次期中期目標の期間への繰越金 0  
     
資金収入 1,063,820  
   業務活動による収入 1,063,820  
     運営費交付金による収入 1,061,803  
     受託収入 2,000  
     その他の収入 17  
   投資活動による収入 0  
     施設整備費補助金による収入 0  
     その他の収入 0  
   財務活動による収入 0  
     
     



４４４４．．．．短期借入金短期借入金短期借入金短期借入金のののの限度額限度額限度額限度額 
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４４４４．．．．短期借入金短期借入金短期借入金短期借入金のののの限度額限度額限度額限度額    
    

［中期目標］ 
４．財務内容の改善に関する事項 
  運営費交付金を充当して行う事業については、「２．業務運営の効率化に関する事項」
で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこ
と。 

 

［中期計画］ 
４．短期借入金の限度額 
予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、
３００（百万円）とする。 
（但し、一般勘定１００（百万円）、空港整備勘定２００（百万円）とする。） 

 

［年度計画］ 
４．短期借入金の限度額 
予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、
３００（百万円）とする。 
（但し、一般勘定１００（百万円）、空港整備勘定２００（百万円）とする。） 

  
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
   中期計画で定めた目標値と同じ値に設定したもの。 
        
 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    
            短期借入金の借り入れはなかった。    
 
２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    
            今後とも引き続き、適切な業務運営を行うことにより、短期借入金の借り入れは発生

しないと思われる。万が一、予見し難い事故等が発生した場合においても、中期計画の
限度額を超える借り入れが発生しないように努めることとしている。     

 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】     
 



５５５５．．．．重要重要重要重要なななな財産財産財産財産をををを譲渡譲渡譲渡譲渡しししし、、、、又又又又はははは担保担保担保担保にににに供供供供するするするする計画計画計画計画 
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５５５５．．．．重要重要重要重要なななな財産財産財産財産をををを譲渡譲渡譲渡譲渡しししし、、、、又又又又はははは担保担保担保担保にににに供供供供するするするする計画計画計画計画    
    

［中期目標］ 
 項目なし 
 

［中期計画］ 
５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
 （空欄） 
 

［年度計画］ 
５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
  なし 
 
 
       

【【【【    該当該当該当該当なしなしなしなし    】】】】    
 
 



６６６６．．．．剰余金剰余金剰余金剰余金のののの使途使途使途使途 
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６６６６．．．．剰余金剰余金剰余金剰余金のののの使途使途使途使途    
    

［中期目標］ 
 項目なし 
 

［中期計画］ 
６．剰余金の使途 
①研究費 
②施設・設備の整備 
③国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会議等の開催） 

 

［年度計画］ 
６．剰余金の使途 
①研究費 
②施設・設備の整備 
③国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会議等の開催） 

 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
剰余金が生じた場合の使途については、中期計画と同じ使途にした。 

    
 

 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
 
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ    

１４年度に生じた利益（特許権等収入及び受託研究業務収入による）の一部を、研
究開発及び研究基盤整備積立金として主務大臣に申請し、経営努力が認められたこと
により承認を受けた。 

 
２２２２．．．．中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    

１５年度に生じた利益（特許権等収入及び受託研究業務収入による）の一部を研究
開発及び研究基盤整備積立金として主務大臣に申請中である。 

 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    

１４年度の研究開発及び研究基盤整備積立金内訳 
受託研究業務収入による積立金  486,348 円 
特許権等収入による積立金   1,692,962 円 

 
上記積立金は、１６年度に剰余金の使途に係る「施設・設備の整備」として、研究

棟建替工事（１７年度整備予定）の事前準備に一部を充てることとしている。 
    



７７７７．．．．そのそのそのその他主務省令他主務省令他主務省令他主務省令にににに定定定定めるめるめるめる業務運営業務運営業務運営業務運営にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    
 

-112- 

７７７７．．．．そのそのそのその他主務省令他主務省令他主務省令他主務省令にににに定定定定めるめるめるめる業務運営業務運営業務運営業務運営にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    
（（（（１１１１））））施設及施設及施設及施設及びびびび設備設備設備設備にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    
    

［中期目標］ 
５．その他業務運営に関する重要事項 
（１）施設設備に関する事項 
   研究所の施設・設備については、研究遂行上必要不可欠な基盤的設備の計画的整備を
進めるとともに、陳腐化によって研究効率が低下しないよう計画的な更新を進めるこ
と。            

 

［中期計画］ 
７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項 
（１）施設及び設備に関する事項 

施設・設備の内容 
予定額 

（百万円） 
財  源 

①電磁環境研究施設整備 
電波無響室高度化整備 

387  
一般会計 
独立行政法人電子航法研究所 
施設整備費補助金 

②管理施設整備 
構内給水設備更新工事 

89  
一般会計 
独立行政法人電子航法研究所 
施設整備費補助金 

③電子航法評価研究施設 
整備 
電子航法評価部研究棟
建替工事 

480  
一般会計 
独立行政法人電子航法研究所 
施設整備費補助金 

 

［年度計画］ 
７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項 
（１）施設及び設備に関する事項 

なし        
 
 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
平成１５年度の施設及び設備に関する事項はない。 

    
 

 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ及及及及びびびび中期目標達成中期目標達成中期目標達成中期目標達成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    
    
１１１１．．．．当該年度当該年度当該年度当該年度におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組みみみみ 
平成１７年度に電子航法評価部研究棟建替工事を予定しており、これを踏まえ、企画

会議の下に「研究施設整備ワーキンググループ」を設置し、検討を開始したほか、研究
施設工事のために必要な設計条件の整理等の支援業務を外部委託するなど、整備に向け
た取組みに着手した。 



７７７７．．．．そのそのそのその他主務省令他主務省令他主務省令他主務省令にににに定定定定めるめるめるめる業務運営業務運営業務運営業務運営にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    
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２２２２．．．．中期目標達中期目標達中期目標達中期目標達成成成成にににに向向向向けたけたけたけた次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし    
電子航法評価部研究棟の建替は、適切な業務を行うことにより１７年度末に竣工す
る。 

 
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    

電子航法評価部の建替に当たって、公共建築の支援業務に数多くの実績のある業者
に工事のために必要な設計条件の整理等の支援業務を委託することにより業務負担の
軽減が図られた。 

 
 



７７７７．．．．そのそのそのその他主務省令他主務省令他主務省令他主務省令にににに定定定定めるめるめるめる業務運営業務運営業務運営業務運営にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    
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（（（（２２２２））））人事人事人事人事にににに関関関関するするするする計画計画計画計画    
［中期目標］ 
５．その他業務運営に関する重要事項 
（２）人事に関する事項 
   人事に関する計画を策定することにより、適切な法人運営を図ること。  
 

［中期計画］ 
７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項 
（２）人事に関する計画 

①方針 
 業務処理を工夫することにより人員を適正に配置する。 
②人員に関する指標 
  期末の常勤職員数を期初の９４％とする。 
（参考１） 中期目標期間の期初の職員数          ６４名 

期末の職員数の見込み       ６０名 
（参考２） 中期目標期間中の人件費総額見込み  ３，２２１百万円 

 

［年度計画］ 
７．その他主務省令に定める業務運営に関する事項 
（２）人事に関する計画 
①方針 
業務処理を工夫することにより人員を適正に配置する。 
②人員に関する指標 
年度末の常勤職員数を年度当初と同数とする。 

 
    

【【【【ⅠⅠⅠⅠ    年度計画年度計画年度計画年度計画におけるにおけるにおけるにおける目標設定目標設定目標設定目標設定のののの考考考考ええええ方方方方】】】】    
中期計画を達成するために必要な、各年度計画における人員に関する指標として、定
年退職者や業務処理の工夫等を考慮の上、設定した。 

        

 
 
【【【【ⅡⅡⅡⅡ    実績値実績値実績値実績値（（（（当該項目当該項目当該項目当該項目にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況もももも含含含含むむむむ。）】。）】。）】。）】    

年度末の常勤職員数は６４名であった。（年度当初１名欠員）    
    
 
【【【【ⅢⅢⅢⅢ    実績値実績値実績値実績値がががが目標値目標値目標値目標値にににに達達達達しないしないしないしない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその理由及理由及理由及理由及びびびび次年度以降次年度以降次年度以降次年度以降のののの見通見通見通見通しししし】】】】    

（実績値は目標値に達している。） 
 
平成１６年度以降においても適切な人員管理を行うことにより、平成１７年度末の 

職員数を６０名とする。 
 
 
【【【【ⅣⅣⅣⅣ    そのそのそのその他適切他適切他適切他適切なななな評価評価評価評価をををを行行行行うううう上上上上でででで参考参考参考参考となりとなりとなりとなり得得得得るるるる情報情報情報情報】】】】    

管理部門等の職員が削減される中で、業務の見直し、外注化等を図る一方、企画室の
体制強化を実施している。 
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■自主改善努力に関する事項■ 
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「自主改善努力に関する事項」として、平成１５年度に次の取り組みを行った。 
 
 
１１１１．．．．予算管理予算管理予算管理予算管理システムシステムシステムシステムのののの構築構築構築構築 

予算管理システムの構築は一般的には外部に発注し作成すると考えられるが、発注に
必要な要望を全て取り入れた仕様書の作成が困難なこと、一から発注して失敗した例を
見ていることなどから、会計担当職員自らが予算管理システムを構築することとした。 
 

 ① 予算管理システムのニーズ 
予算管理にあたり、以下のニーズに応えるため予算管理システムを構築することと

した。 
・ 役員が経営マネジメントに用いるため、予算の執行状況を把握したい。 
・ 総務課各係が重複してデータを作成、確認する等の無駄をなくし、データを共有
し効率を図りたい。 

・ 研究員が契約依頼提出後の契約状況、契約価格等を随時確認し、契約業者とス  
ムーズな打合せを行いたい。 

・ 研究員が個別に行っている研究課題毎の予算管理に係る作業負荷をなくしたい。 
 
 ② 予算管理システムの機能 

予算管理システムには、以下のような機能がある。 
・ 所内ネットワークを介して、役員、総務課職員、研究員等を問わず当年度の予算
が計画に従って確実に実施されているか、随時、予算の執行状況が把握できる。 

・ 研究課題毎の予算の執行状況が把握できる。 
・ 年度中の予算変更履歴が把握できる。 
・ 固定的経費の年間使用見込みが把握できる。 
・ 重点研究開発領域に配分される研究費の全研究費に対する配分比率が随時把握で
きる。 

  
③ 自作によるメリット 

自作により、以下のメリットがあった。 
・ 入力者の違和感を少なくしたデータの統一化ができた。 
・ 従来書式の変更を最小限にし、システム導入時の作業効率の低下を防げた。 
・ 新たな要望を取り入れ、予算管理システムの機能向上が随時できる。 
・ 既存の汎用ソフトを使用することにより、新たな導入コストをかけずに構築でき
た。 

  
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 平成１５年度に構築した予算管理システムのトップ画面 】 
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【 事業別明細内訳画面 】 
 
 
 
２２２２．．．．広報誌広報誌広報誌広報誌（ｅ－（ｅ－（ｅ－（ｅ－なびなびなびなび））））のののの創刊創刊創刊創刊 

研究所の業務内容をより広く、より多くの人々に
理解してもらうことを目的として、平成１５年度に
研究所の広報誌「ｅ－なび」を創刊した。 
今後は季刊とし、研究内容やイベントなどについ

ての最新情報を発信するとともに、受託研究特集や
知的財産権特集を掲載するなど、社会に幅広く当研
究所の所有する研究能力、知的財産権の広報・普及
を図りたいと考えている。 
なお、広報誌の発行にあたっては、広報誌発行の

事務局となる企画室の体制を強化するとともに、ワー
キンググループを設置して、特定の研究員に過度な負
担がかからないように努めている。 

 
 
 

 
【 広報誌創刊号 】 

    
 
 
３３３３．．．．ＭＳＡＳＭＳＡＳＭＳＡＳＭＳＡＳ認証支援認証支援認証支援認証支援 

静止衛星型衛星航法補強システム（ＳＢＡＳ）を供用するには認証（注）を実施する必
要があり、国土交通省が打ち上げる運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）を利用した航空用衛
星航法補強システム（ＭＳＡＳ）の認証において、当研究所は国土交通省航空局からの
要請を受け技術的な支援を行った。 
なお、支援を行うにはＭＳＡＳの製造メーカと秘密保持契約（ＰＩＡ：Proprietary 

Information Agreement）を締結する必要が生じたため、秘密保持契約について米国の大
学、国内民間企業等の状況について調査するとともに、締結にあたっては国際契約関係
に詳しい弁護士を交え本契約締結による問題点・対策等について検討を行った。 
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これらの結果、認証担当者をＭＳＡＳに関連する研究以外には就かせないなど、秘密
保持を考慮した研究所内体制の構築を図った。 
今後、これらの経験をもとに国際的な研究活動を広く推進していくこととしている。 

 
（注）この場合の認証とは、システムが航空の用に供せることの検証と保証をいう。 

 
 

４４４４．．．．インターネットインターネットインターネットインターネットによるによるによるによる発話音声分析発話音声分析発話音声分析発話音声分析サービスサービスサービスサービス    
当研究所が米国クレイ社、メディカルパレット社、等々の共同研究者と開発を進めて

来たカオス論的な手法による発話音声分析システムについて、昨年度の製品化（製品名：
パロール、製造元：メディカルパレット）に引き続き、その機能をインターネット経由
でサービス利用できるようにするためのソフトウェア開発を行った。 
本発話音声分析技術については、今までに欧米からの問い合わせが幾つかあったにも

関わらず、人手等の問題もあり十分な対応を行えなかったが、本サービスの開始により、
様々な分野からの発話音声分析要求に効率的に対応できる見込みである。 
また、本インターネットサービスでは、発話音声分析システムを幅広く知ってもらう

ための無料の“お試し”や関係者への普及・積極的な活用を図るための“課金”の機能
も備えている。 
本サービスは、当研究所がそれぞれの共同研究者と共同出願している特許の一つの製

品化であり、今後の普及を目指しＦＡＱの作成等、技術情報の公開に係るページの作成
を積極的に進めて行きたいと考えている。また、当研究所のみが成し得る独自のサービ
スであり、発話音声分析による心身状態診断技術の更なる発展に結びつけて行きたいと
考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 発話分析サービス利用のためのインターネット初期アクセス画面 】 
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５５５５．．．．ホームページホームページホームページホームページのののの改善改善改善改善・・・・充実充実充実充実    
研究所の研究内容を子供を含めた幅広い層の人々に理解してもらうことを目的として、

ホームページに「キッズページ」のコーナーを新設した。 
このページの最初のコンテンツである「電子航法たんけんたい」では、電子航法につ

いての歴史、現状などをアニメーションで紹介した。また、電子航法にかかる施設につ
いてキャラクター化を行い、施設をより身近に感じることが出来るように努めた。 
今後は年に数コンテンツずつ増やし、研究所の研究内容についての広報・普及を図り

たいと考えている。 
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

 

【 キッズページ画面 】 
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■資  料■ 
 



 

 

 
 



【【【【資料資料資料資料１１１１－－－－１１１１    平成平成平成平成１５１５１５１５年度実施年度実施年度実施年度実施    重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題（（（（新新新新しいしいしいしい通信技術通信技術通信技術通信技術））））】】】】 
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１１１１．．．．新新新新しいしいしいしい通信技術通信技術通信技術通信技術にににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    
 
（（（（１１１１））））データデータデータデータ通信対応管制情報入出力通信対応管制情報入出力通信対応管制情報入出力通信対応管制情報入出力システムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究    

（平成１２年度～１６年度） 
（目的） 

管制官・パイロット通信（ＣＰＤＬＣ）/管制機関間データ通信（ＡＩＤＣ）
などに対応した次世代管制卓を開発する。 
 

（主な成果） 
・ データ通信と音声通信が併用される状況における管制業務に対応するＣＰＤ
ＬＣ／ＡＩＤＣ機能評価用レーダ管制卓機能評価用モックアップを製作した。 

・ データ入出力用デバイスとしてＰＤＡをリモコンとして調整した。 
・ 利用者開放型プラットフォームについてレーダ・イメージ表示ディスプレイ
を除き、モックアップとして製作した。 

・ 知識業務支援機能について、業務支援ツール類と共に、特許として取り纏め
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 高度知的管制業務支援システムの構築プロセス 】 
 



【【【【資料資料資料資料１１１１－－－－１１１１    平成平成平成平成１５１５１５１５年度実施年度実施年度実施年度実施    重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題（（（（新新新新しいしいしいしい通信技術通信技術通信技術通信技術））））】】】】 
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（（（（２２２２））））航空管制用航空管制用航空管制用航空管制用デジタルデジタルデジタルデジタル対空無線対空無線対空無線対空無線システムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究    

（平成１２年度～１６年度） 
（目的） 

信頼性が高く、かつ、リアルタイム通信が可能な航空管制用の音声／データ
共用の通信システム（ＶＤＬモード３）を開発する。 

    
（主な成果） 
・ 前年度に引き続き、ＶＤＬモード３実験システムの開発を進めた。本年度は、
サブネットワーク層通信、通信シナリオの生成等を司る地上センター局通信制
御機能及びATNとの連接機能を開発した。 

・ 室内及び飛行実験により、ＶＤＬモード３のデータ・音声通信性能及び地上
局間ハンドオフ性能について評価し、一部現行のシステム基準等に問題がある
こと、その他はほぼ所要の性能レベルが得られていることを確認した。 

・ ＶＤＬモード３のデジタル音声通信の品質について、客観的評価手法を用い
て評価し、現行アナログ対空無線通信等との比較検証を行った。 

 ・ 実験航空機内でのＶＤＬモード３と現行アナログ対空無線通信システムとの
電波干渉実験を行い、実験機内における電波干渉（コサイト干渉）レベルを明
らかにした。 
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（（（（３３３３））））統合化統合化統合化統合化データリンクサービスデータリンクサービスデータリンクサービスデータリンクサービスのののの研究研究研究研究    
（平成１３年度～１６年度） 

（目的） 
     高信頼で、しかもインターネットのように自由に利用できる、音声通信とデ

ータ通信を統合した航空通信用のデータリンクを開発する。 
 

（主な成果） 
・ ＶＤＬモード３を用いたデータ通信を行うため、実験システムにＶＤＬモード 
３とのインタフェースを製作した。 
・ ＡＴＮルータとＶＤＬモード３間の連接試験を行った。 
・ 連接試験の結果、データの再送信時に通信プロトコルレベルでいくつかの不具
合事項が判明した。これらの不具合は平成１６年度の評価実験までに改修する。 

・ 空対地の通信アプリケーションの一つであるＤＦＩＳ（ディジタル・フライト 
情報業務）用にＭＥＴＡＲデータベースを製作した。 

・ 前年度試作したＡＴＮセキュリティの動作確認を行い、文献などの調査から 
他の分野で用いられているＰＫＩ（公開鍵基盤）技術と矛盾がないか確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 ＡＴＮ国際接続実験システム構成図 】 
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２２２２．．．．新新新新しいしいしいしい航法航法航法航法システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    
 
（（（（１１１１））））次世代衛星航法次世代衛星航法次世代衛星航法次世代衛星航法システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１２年度～１５年度） 
（目的） 

わが国における次世代衛星航法システムの最有力候補である準天頂衛星を用
いる衛星測位システムの検討を行い、その有効性を定量的に明らかにする。 
 

（主な成果） 
・ 日本周辺をサービスエリアとする準天頂衛星システムについて、これまでに
開発した測位精度・アベイラビリティ・コンティニュイティ・インテグリティ
計算プログラムを改良利用し、このシステムの有効性を評価した。この評価結
果は高精度測位補正技術に関する研究の検討に有効利用した。 

    以下に準天頂衛星システムを利用した場合の計算結果を示すが、これを利用
することにより測位精度及びアベイラビリティが向上することが分かる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 ＧＰＳ衛星のみの場合と準天頂衛星を用いた場合の水平面測位精度の比較 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ＧＰＳ衛星のみの場合と準天頂衛星を用いた場合のアベイラビリティの比較 】 
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（（（（２２２２））））静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強システムシステムシステムシステムのののの性能向上性能向上性能向上性能向上にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１１年度～１５年度） 
（目的） 

ＧＰＳ機能を補強する静止衛星型衛星航法補強システム（ＳＢＡＳ）を  
構成する要素技術について、それらの性能向上の方策について研究する。 
 

（主な成果） 
・ 利用者側における測距精度評価指標（ＵＤＲＥ）評価、電離層伝搬遅延・
マルチパス解析、時刻差測定装置応用部の製作、時刻差測定実験を実施した。
サービスボリューム・モデル（ＳＶＭ）実データ機能向上、２周波数化信
号受信方式検討、干渉波測定を実施した。この結果、測位精度の向上およ
び有効性の向上が可能であることを明らかにした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 ＭＳＡＳ ＳＶＭ計算例 】 
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（（（（３３３３））））高高高高カテゴリーカテゴリーカテゴリーカテゴリー運用運用運用運用がががが可能可能可能可能なななな次世代着陸次世代着陸次世代着陸次世代着陸システムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究    
（平成１３年度～１６年度） 

（目的） 
       低視程時においても航空機の自動着陸が可能となる、ＧＰＳなどを利用した

高精度・高信頼性の地上補強型次世代着陸システム（ＧＢＡＳ）を開発する。 
 

（主な成果） 
・ データの処理能力を向上させる GBAS のデータ処理装置の改修を行い、システ
ムの補強データの伝送時間をおよそ 1.5 秒から 0.6 秒に短縮することができ、
ＩＬＳ ＣＡＴ-III の警告時間の要求要件を満足する目処が付いた。 

・ 平成１５年度の飛行実験において、垂直方向の航法精度（95％値）は、航空
機の受信機を基準局の受信機と同一機種にした場合 0.82 m であるのに対して、
異機種を使った場合 1.06 m となり約 30 %増加することがわかった。 

・ 高カテゴリーＧＢＡＳにおいて必要なＧＰＳ衛星から放送される信号の品質
を監視するＧＰＳ信号品質監視装置の性能を評価するために、擬似的にＧＰＳ
衛星故障時の信号を発生する装置を開発し、ＧＰＳ信号品質監視方式の評価に
関する実験を行った。 

・ シャープカットオフ特性 2.0 dB/deg.を持つＧＢＡＳ基準局用の 21素子ＧＰ
Ｓアレイ受信アンテナを開発した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                【 実験システム概念図 】 
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３３３３．．．．新新新新しいしいしいしい監視監視監視監視システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    
 
（（（（１１１１）ＡＳＡＳ）ＡＳＡＳ）ＡＳＡＳ）ＡＳＡＳ用用用用データリンクデータリンクデータリンクデータリンク方式方式方式方式のののの電磁環境電磁環境電磁環境電磁環境にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１２年度～１６年度） 
（目的） 

ＩＣＡＯの「監視及び異常接近回避システムパネル」の検討課題に係わるも
ので、航空機間隔維持支援装置（ＡＳＡＳ）用データリンクの電磁信号環境と
その中での性能を予測する手法を開発する。 
 

（主な成果） 
・ ＡＳＡＳ実験装置を改造し、覆域を６０ＮＭまで拡張した。 
・ 電磁信号環境の測定値と予測値の誤差の原因を飛行実験により解明した。 
・ 実験結果を基に、電磁信号環境予測手法の想定事項に変更を加え計算精度を
向上させた。 
・ 以上の成果は、年２回開催される国際民間航空機関の監視及び衝突回避シス
テムパネル（ＩＣＡＯ ＳＣＲＳＰ）の作業部会に報告した。 

・ ASAS 用データリンク方式の改良を目指し、その復号方式を試験するための受
信波形サンプルを取得した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 非同期混信妨害の発生概念図】 
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（（（（２２２２））））ヘリコプタヘリコプタヘリコプタヘリコプタのののの障害物探知障害物探知障害物探知障害物探知・・・・衝突警報衝突警報衝突警報衝突警報システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（平成１２年度～１６年度） 

（目的） 
ヘリコプタの事故防止のためのヘリコプタ障害物探知・衝突警報システム開
発に必要な技術について研究する。 

    
（主な成果） 
・ 赤外線、カラーカメラからの画像を高速（毎秒３０枚）で 融合表示するアル
ゴリズムを開発した。 

・ 赤外線、カラー画像およびレーダ情報の融合表示法および表示装置を開発し
た。 

・ ヘリコプタ搭載型障害物探知システムの設計・製作、搭載準備を実施した。 
・ 電波天文用ミリ波アンテナの性能測定を実施した。 

 
 
 
 
 
 
                                                      【 カラー画像、 

赤外線画像融合表示 】      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 カラー画像、赤外線画像、 
レーダデータ融合表示  】 
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（（（（３３３３））））データリンクデータリンクデータリンクデータリンクによるによるによるによる航空機等航空機等航空機等航空機等のののの監視監視監視監視システムシステムシステムシステム高度化高度化高度化高度化のののの研究研究研究研究    
（平成１１年度～１５年度） 

（目的） 
       大空港で交通量が多い場合や夜間・霧等で視界が悪い時においても空港内を

走行する航空機や車両の的確な監視を可能とするシステムを開発する。 
 

（主な成果） 
・ データリンクのマルチチャネル化によって処理容量を大幅に拡大できる３チ
ャネル対応型空港面監視実験システムの性能試験を新千歳空港で実施し、無線
データリンクの中継局として空港内の複数の個所に設置した基地局の効率的な
運用方式について実験的検証を行ってその有効性を確認した。 

・ 当研究所で研究・開発している他の空対空／地データリンクやディジタル化
空港面探知レーダ（ＡＳＤＥ）とデータを共有化するための統合化システムの
設計・製作と連接試験を行い、航空機と車両が同一の画面上でリアルタイムに
監視できることを仙台空港における実験で確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 統合型空港面ＡＤＳシステム航跡記録例 】 
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（（（（４４４４））））放送型放送型放送型放送型データリンクデータリンクデータリンクデータリンクによるによるによるによる航空機監視航空機監視航空機監視航空機監視のののの研究研究研究研究    
（平成１３年度～１７年度） 

（目的） 
       航空交通安全性確保のもとに航空需要増大に対処できる、新しい監視システ

ム（放送型自動従属監視）を補完機能（マルチラテレーション）とともに開発
する。 

（主な成果） 
・ 受信局および送受信局を製作して、評価システムを完成させた。 
・ 仙台空港に評価システムを設置して、マルチラテレーションの機能試験を行
い、評価システムは正常に機能することを確認した。 
・ 空港面において放送型自動従属監視（ＡＤＳ－Ｂ）とマルチラテレーション
の評価試験を行い、データを解析するとともに現状の問題点を把握して解決策
の検討を進めた。 

・ 空港近傍におけるＡＤＳ－Ｂとマルチラテレーションの評価試験を行い、基
礎データを取得した。 

（国際交流・貢献） 
ＩＣＡＯ ＳＣＲＳパネルのワーキンググループ会議および技術作業部会に
参加して、当所の ADS-B の評価状況および日本における二次監視レーダ（ＳＳ
Ｒ）モードＳの運用状況等を報告した。また、ＳＳＲモードＳに関するＩＣＡ
Ｏ標準の不明確な部分について修正案を提案し、本提案が承認された。 
 

 
 
 
 
                        
 

【 システム配置 】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

【 実験結果 】 



【【【【資料資料資料資料１１１１－－－－４４４４    平成平成平成平成１５１５１５１５年度実施年度実施年度実施年度実施    重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題重点研究開発課題（（（（新新新新しいしいしいしい航空交通管理航空交通管理航空交通管理航空交通管理））））】】】】 

-131- 
 

４４４４．．．．新新新新しいしいしいしい航空交通管理航空交通管理航空交通管理航空交通管理にににに関関関関するするするする研究開発研究開発研究開発研究開発    
 
（（（（１１１１））））航空路航空路航空路航空路のののの安全性評価安全性評価安全性評価安全性評価にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１４年度～１７年度） 
（目的） 

ＩＣＡＯの「管制間隔・空域安全パネル」の検討課題に係わるもので、航空
路の安全性評価法とその応用方法を確立する。 

 
（主な成果） 
・ 北太平洋航空路における横方向オフセット（進行方向右２ＮＭ）導入時の横
方向衝突危険度を試算した結果、想定条件下でオフセットを導入しても目標安
全度は確保できることが分かった。 

・ モンテカルロ法により、今後に導入が検討されているＡＤＳ環境下で縦間隔
３０ＮＭを適用したときの縦方向衝突危険度を推定した。これにより、ＡＤＳ
の位置通報間隔と縦方向衝突危険度との関係を明らかにした｡ 

・ ＧＰＳ搭載機の横方向経路逸脱量を解析し、航法精度と分布を近似する分布
モデルを明らかにした。 

     ・ 北太平洋航空路における近接通過頻度の長期的変化を調べ、その特徴を明ら
かにした。 

     ・ 多量のＡＤＳ通報を解析し、予測誤差の諸特性を明らかにした。特に、運航
者別や航空機種別の分布の差異、分布を近似するモデルを明らかにした。 

     ・ 航空における安全目標と安全性評価手法の調査を行い、幾つかの知見を得た。 
 

以上の成果は従来の経緯と同じように、ＩＣＡＯでの検討に反映され、国際
標準及び勧告を経て、適切な時期に行政部局で活用されるものである。 

ＧＰＳ搭載航空機の増
加に伴い、横方向の経
路誤差が小さくなる。 

 
 
垂直間隔を 1000ｆｔに
短縮すると、垂直方向
の衝突危険度が増す恐
れ がある。 

  
航空機の運航を航空路
の横方向にオフセット
し、安全性の維持を図
る。 
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（（（（２２２２）ＡＴＭ）ＡＴＭ）ＡＴＭ）ＡＴＭ環境下環境下環境下環境下におけるにおけるにおけるにおける洋上空域効率的運用手法洋上空域効率的運用手法洋上空域効率的運用手法洋上空域効率的運用手法にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（平成１４年度～１６年度） 

（目的） 
利用する洋上気象予報周期を短縮することにより、洋上飛行の効率性を向上
させる手法を研究する。 

 
（主な成果） 
・ 動的経路計画シミュレータによるシミュレーションで，洋上空域内のコンフ
リクトの発生状況を求めた。 

・ 洋上経路の効率性を燃料消費量と飛行時間に換算し、定量的に評価した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 動的経路シミュレーション表示 】 
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（（（（３３３３））））大空港大空港大空港大空港におけるにおけるにおけるにおける効率的効率的効率的効率的なななな運航運航運航運航をををを確保確保確保確保するためのするためのするためのするための後方乱気流後方乱気流後方乱気流後方乱気流にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（平成１４年度～１７年度） 

（目的） 
大型航空機により発生する後方乱気流の検出が可能な装置を開発すると共に、

後方乱気流のデータ収集と解析を行い管制官への情報提供方法について検討する。 
 
 
 
 
                                 【 後方乱気流 
                                   イメージ図 】 
 
 
 
 
 

 
（主な成果） 
・ 平成１４年度に実施した調査を基に、レーザを用いた後方乱気流検出装置を
製作した。 
・ 平成１４年度に実施した調査を基に、下表に示すようなレーザを用いた後方
乱気流検出装置（図１）を製作した。後方乱気流は、上図のように翼の両端よ
り機体の内側に巻き込む二つの渦が発生する現象である。この渦に小型機が進
入すると、機体が不安定になり、横転・墜落する場合もある。この二つの渦は
旋回方向が逆なため、レーザで渦の風速を測定した場合、視線方向の速度が上
下左右で＋－の組み合わせになる。この性質を利用したパターンマッチング法
で後方乱気流の位置を算出することができる。今回製作した後方乱気流検出装
置は、距離分解能が 30ｍと大型航空機の全幅の半分以下なため、パターンマッ
チング法を用いることで後方乱気流の強さと位置とを検出することが可能で
ある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 性能 

ライダ方式 コヒーレント方式 

レーザ波長 1.54μm  

パルス幅 0.2μs 以下 

レーザ PRF 4KHz 

出力開口径 100mm 

観測処理範囲 2.4km 

最小測定距離 500m 以下 

距離分解能 30m  

風速測定範囲 ±30m/s 以上 

水平 0～360 度 スキャン 
走査範囲 垂直 -5～+185 度 

走査速度 20 度／秒 

角度分解能 0.01 度 

最大積分回数 16、000 回 

図 1 後方乱気流検出装置 
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・ 仙台空港を離陸する航空機は、図 2に示すように通常山側に向かって離陸し、
左旋回する。また、図３のように滑走路のほぼ中心で路面を離れ、滑走路上空
で旋回を始める。このような離陸コース上の後方乱気流を検出可能な場所とし
て当研究所岩沼分室の屋上が最適と考え、後方乱気流検出装置に必要な電源と、
検出プログラムを自動開始するために空港面探知レーダとの接続用ＬＡＮケ
ーブルを整備した。 
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１１１１．．．．事前評価実施課題事前評価実施課題事前評価実施課題事前評価実施課題    
 
（（（（１１１１））））航空機航空機航空機航空機のののの動態情報動態情報動態情報動態情報をををを利用利用利用利用するするするするコンフリクトコンフリクトコンフリクトコンフリクト検出手法検出手法検出手法検出手法のののの研究研究研究研究    
    
① 研究開発期間：平成１６年度～２０年度 
 
② 研究の目的 

現状のレーダ情報処理システムで航空機の異常接近を検出するコンフリクト
（注）機能は、ＡＲＳＲ／ＳＳＲ（航空路監視レーダ／二次監視レーダ）からのレ
ーダ情報等を基に検出しているため、コンフリクト不要警報及び警報の検出遅れ
が発生する要素を含んでいる。 
航空の安全のためには、より精度の高いコンフリクト予測検出が望まれている

ことから、航空機のＦＭＳ（飛行管理システム）データ（航空機の磁針路、速度、
高度変化率等の状態データ及び選択磁針路、選択高度、選択経路などの意図デー
タ）をＳＳＲモードＳの地上喚起コムＢ（GICB；Ground Initiated Comm B）プロ
トコルにより取得し、精度の高い航空機の飛行プロファイルの予測とコンフリク
トを検出するための手法等を開発する。 

 

（注）コンフリクトとは、「航空機同士、航空機と山岳等との最低間隔基準が損なわ
れている状況」である。 

 

③ 研究目標 
¾ レーダデータを解析し、航空機運航モデルを開発する。 

¾ 航空機の機上装置からＳＳＲモードＳのＧＩＣＢプロトコルにより取得した
情報を利用してコンフリクトを検出する手法を開発する。 

¾ コンフリクト検出評価システムを開発する。 

¾ 航跡監視機能を開発する。 

¾ ＦＭＳデータを用いてコンフリクトを検出するための運用方式を開発する。 

 
④ 研究成果の活用 
¾ 航空機のＦＭＳ機上装置の普及に合わせて次期レーダ情報処理システム、次期
航空路管制卓及び無線施設の性能向上を行い、航空機の動態情報を利用するコ
ンフリクト検出手法の導入が期待できる。 

¾ コンフリクト不要警報の発生及び警報の検出遅れを防ぐとともにレーダ情報
処理システムのコンフリクト検出機能を向上することにより、航空管制官の状
況認識の向上、航空交通の安全性の向上が期待できる。 

 
⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を実施する意義の妥当性 

「妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ 管制機関が介在したニアミス、空中衝突事故が近年発生しており、コンフリク
ト検出機能の抜本的改善は喫緊の課題と考えられる。 

¾ この研究によってコンフリクト検出手法に改善が見られれば、航空交通の安全
性確保の観点から大変有意義であり大いに期待したい。 
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【 シミュレーションによって発生さ   
たコンフリクト（便名等は仮名） 】 

 
 
 
 
 
 
 
 

FMS等の航法装置

SSRモードS
トランスポンダ

GICB質問

GICB応答

航空機

飛行計画データダウンリンクデータ観測位置データ

レーダ追尾・将来位置予測

距離・方位観測

コンフリクト検出

コンフリクト警報・ターゲット表示

SSRモードS
地上局

GICB:Ground Initiated Comm Bプロトコル
     地上喚起コムBプロトコル
ダウンリンクデータ:針路、速度、選択高度、
                  高度変化率、ロール角など

 
 

【 コンフリクト検出の概念図 】 
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（（（（２２２２））））航空交通管理航空交通管理航空交通管理航空交通管理におけるにおけるにおけるにおける新管制運用方式新管制運用方式新管制運用方式新管制運用方式にににに係係係係るるるる容量値容量値容量値容量値にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
    
① 研究開発期間：平成１６年度～１９年度 
 
② 研究の目的 

現在、ＡＴＦＭ（航空交通流管理）の航空路セクタの容量は、レーダ席の管制
官の作業量から算出される。作業量は、航空路セクタ毎に飛行種別毎の作業時間、
作業毎の困難度指数及び管制官が判断に要する時間をもとに算出される。交通量
の増加に伴い混雑セクタでは定常的に航空機の遅延が発生しており、今後も遅延
の増加が予想される。 
これをさけるため、セクタ（注）再編や運用方式の変更による円滑で遅延の少な

い航空交通流の制御が必要となるが、現在用いられている管制官の実測データを
用いた容量値計算は多大な時間を要する。 
このため本研究では、短時間で容量値を推定・設定する方法を開発するもので

ある。 
 
（注）セクタとは、管制官毎に担当する管轄空域である。 

 
③ 研究目標 
¾ 航空路セクタの容量値推定・設定方法を検討するため、管制官の作業量等を詳
細に分析する。 

¾ 航空路管制シミュレータを改修するとともに航空交通流管理シミュレータを
製作し、今後導入予定のＲＶＳＭ（短縮垂直間隔）、航空路再編など新たな運
用方式を想定した計算機シミュレーション及びリアルタイムシミュレーショ
ンを代表的なセクタで行う。また、この結果をもとに、導入効果（取り扱い機
数の増大）の定量化を図る。 

 

④ 研究成果の活用 
¾ セクタ再編や航空路再編に対応した容量値の事前推定に活用できる。 

¾ 管制の運用方式の変更に対応した容量値の事前推定に活用できる。 

 
⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を実施する意義の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ 増加する航空交通を安全かつ効率的に管制するためには、セクタ分割等の量的
拡大ではなく、空域再編や運用方式の改善による対応が求められており、簡便
かつ管制官の納得の得られる容量値算定手法の開発は極めて重要である。 
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                                                       【 国内航空旅客輸送量予測 】 

（出典：国土交通省ＨＰ） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               【 羽田空港における 

容量値の計算 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【【【【    容量値容量値容量値容量値のののの算出方法算出方法算出方法算出方法    】】】】 

実際の管制での
・通信データ
・入力データ
・運航票記入データ
　など

1.現在の容量値算出方法

2.将来の容量値算出方法

解析

作業分析結果から
30分間あたりの
適正適正適正適正なななな作業量
　↓
容量値

問題点問題点問題点問題点
・解析に時間がかかる
・空域構成が変わると使えない
・実測ベースなので事前解析は
できない 空域の変化に応じて事前

に数値を出し，評価する
方法が求められている

管制官の実際の管制業務
結果を使わず，空域空域空域空域のののの物物物物
理的理的理的理的なななな量量量量のみで容量値を
推定できないか？

現行の
作業量と
容量値

空域の形状，航空路
の構成，航空交通
流，交通量など

検証

いくつかの推定手法による
量（アルゴリズム）と容量値

空域の物理量や航空交通流
は変わらず，運用方式
（RVSM，通信方式など）が
変更された時，適正な作業
量はどうなるか？

運用方式変更後の
適正作業量（交通量）
の算出方法が求められ

ている

管制官が忙しい時間帯や，
交通量の多い時間帯を事前
に推定できるか？

新しい量（アルゴリズ
ム）と容量値の提案

運用方式変更後の
ATFMパラメータ(現
行の作業量のアル
ゴリズムの枠組
み）の算出
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（（（（３３３３））））静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強静止衛星型衛星航法補強システムシステムシステムシステムのののの２２２２周波対応周波対応周波対応周波対応にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
    
① 研究開発期間：平成１６年度～１９年度 
 
② 研究の目的 

ＧＰＳは、新たな周波数（Ｌ５）の追加による性能向上が計画されている。 
現在のＳＢＡＳ（静止衛星型衛星航法補強システム）は１周波しか使用しない
ことから、電離層活動の影響を受け易く、航空機の精密進入に使用するためには
信頼度、有効性に限界があるが、ＳＢＡＳが２周波を利用できるようになれば、
精度、有効性が改善され、精密進入を実現できる可能性が大きくなる。 
ＳＢＡＳによる精密進入が可能になれば、就航率の改善等により航空利用者の

利便が大幅に向上し多大な便益をもたらすことから、その実現が強く望まれてい
る。 
このため、本研究では２周波を利用したＳＢＡＳのインテグリティ、精度、利

用性への影響を研究するものである。 
 
③ 研究目標 
¾ ２周波による電離層遅延算出アルゴリズム及び２周波電離層遅延測定装置を
開発し測位精度及びインテグリティを向上する手法を開発する。 

¾ ２周波ＳＢＡＳの性能・機能の検討及びシステム性能評価方法を開発する。 

¾ 電離層モデルの比較検討及びデータ同化による電離層モデル精度向上により
電離層遅延測定信頼範囲の改善を行う。 

¾ ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）技術基準の策定に必要な２周波システムの機
能・性能に関する資料作成を行う。 

 
④ 研究成果の活用 
¾ ＣＡＴ－Ⅰ精密進入に必要なＳＢＡＳ技術の開発ができ、ＭＳＡＳ（ＭＴＳＡ
Ｔ（運輸多目的衛星）を用いたＳＢＡＳ）による精密進入が可能となる。セク
タ再編や航空路再編に対応した容量値の事前推定に活用できる。 

¾ 国土交通省の次期ＭＴＳＡＴ及びＭＳＡＳの調達仕様書への反映が図られる。 
¾ ＩＣＡＯによる２周波ＳＢＡＳのＳＡＲＰｓ（標準及び勧告方式）検討に活用
できる。 

 
⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を実施する意義の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ 本研究によりＳＢＡＳによるＣＡＴ－Ⅰ精密進入の技術資料がＩＣＡＯに提
出できれば、その意義は極めて大きい。 

¾ 我が国近傍や赤道付近の電離層の乱れは、ＳＢＡＳ利用の大きな障害となって
いるので、シンチレーション対応を含めて２周波対応による改善の見通しを定
量的に行うことが望まれる。 
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【 研究とその効果 】 

 
 
（（（（４４４４））））Ａ－ＳＭＧＣＡ－ＳＭＧＣＡ－ＳＭＧＣＡ－ＳＭＧＣシステムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究    
    
① 研究開発期間：平成１６年度～２０年度 
 
② 研究の目的 

近年の幹線空港等の大規模化に伴う空港面レイアウトの複雑化および空港需要
増大に伴う高密度運航に対応するため、また、夜間や霧などで視程が低い状況下
でも航空機等の安全で円滑な地上走行を確保すると共に管制官の負荷を軽減する
ため、これを可能とする先進型地上走行誘導管制（Ａ－ＳＭＧＣ）システムの早
期研究、開発、導入が社会的に求められている。 
このため、本研究でＡ－ＳＭＧＣシステムの早期開発・導入を目指すものであ

る。 
 
③ 研究目標 
¾ システム検討及び基本設計を行う。 

¾ 監視機能の研究として、複数の監視センサから得られるデータの統合技術を開
発する。 

¾ 経路設定／誘導機能の研究として、監視センサで得られた移動体の位置・識
別・進行方向・速度等のデータを使用して機能実現に必要な処理アルゴリズム
を開発する。 

¾ 管制機能の研究として、情報の入力・操作等を可能とする入出力システムを開
発する。 

静止衛星

データ処理部RF部

近代化GPS衛星

電子密度

高
度

350km

電子密度の高い領域の高度
は場所・時刻により異なる。

マルチパスによる誤差

補正情報
インテグリティ情報

電波干渉の影響

２周波電離層遅延測定装置

電離層

電離層モデル

季節、場所、時刻、太
陽活動等を入力として
垂直方向の電子密度
を計算する。

①２①２①２①２周波周波周波周波によるによるによるによる電離層遅延算出電離層遅延算出電離層遅延算出電離層遅延算出アルゴリズムアルゴリズムアルゴリズムアルゴリズムおよびおよびおよびおよび２２２２周波電離層遅延周波電離層遅延周波電離層遅延周波電離層遅延
　　　　測定装置開発測定装置開発測定装置開発測定装置開発
　　　　・・・・　　　　測位測位測位測位のののの信頼範囲信頼範囲信頼範囲信頼範囲のののの向上向上向上向上によりによりによりにより精密進入精密進入精密進入精密進入のののの有効性有効性有効性有効性がががが向上向上向上向上するするするする。。。。
　　　　・・・・　　　　2222周波数周波数周波数周波数によるによるによるによる電離層遅延測定精度電離層遅延測定精度電離層遅延測定精度電離層遅延測定精度がががが実証実証実証実証できるできるできるできる。。。。
②２②２②２②２周波周波周波周波システムシステムシステムシステム性能評価方法性能評価方法性能評価方法性能評価方法のののの研究研究研究研究
　　　　・・・・予測性能評価予測性能評価予測性能評価予測性能評価がががが可能可能可能可能となるとなるとなるとなる。。。。

③③③③バックアップシステムバックアップシステムバックアップシステムバックアップシステムのののの研究研究研究研究
　　　　・・・・　　　　電離層遅延測定電離層遅延測定電離層遅延測定電離層遅延測定のののの信頼範囲信頼範囲信頼範囲信頼範囲４４４４－－－－５５５５ｍｍｍｍがががが３３３３ｍｍｍｍ以下以下以下以下にににに改善改善改善改善されるされるされるされる。。。。
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④ 研究成果の活用 
¾ 滑走路と誘導路の配置が複雑な大規模空港における航空機及び車両の地上走
行効率の向上が図られる。 

¾ 低視程時における安全な地上走行の確保と運航の継続、衝突及び滑走路誤進入
の防止が可能になる。 

¾ 管制官の状況認識の向上による管制業務のワークロード軽減等に寄与できる。 
 

⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を実施する意義の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ 巨大空港の地上面交通管理は極めて重要な問題となりつつあり、本研究の早期
の実用化が望まれる。 

¾ 羽田空港の再拡張完成に合わせたＡ－ＳＭＧＣシステムの導入が想定される
ので、行政に対する具体的なシステム提案を積極的に行うことが期待される。 
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（（（（５５５５））））無線測位無線測位無線測位無線測位におけにおけにおけにおけるるるるマルチパスマルチパスマルチパスマルチパス誤差低減誤差低減誤差低減誤差低減にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
    
① 研究開発期間：平成１６年度～１９年度 
 
② 研究の目的 

空港等の測位システムでは電波の多重反射（マルチパス）が誤差の要因となっ
ており、その対策はまだ十分に研究されていない。また、ＧＰＳや準天頂衛星シ
ステムは、空港より遥かにマルチパスの発生しやすい都市部でも利用される。 
本研究ではマルチパス対策を検討し、各種システムで利用できる誤差の少ない

測位手法を開発する。 
 

③ 研究目標 
¾ 空港面上のマルチパスが多い場所において、誤差６ｍ以下の測位手法を開発す
る。 

¾ 各種航法システムで応用可能なマルチパス誤差の少ない測位手法を開発する。 
¾ 各種マルチパス誤差パラメータにおけるマルチパス誤差特性の技術資料を作
成する。 

 
④ 研究成果の活用 
¾ 測位システムへの活用が図れる。 

¾ 各種測位システムにおけるマルチパス誤差の予測に活用できる。 

 
⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を実施する意義の妥当性 

多くの評議員より「妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

多くの評議員より「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ マルチパス誤差低減という一般的目標を立てているが、個々のシステムでもマ
ルチパス対策には様々な研究が行われており極めて難しい課題と思われる。研
究計画の具体化に当たって何を狙うのか、より一層明確にする努力が望まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    【 測距を基にした測位におけるマルチパスの影響 】 
 

受信信号はマル
チパス信号の強
さと位相により
複雑に変化 

（注）空港面はターミ
ナル・ビル、格納庫等
のマルチパスの原因
となる建物が多い。都
市部も高層ビル等が
林立し、マルチパスが
発生しやすい｡ 
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２２２２．．．．中間評価実施課題中間評価実施課題中間評価実施課題中間評価実施課題    
 
（（（（１１１１））））ＡＳＡＳＡＳＡＳＡＳＡＳＡＳＡＳ用用用用データリンクデータリンクデータリンクデータリンク方式方式方式方式のののの電磁環境電磁環境電磁環境電磁環境にににに関関関関するするするする研究研究研究研究（【資料１－３】参照） 
    
① 研究開発期間：平成１２年度～１６年度 
 
② 研究の目的 

飛行中のパイロットに対して、周囲の航空機の位置情報など空域状況認識を向
上させるとともに、安全に航行させるための ASAS（航空機間隔維持支援装置）に
関する技術的課題を解決する。また、今後の機器開発の基礎となる技術を得る。 

 
③ 研究目標 
¾ 長時間録音可能な電磁信号環境記録装置及びＡＳＡＳ実験装置を製作し、ＡＳ
ＡＳが使用する通信チャネルの電磁信号環境やＡＳＡＳ信号の通信性能を測
定する。 

¾ ＡＳＡＳ用データリンクで使用する通信チャネルについて電磁信号環境の予
測手法を開発し、飛行実験等によりその精度を検証する。 

¾ ＡＳＡＳ用データリンク及び通信チャネルを共用する機器の双方が、その電磁
信号環境の中で発揮し得る性能を予測する手法を開発する。 

¾ 同様な予測手法が適用できる各種システムについて、信号干渉評価や設計改良
等に関する基礎技術を取得し蓄積する。 

 
④ これまでに得られた研究の成果 
¾ 受信波形を２時間以上連続記録する性能を有する電磁信号環境記録装置及び
ＡＳＡＳ実験装置を開発し、研究に活用している。 

¾ 電磁信号環境予測シミュレーション手法を開発した。また、実験で得られた知
見を元に、同シミュレーションの改良手法を考案した。 

¾ ＳＳＲなど各種二次レーダの信号環境と性能について、測定や予測誤差要因推
定に関する知見を得た。また、医学界で用いられている薬効検定手法を応用し
て信号干渉評価手法を開発し、活用している。 

 
⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を継続することの妥当性 

「妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ 研究での問題点とその解決方法を研究成果の発表を通して明確に示して欲し
い。 

¾ 航空機の運航時のパイロットの監視や判断を支援するツールの必要性は近年
ますます高まっており、ASAS 用データリンク方式の信号環境に関する研究は
時宜に合ったものである。 

¾ 日本に適したＡＳＡＳ導入方式を選定する時まで、本研究を継続する必要があ
る。また、研究の成果をこれから提案される ASAS 導入方式の評価用ツールと
して活用して欲しい。 
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（（（（２２２２））））航空管制用航空管制用航空管制用航空管制用デジタルデジタルデジタルデジタル対空無線対空無線対空無線対空無線システムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究（【資料１－１】参照）    
    
① 研究開発期間：平成１２年度～１６年度 
 
② 研究の目的 

      航空管制用の新規 VHF 空地データリンクシステムとして、ＶＨＦデジタルリン
ク・モード３（以下、「ＶＤＬ３」）の研究、開発及び評価を行い、将来の実シス
テム構築における技術上の課題、対応策を明らかにすることを目的とする。 

 
③ 研究目標 
¾ ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）のＳＡＲＰｓ（標準及び勧告方式）に適合した
ＶＤＬ３システムの開発、試作及び評価を行う。 

¾ ＶＤＬ３と他システムとの間の電波干渉の評価、及び干渉回避に必要なチャネ
ル離隔の検討を行う。 

¾ 多様な通信環境においてＶＤＬ３の通信性能を模擬可能なシミュレーショ
ン・ソフトウェアの開発、及びこれを用いたＶＤＬ３運用性能の評価を行う。 

 
④ これまでに得られた研究の成果 
¾ ＶＤＬ３実験システムの開発及びこれを通じたシステム設計に係る技術デー
タを取得した。 

¾ ＶＤＬ３と他のＶＨＦ対空地通信システムとの電波干渉の解析と必要なチャ
ネル離隔に関するデータを取得し、検討を行った。 

¾ ＶＤＬ３システムの性能解析用シミュレーション・ソフトウェアを開発した。 
 

⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を継続することの妥当性 

「妥当である」との評価を受けた。 
    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 

「妥当である」との評価を受けた。 
    ｃ）主なコメント 

¾ ＩＣＡＯのＡＭＣＰ（航空移動通信パネル）だけでなく、国内を含め幅広く成
果を発表してほしい。 

¾ ＦＡＡ（米国連邦航空局）等の動向を勘案しつつ、適切な対応が行われている。 
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【 ＶＤＬモード３実験システム構成図 】 
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【 ＶＤＬモード３実験システム送受信装置系統図 】 
 
 
 
 

 
 

【 ＶＤＬモード３実験システム外観 】 
 

（左上から、音声処理部、高周波部、変復調部、ＴＤＭＡ制御部、右側は通信処理部） 
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（（（（３３３３））））データデータデータデータ通信対応管制情報入出力通信対応管制情報入出力通信対応管制情報入出力通信対応管制情報入出力システムシステムシステムシステムのののの研究研究研究研究（【資料１－１】参照）    
    
① 研究開発期間：平成１２年度～１６年度 
 
② 研究の目的 

      「統合化データリンク・サービスの研究」と共に、ＡＴＮ（航空通信網）上の
アプリケーションとしてＣＰＤＬＣ／ＡＩＤＣ（管制官・パイロット間データリ
ンク通信／管制機関間データ通信）サーバ等の整備を行い、管制官側ユーザ・イ
ンタフェースのユーザビリティーの向上に資することを目的として、最新のＩＴ
技術及びデバイス等の調査から、これらを利用したＣＰＤＬＣ／ＡＩＤＣ対応次
世代データ通信対応管制卓の試作開発を進める事により、データ通信パラダイム
への移行に係る技術的な問題点を明らかにするとともに、その問題解決に向けた
技術開発を進める。 

 
③ 研究目標 
¾ 将来的な管制業務環境における管制卓について、そのコンセプトやイメージを
管制官等に対する聞取り調査等により作成し、これにより試作管制卓を実現す
る。 

¾ 試作管制卓の機能評価を行い、次世代システムに対する詳細な要件を明らかに
する。明らかになった要件を満足するものとして、さらに試作を進めるととも
にコンセプトを再構築する。これらのプロセスを繰り返しながら、次第に試作
管制卓の完成度を向上させる。 

¾ 研究目的に共通点の多い「統合化データリンク・サービスの研究」と連携して
研究を行う。さらに特殊な技術的な経験を要する研究項目については、管制用
業務機器製造業者との共同研究を実施する。 

¾ 管制情報システム及び管制卓の実現に向けた方法論について検討し、これらを
合理的に実現する開発手法の確立を目指す。 

 
④ これまでに得られた研究の成果 
¾ ＣＲＴ（ブラウン管）に代るＬＣＤ（液晶ディスプレイ）を採用し、入力デバ
イスについても工夫した機能評価用データ通信管制卓を試作した。 

¾ 利用者開放型コンセプトによる航空管制卓の実現に必要なソフトウェア・コン
ポーネントを製作した。 

¾ パソコンのグラフィック機能を向上させたプラットフォームとして、ファーム
ウェアに近いソフトウェアを製作した。 

¾ ９０％以上の認識率を有する航空管制用音声認識システムを製作した。 
¾ ウォータフォール・モデルからオブジェクト指向モデルへの移行手段としての
利用者開放型コンセプトの有効性を示した。 

¾ オブジェクト指向モデルにおけるシステムの堅牢性実現に関して、自律分散型
デザインの有効性を示した。 

 
⑤ 総合評価結果 
 ａ）本研究計画を継続することの妥当性 

「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
 

    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 
「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
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    ｃ）主なコメント 
¾ 行政の策定する将来の運用方式及び整備計画と矛盾しないよう配慮すること
が肝要である。 

¾ 航空管制業務をとり巻く環境が大きく変化しつつある今日、情報入出力システ
ムの研究は極めて重要であり、良い成果が得られることを期待している。 

¾ 目標設定、研究の進め方をもっとはっきりと示して欲しい。 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

【 試作管制卓 】                      【 ３次元表示画面 】 
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３３３３．．．．事後評価実施課題事後評価実施課題事後評価実施課題事後評価実施課題    
 
（（（（１１１１））））エンハンストエンハンストエンハンストエンハンスト・・・・ビジョンビジョンビジョンビジョン・・・・システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする基礎研究基礎研究基礎研究基礎研究    
    
① 研究開発期間：平成１０年度～１４年度 
 
② 研究の目的 

 エンハンスト・ビジョン・システムのための、画像の生成、処理、表示に関す
る基礎技術を開発するとともに、システムの導入効果の推定、霧などの視程障害
時における最低運航気象条件の緩和及びＣＦＩＴ（正常飛行状態での陸地への衝
突事故）の防止による安全な運航の実現を最終的な目的とする。 

 
注）本研究におけるエンハンスト・ビジョン・システムとは、霧などによりパイ
ロットが目で見えない部分を何らかの方法で可視化するとともに、飛行に必
要な情報を統合表示することで、パイロットの目視や判断を支援するシステ
ムである。 

 
③ 研究の成果 
¾ 可視光線センサや赤外線センサを用いて周辺情報を取得するとともに、自機の
位置や姿勢データを取得するシステムを開発した。 

¾ 可視光線画像と赤外線画像を融合表示する方法を開発した。 
¾ 取得した姿勢情報・位置情報と電子地図情報を組み合わせて合成系画像を表示
し、実際の風景と組み合わせた融合画像の処理、メッシュ表示による画像提供
方法を開発した。 

¾ 簡易型のヘッド・アップ・ディスプレイを試作し、毎秒１２フレーム以上のな
めらかな動画を伴う融合画像や実際の風景をヘッド・アップ状態で認識できる
システムを開発した。 

¾ 融合画像をパイロットにより評価し、有効なセンサ情報、情報の表示方法、動
画の提供に必要な情報を取得した。 

¾ 開発に伴う問題点や更なる開発課題を明確にした。 
 

④ 総合評価結果 
 ａ）研究成果（内容・水準）の妥当性 

「妥当である」又は「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 
 

    ｂ）目標設定・研究の進め方の妥当性 
「妥当である」又は「ほぼ妥当である」との評価を受けた。 

    ｃ）主なコメント 
¾ ハードウエアの成果は充分と見られるが、情報として何を与えるべきかについ
ては、研究成果の取り纏めを的確に行って欲しい。 

¾ 理想的なエンハンスト・ビジョン・システムを実現する要素技術の開発には、
多大な努力が必要と思われる。このため、システムの将来像（開発すべき各要
素技術の目標、運航上の便益の具体的なイメージづくり）等について運航者と
ディスカッションなど行い、研究成果を取り纏めて欲しい。 
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融合処理 

可視光画像 赤外光画像（３－５ μ ｍ） 

融合画像例 A 融合画像例 B 

【 実景画像の融合例 】 
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    １１１１．．．．指定研究課題指定研究課題指定研究課題指定研究課題    

 

（（（（１１１１））））航空機衝突防止方式航空機衝突防止方式航空機衝突防止方式航空機衝突防止方式にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（平成１４年度～１６年度） 

（目的） 
ＩＣＡＯの「監視及び異常接近回避システムパネル」の検討課題に係わるもの
で、航空機衝突防止装置（ＡＣＡＳ）の運用状況や関連機器を調査し、装置やそ
の運用方式の改良手法を開発する｡ 

 
（主な成果） 
・ ＡＣＡＳ 運用状況を調査し、その分析結果をＩＣＡＯ /ＳＣＲＳＰ作業部会
に報告した。 

・ ＡＣＡＳ 運用状況の分析のため、多変量解析を応用する手法の開発、改良を
行った。 

・ ＡＣＡＳ から ＳＳＲモードＳへのダウンリンク情報について実態調査を開
始した。 

    
    
（（（（２２２２）ＧＮＳＳ）ＧＮＳＳ）ＧＮＳＳ）ＧＮＳＳ高度計高度計高度計高度計のののの研究研究研究研究    

（平成１４年度～１７年度） 
（目的） 

全地球的航法衛星システム（ＧＮＳＳ）で高度方向の位置を得ることができ
るが、これを利用する高度計の導入に必要な資料を得る。 

 
（主な成果） 
・ 飛行実験を実施し、日本付近に特徴的な気候条件における実験データを収集
した。 

・ 気象庁による数値予報データを用いて気圧高度と GNSS 高度を相互に変換す 
る手法を考案し、実験データにより妥当性を確認した。 

・ 気圧高度計によるＧＮＳＳのインテグリティ補強手法について検討を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         【 気象庁の数値予報データを用いて補正を行った場合の誤差特性 】 
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（（（（３３３３））））高性能高性能高性能高性能なななな航空衛星通信航空衛星通信航空衛星通信航空衛星通信システムシステムシステムシステムにににに関関関関するするするする基礎研究基礎研究基礎研究基礎研究    
（平成１５年度～１６年度） 

（目的） 
       Ｌバンド（1.5～1.6GHz）の航空衛星デ－タ通信の伝送性能を解析するととも

に自動従属監視（ＡＤＳ）の伝送特性を改善する方法を検討する。また次世代
航空衛星通信方式についても調査・検討を行う。 

 
（主な成果） 
・ ＩＣＡＯ方式ＡＤＳのシミュレ－ション・ソフトを改良し、その伝送遅延特
性等を評価した。 

・ ＩＣＡＯ方式を改良するため、新しい変調方式の利用として、ＣＤＭＡ方式
を用いるＡＤＳの概念を明らかにした。 

・ 狭帯域ＡＤＳでのハンドオ－バ方式を明らかにした。また、ポ－リング方式
より高性能な自己同期方式ＡＤＳを考案した。 

・ これらの成果は、ＩＣＡＯや 欧州の会議で報告している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 自己同期方式ＡＤＳの概念図 】 
 
 
（（（（４４４４）ＣＡＴ）ＣＡＴ）ＣＡＴ）ＣＡＴⅢⅢⅢⅢＩＬＳＩＬＳＩＬＳＩＬＳ進入進入進入進入コースコースコースコース予測技術予測技術予測技術予測技術にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１４年度～１５年度） 
（目的） 

進入着陸時の CATⅢ用グライドパス（GP）反射面の現行除雪基準緩和
と CATⅢ用 GPパス監視システムの実用化について研究する。 
 

（主な成果） 
・ GP反射面の積雪による ILS 進入コースの実証データを収集すること
ができた（宇宙航空研究開発機構との共同研究を含む） 。 

・ 無積雪時と積雪時の進入コース予測プログラムを開発した。予測プロ
グラムは、滑走路横断勾配 1.5％、前方の丘および GP反射面に堆積して
いる多層構造の積雪等を考慮した数値解析モデルである｡ 

・ 本モデルは上記監視システムの実用化のための根幹部分であり、その

GES:航空地球局,AES:航空機地球局(1,･･･N は局数) 
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有効性を飛行実験結果により確認した。 
・ 青森空港の積雪時の地上実験では、除雪後に積雪形状が場所によって
変化する残留積雪の測定と積雪面の誘電率を測定した（写真９）。その測
定結果を用いて計算した。 

 GPパスの予測値と飛行実験結果との対照性により、監視システムの実用
化に関して青森大学との共同研究で開発した積雪面の誘電率測定装置の
測定方法の有効性を確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【 青森空港における積雪深（写真左）・誘電率測定（写真右）の風景 】 

 
 

（（（（５５５５））））カオスカオスカオスカオス理論理論理論理論によるによるによるによるヒューマンヒューマンヒューマンヒューマン・・・・ファクタファクタファクタファクタのののの計測計測計測計測にににに関関関関するするするする基礎研究基礎研究基礎研究基礎研究    
（平成１２年度～１５年度） 

（目的） 
音声のカオス性を利用したヒューマンファクタの評価技術を開発する。 

 
（主な成果） 
・ すでに一般的な発話音声をカオス論的に分析することにより、発話者のスト
レス状態を評価することができることを明らかにした。 

・ 実験的な検証実験を行っており、民間企業との共同研究として一部製品化も
行った。 

・ 本技術については、英国の科学雑誌 New Scientist に取り上げられ、ロイタ
ーにより世界的に配信された。また BBC Tomorrow’s World 等においては我が国
の特筆すべき技術の一つとして紹介もされた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              【 発話音声分析 試作システム 】 
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（（（（６６６６））））航空交通流管理航空交通流管理航空交通流管理航空交通流管理にににに対応対応対応対応したしたしたした次世代飛行場管制卓次世代飛行場管制卓次世代飛行場管制卓次世代飛行場管制卓のののの研究研究研究研究    
（平成１２年度～１６年度） 

（目的） 
航空機運航の起点及び終点にかかる情報化に要する次世代飛行場管制卓の要
件を明らかにする。 

 
（主な成果） 
・ 調布空港をモデルとした飛行場管制卓の機能評価に要する飛行場管制シミュ
レーション環境を当所仮想現実実験施設に実現した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 試作した次世代飛行場管制卓 】 
 
 
（（（（７７７７））））航空交通管理航空交通管理航空交通管理航空交通管理におけるにおけるにおけるにおける容量値容量値容量値容量値にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１４年度～１７年度） 
（目的） 

航空交通管理（特に、航空交通流管理で用いる）における容量値を推定する
手法を開発する。 

 
（主な成果） 
・ 遅延便の交換について近畿東セクタ及び羽田空港のＡＴＦＭ下におけるシミ
ュレーション実験を行い、実現可能性について検討した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 航空路セクタの航空交通管理（ＡＴＦＭ） 】 
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（（（（８８８８））））航空管制航空管制航空管制航空管制シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーションのののの効率化効率化効率化効率化にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（平成１４年度～１７年度） 

（目的） 
航空管制シミュレーションを効率的に行う方法を開発する。 
 

（主な成果） 
・ 管制通信記録データから管制指示データの取得・解析をした。 
・ 実験ログデータの処理による取扱機数、飛行時間データ等の取得を行った。 
・ ダイナミックシミュレーションを実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【 標準計器出発方式／標準到着経路 】        【 シミュレーション結果 】    
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（（（（９９９９））））新新新新ＣＮＳＣＮＳＣＮＳＣＮＳにににに対応対応対応対応したしたしたした管制方式管制方式管制方式管制方式にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１４年度～１７年度） 
（目的） 

次世代の CNS 技術の高度な利用を考慮した４次元航法による航空路設定を含
む管制手法について研究する。 
 

（主な成果） 
・ ４次元管制のための軌道推定において位置、速度、意図経路、風などの機上
データの通信能力や、気象条件が大きい影響を与えることがわかった。 

 
 
 

                航行衛星 
 
  ADS           4 次元航法               ADS 

                       
   FMS                            FMS 
 
      位置、速度               4 次元飛行ルート 
      意図経路                 アップデート 
      風 
 
       （精密ルート予測） 
 
 
 
           

 
 
 
 
 

【 ４次元航法における管制の概念図 】 

気象データ
ベース 

航空交通流 
 管理センター 

 
管制機関 

 
管制機関 
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（（（（10101010））））航空管制航空管制航空管制航空管制シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーションによるによるによるによる作業負担計測手法作業負担計測手法作業負担計測手法作業負担計測手法のののの研究研究研究研究    

（平成１５年度～１７年度） 
（目的） 

       航空管制作業負担の主観的・客観的評価手法の有効性の検討、外的条件や要
素の特定を行う。 

 
（主な成果） 
・ 作業負担に影響を与えると考えられる交通流の要素を調べるため実時間シミ
ュレーションを実施しデータを取得し、主観評価値に基づいてシミュレーショ
ン結果を解析した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 シミュレーション実験風景 】 
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（（（（11111111）ＡＣＡＳ）ＡＣＡＳ）ＡＣＡＳ）ＡＣＡＳ信号信号信号信号をををを用用用用いたいたいたいた受動型測位方式受動型測位方式受動型測位方式受動型測位方式のののの研究研究研究研究    

（平成１４年度～１５年度） 
（目的） 

航空機衝突防止装置（ＡＣＡＳ）の信号の相関を利用した高精度空港面監視
等に応用可能な実験システムの開発と測位性能の実証を行う。 

 
（主な成果） 
・ 実験装置受信部に AGC を付加し、空港内の距離の変化において安定したデー
タ収集が可能となった。 

・ 実際の空港環境において実験を行った結果、相関を利用した測位誤差はマル
チパスの大きさによるが２ＲＭＳ値で、6.5ｍから 48ｍの範囲となり、マルチ
パスの影響が大きいことが分かった。 

・ マルチパス誤差を低減するためＤＡＣによる処理を行った結果、3.6ｍから
11ｍ程度の範囲に改善される結果を得た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 仙台空港における地上局配置 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 測位結果 】 
 



【【【【資料資料資料資料３３３３－－－－２２２２    平成平成平成平成１５１５１５１５年度実施年度実施年度実施年度実施    基盤的研究課題基盤的研究課題基盤的研究課題基盤的研究課題（（（（基盤研究基盤研究基盤研究基盤研究））））】】】】 

-158- 
 

２２２２．．．．基盤研究課題基盤研究課題基盤研究課題基盤研究課題    
 
（（（（１１１１））））ルーネベルグレンズルーネベルグレンズルーネベルグレンズルーネベルグレンズをををを利用利用利用利用したしたしたした航法機器航法機器航法機器航法機器にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１４年度～１６年度） 
（目的） 

球形誘電体電波レンズの有用性の評価、及びそれを利用した新しい航法機器
の検討を行う。 

 
（主な成果） 
・ レンズの高周波特性を改善するため、試作器を作成して基礎試験を行った。 
・ 試験結果からレンズ周辺技術に関する特許出願を検討中である｡ 

 
 
（（（（２２２２））））スケールモデルスケールモデルスケールモデルスケールモデルによるによるによるによるＣＡＴＣＡＴＣＡＴＣＡＴⅢⅢⅢⅢＩＬＳＩＬＳＩＬＳＩＬＳ用新用新用新用新ＦＦＭＦＦＭＦＦＭＦＦＭ方式方式方式方式にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１４年度～１６年度） 
（目的） 

オフセットＦＦＭ (Far Field Monitor) 方式の有効性をスケールモデル実
験とシミュレーションにより確認する。 

 
（主な成果） 
・ ＦＦＭ のマルチパス波を考慮したシミュレーション・プログラムを作成し  
た。 
・ 電波無響室でスケールモデルを使った基本実験を行い、測定システムの動作
確認及び基本特性のデータを取得した。この実験により測定データの再現性や
測定に時間がかかる等の改良すべき点が明らかとなった。 

 
 
（（（（３３３３）ＡＩＳ）ＡＩＳ）ＡＩＳ）ＡＩＳ情報情報情報情報ののののＶＴＳ（ＶＴＳ（ＶＴＳ（ＶＴＳ（船舶通航業務船舶通航業務船舶通航業務船舶通航業務））））へのへのへのへの活用活用活用活用にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    

（平成１５度～１６年度） 
（目的） 

       ＡＩＳが本格的に普及した状態でのＡＩＳ情報を含むＶＴＳの運用上発生す
る問題点を明らかにする。 

 
（主な成果） 
・ ＡＩＳを活用したＶＴＳ業務（船舶通航業務）
のＩＭＯ等での検討の状況、開発動向について
調査した。 

     ・ 東京湾海上交通センターのＡＩＳ陸上局の試
験受信データによりＡＩＳ搭載船舶の運用状
況を把握した。 

 
 
 
 
 

【 ＡＩＳ表示装置 】 
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（（（（４４４４））））赤外線赤外線赤外線赤外線センサセンサセンサセンサ等等等等によるによるによるによる船舶船舶船舶船舶のののの検知追跡技術検知追跡技術検知追跡技術検知追跡技術にににに関関関関するするするする研究研究研究研究    
（平成１４年度～１７年度） 

（目的） 
衝突の危険がある船舶の検出、識別、追尾を行うためのシステムの開発を行
う。 

 
（主な成果） 
・ 検知追跡技術を開発し地上実験を実施・評価した。。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 赤外線画像例 】 
 
 
 
 

【 トラッキング例（時間順） 】 
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（（（（５５５５））））光学的手法光学的手法光学的手法光学的手法をををを用用用用いたいたいたいた画像処理方式画像処理方式画像処理方式画像処理方式のののの研究研究研究研究    

（平成１３度～１５年度） 
（目的） 

       空港面監視等に活用するための、光学情報を利用した画像処理による監視手
法の基礎技術を確立する。 

 
（主な成果） 
・ 前年度考案した測位アルゴリズムをＰＣ(Windows)上のプログラムとして実装
した。 

・ 試作した光学全方位センサを使って測位実験を行った。その結果、100m 四方
程度の領域に試作センサを設置した場合には、人間大程度の物体の認識が可能
であることが判明した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 全方位センサによる取得画像例 】        【 解析結果例】 
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（（（（６６６６））））航空機航空機航空機航空機ののののＦＭＳＦＭＳＦＭＳＦＭＳデータデータデータデータをををを利用利用利用利用したしたしたしたコンフリクトコンフリクトコンフリクトコンフリクト検出検出検出検出のののの研究研究研究研究    
（平成１４年度～１５年度） 

（目的） 
航空機の FMS から精度の高い航空機の飛行プロファイルを構築し、それに基
づきコンフリクトを検出するための手法を開発する。 

 
（主な成果） 
・ 針路変更時の不要警報の発生と警報遅れ時間を現状の直線予測と比較した。
旋回情報の取得により、不要警報の発生と警報の検出遅れ時間の低減効果が認
められた。 

・ FMS データと SSR モード S 高度情報を利用する高度プロファイルの予測につ
いて、予測精度を現状の直線予測と比較した。25ft 単位高度とそれに適応する
追尾フィルタの利用により高度変化率の推定遅れ時間を低減でき、予測精度を
向上できる。レベルオフ時の予測精度向上には選択高度の利用が有効である。 

 
 
（（（（７７７７）ＣＤＭＡ）ＣＤＭＡ）ＣＤＭＡ）ＣＤＭＡ方式方式方式方式データデータデータデータ通信通信通信通信インフラインフラインフラインフラのののの構築構築構築構築にかかるにかかるにかかるにかかる研究研究研究研究    

（平成１４年度～１６年度） 
（目的） 

次世代の航空通信インフラ構築のために、新しい航空通信方式を提案する。 
 

（主な成果） 
・ CDMA の新しいコード割り当て方式を開発した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 ＣＤＭＡ原理図 】 
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１１１１．．．．平成平成平成平成１５１５１５１５年度実施年度実施年度実施年度実施 受託研究受託研究受託研究受託研究（（（（抜粋抜粋抜粋抜粋）））） 
 
（（（（１１１１））））国内短縮垂直管制間隔導入国内短縮垂直管制間隔導入国内短縮垂直管制間隔導入国内短縮垂直管制間隔導入にににに係係係係るるるる空域安全性基礎評価委託空域安全性基礎評価委託空域安全性基礎評価委託空域安全性基礎評価委託    

                （国土交通省より受託） 
（受託内容）  

短縮垂直間隔（RVSM）導入に先立つ衝突危険度の推定と空域安全性にかかる事前
評価を行う。 

 
   （研究成果） 

・ 国内空域の 1年分の飛行計画データとレーダデータを解析し、各航空路上の近
接通過頻度（同一航空路上の反航、同航、および航空路の交差点）と横方向経路
逸脱量の分布等を求めた。 

・ RVSM 導入時の技術的リスク（垂直衝突危険度）を推定し、その平均値は 2.5
×10-9［件／時］未満であることを明らかにした。 

・ 交差ルートに関するデータ解析方法およびプログラムを開発した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【 航空路別のすれ違い（反航）時の近接通過頻度 】 

 
 
 
（（（（２２２２））））空域安全性管理空域安全性管理空域安全性管理空域安全性管理システムプログラムシステムプログラムシステムプログラムシステムプログラム開発開発開発開発にかかるにかかるにかかるにかかる技術支援委託技術支援委託技術支援委託技術支援委託        

        （国土交通省より受託） 
（受託内容）  

     短縮垂直間隔（ＲＶＳＭ）導入にあたっての空域安全性管理システムのプログラ
ム開発に関する技術支援を行う。 

 
   （研究成果） 

・ 当研究所で開発したプログラムを航空局の上記システムで使用できるように、
プログラム開発の技術的問題点について指導し、示唆を与えた。 

図では、すれ違い

（反航）時の近接

通過頻度の数値

を線の太さで表し

てある。太い程頻

度が高い。このよ

うな値を解析する

プログラムが航空

路の安全管理に

た め に 使 用 さ れ

る。） 
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（（（（３３３３））））ミリミリミリミリ波波波波／／／／赤外線赤外線赤外線赤外線によるによるによるによる衝突防止技術衝突防止技術衝突防止技術衝突防止技術にににに関関関関するするするする研究研究研究研究 
（特殊法人からの受託） 

（受託内容）  
ミリ波、赤外線を用いた小型機の衝突事故防止のための技術の開発・研究を行う。 

   （研究成果） 
・ 実験用ミリ波レーダの距離精度の向上と障害物探知距離の拡大が図れた。 
・ 小型、高性能ミリ波レーダ用アンテナを開発した。 
・ ヘリコプタ搭載用機器（システム機器ラック、電源等）を設計・製作した。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 システムのセンサ部 】             【 データ処理部と表示部 】 
 
 
（（（（４４４４））））無線無線無線無線システムシステムシステムシステムのののの有効性有効性有効性有効性とととと航法機器等航法機器等航法機器等航法機器等にににに対対対対するするするする電波干渉調査分析電波干渉調査分析電波干渉調査分析電波干渉調査分析とととと評価評価評価評価    

             （特殊法人より受託） 
（受託内容）  
 航空機内で無線ＬＡＮサービスを行うとき、その電波が機内航法機器に与える影
響に関する調査・検討を行う。 

   （研究成果） 
・ 電波無響室実験による市販無線ＬＡＮの基本性能を提示した。 
・ 航空機内に設置した無線ＬＡＮによるデータ伝送性能の評価、航空用電子レン
ジの無線ＬＡＮ性能に与える影響の測定および検討を行った。 

・ 無線ＬＡＮ使用時の機内電波環境の測定、測定結果に基づく無線ＬＡＮ電波の
機内航法機器への干渉の可能性を明示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【 電波無響室での基本性能測定風景 】         【 航空機での実験風景 】 

本実験後本実験後本実験後本実験後、、、、航空機内航空機内航空機内航空機内でででで実験実験実験実験
をををを行行行行ったったったった。。。。 

③③③③操縦席操縦席操縦席操縦席のののの 
計器確認計器確認計器確認計器確認 

①①①①    客室客室客室客室にににに設置設置設置設置したしたしたした
信号発生器信号発生器信号発生器信号発生器 
 

 
②②②②貨物室貨物室貨物室貨物室にににに設置設置設置設置 
したしたしたしたアンテナアンテナアンテナアンテナ類類類類
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（（（（５５５５））））臨海道路橋臨海道路橋臨海道路橋臨海道路橋のののの江東江東江東江東ＶＯＲＶＯＲＶＯＲＶＯＲ////ＤＭＤＭＤＭＤＭＥＥＥＥへのへのへのへの影響影響影響影響にににに係係係係るるるる縮尺縮尺縮尺縮尺モデルモデルモデルモデル実験調査実験調査実験調査実験調査    
              （民間企業より受託）          

（受託内容）  
 東京湾で建設が予定されている臨海道路橋（東京港大橋）が隣接する江東ＶＯＲ
/ＤＭＥ局の方位情報に与える影響及び軽減策をシミュレーション技術を用いて調
査を行う。 
 

   （研究成果） 
・ 臨海道路橋の 200 分の１縮尺模型を用いた橋梁の電波反射特性に関する測定
を電波無響室で実施した。 

・ 上記の電波反射特性データをもとに、道路橋が VOR 方位情報に与える影響に
関して検討した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   【 電波無響室での測定中の道路橋の一部 】 
    
    
    
    
    
（（（（６６６６））））青森空港高青森空港高青森空港高青森空港高カテゴリーカテゴリーカテゴリーカテゴリー化積雪調査業務委託化積雪調査業務委託化積雪調査業務委託化積雪調査業務委託 

（青森県より受託） 
（受託内容）  
 電波高度計（ＲＡ）用地の除雪の必要、同用地の近くに新設される県道の防雪フ
ェンスの電波障害およびグライドパス（ＧＰ）反射面の積雪対策について調査・研
究する。 
 

   （研究成果） 
・ 電波高度計用地の積雪に関しては飛行実験により、電波高度計の出力に影響な
いことを明らかにした。 

・ 防雪フェンスについては予測シミュレーションにより、影響が許容できる範囲
であった｡ 

・ グライドパス反射面については、現行の除雪基準を緩和できる見通しを得た。 

電波吸収体電波吸収体電波吸収体電波吸収体 

200 200 200 200 分分分分のののの１１１１のののの縮尺模型縮尺模型縮尺模型縮尺模型    
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                                                    【 ３次元レーザー・プロファ 

イラによる積雪面計測状況 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                            【 電波高度計用地の積雪 

状況と防雪フェンス 】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
                       【 積雪時の青森空港グライド 

パス・アンテナの周辺風景 】 
 
 
 
 
 
 
 
 

防雪防雪防雪防雪フェンスフェンスフェンスフェンスとととと県道県道県道県道 
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 外部委託を行った主な業務 

   （単位：千円）

 業務内容 委託金額 

庁舎機械警備 3,767

 清掃業務 4,410

 ネットワーク運用保守 4,410

 空調換気設備点検整備 5,250

 電子計算機賃貸借及び保守 58,653

 

庁
舎
・施
設
管
理 

自動車運転等業務 3,646

 ＧＰＳ信号品質監視装置の改修および作業補助 3,507

 マルチラテレーション対応ＡＤＳ－Ｂ評価実験作業補助 4,725

 ＡＣＡＳ受動測位実験補助 2,205

 ＶＤＬモード３音声品質評価実験及び飛行実験（第２回）作業補助 5,723

 電離層遅延解析補助 11,655

 航空管制作業負担の調査補助 578

 カオス理論による航空管制作業負担の調査補助 662

 発話音声データ評価実験 2,625

 生理的指標による航空管制作業負担の調査補助 662

 マルチチャネル化システム実験作業補助 2,083

 移動体測位性能実験作業補助① 397

 移動体測位性能実験作業補助② 378

 ＶＤＬモード３飛行実験（第１回）作業補助 2,310

 仮想現実実験施設公開における作業補助 336

 ＶＤＬモード３室内実験作業補助 5,250

 ヘリコプタの障害物探知・衝突警報システムに関する実験支援 8,778

 マルチラテレーション対応ＡＤＳ－Ｂ評価実験作業補助 1,890

 ＧＢＡＳ飛行実験作業補助 2,699

 ＧＮＳＳ試験システムのＧＰＳ衛星標定解析補助 12,548

 統合化システム実験作業補助 2,755

 移動体測位性能実験作業補助③ 452

 移動体測位性能実験作業補助④ 441

 統合化システム実験作業補助② 1,470

 ＩＬＳ ＦＦＭ（ファーフィールドモニタ）の電波無響室における実験作業補助 500

 ＧＰＳ衛星信号に及ぼす電離層擾乱計測のための沖縄実験作業補助 800

 電子航法研究所研究施設建築与条件整理等支援業務 2,940

 人工の掌握のためのタイムレポート等実施状況調査 2,948

 ダイナミックシミュレーション用データ整備作業支援 630

 ＧＢＡＳ飛行実験作業補助 3,432

 

作 
 

業 
 

補 
 

助 

ＶＤＬモード３飛行実験（第３回）作業補助 4,620
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略語表（その１） 
略 語 英    語 日  本  語 

A     

ACAS Airborne Collision Avoidance System 航空機衝突防止装置 

ACP Aeronautical Communications Panel 航空通信パネル（ＩＣＡＯ） 

ADS Automatic Dependent Surveillance 自動位置情報伝送･監視機能（自動従属監視） 

ADS-B Automatic Dependent Surveillance-Broadcast
放送型自動位置情報伝送･監視機能 

（放送型自動従属監視） 

AIDC 
Air Traffic Service Interfaculty Data  

Communication 
管制機関間データ通信 

AIS Automatic Identification System 船舶自動識別装置 

AMCP Aeronautical Mobile Communications Panel 航空移動通信パネル(ICAO) 

ARSR Air Rｏｕｔｅ Surveillance Radar 航空路監視レーダー 

ARTS Automated Rａｄａｒ Tｅｒｍｉｎａｌ System ターミナル・レーダー情報処理システム 

ASAS Airborne Separation Assistance System 航空機間隔維持支援装置 

ASDE Airport Surface Detection Equipment 空港面探知レーダ 

A-SMGC 
Advanced-Surface Movement Guidance 

and Control 
先進型地上走行誘導管制 

A-SMGCS 
Advanced-Surface Movement Guidance 

and Control Sｙｓｔｅｍｓ 
先進型地上走行誘導管制システム 

ATFM Air Traffic Flow Management 航空交通流管理 

ATM Air Traffic Management 航空交通管理 

ATN Aeronautical Telecommunication Network 航空通信網 

ATNP 
Aeronautical Telecommunication 

Network Panel 
航空通信網パネル(ICAO) 

C     

CAT Category カテゴリー 

CDMA Code Division Multiple Access コード分割多重受付 

CFIT Controlled Flight Into Terrain 操縦可能状態での地上激突事故 

CGSI Civil GPS Service Interface Committee GPS 民間業務連絡委員会 

CNS Communication･Navigation・Surveillance 通信・航法・監視 

CPDLC Controller Pilot Data Link Communication 管制官・パイロット間データリンク通信 

CRT Cathode ray tube ブラウン管 

D     

DSB Double Side Band 両測波帯 

DFIS Digital Flight Information Service デジタル飛行情報業務 

DL Down Looking ダウンルッキング 

DME Distance Measuring Equipment 距離情報提供装置 

E     

EGNOS European GNSS Overlay Service  欧州の静止衛星航法オーバーレイサービス 

EMI Electro Magnetic Interference 電磁干渉 

F     

FAA Federal Aviation Administration 連邦航空局 

FAQ Frequently asked question よくある質問 

FMCW Frequency Modulated Continuous Wave 周波数変調された連続波 

FMS Flight Management System 飛行管理システム 
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略語表（その２） 
略 語 英    語 日  本  語 

G     

GBAS Ground Based Augmentation System 地上型衛星航法補強システム 

GLONASS Global Orbiting Navigation Satellite System ロシアの全地球的航法衛星システム 

GNSS Global Navigation Satellite System 全地球的航法衛星システム 

GP Glide Path グライド・パス 

GPS Global Positioning System 米国の全地球的測位システム 

H     

HUD Head up ｄｉｓｐｌｒｙ 
操縦席の前方風防面に電子的に諸情報を総合的に

表示するシステム 

I     

ICAO International Civil Aviation Organization 国際民間航空機関 

ID Identifier 識別符号 

IEEE 
Institute of Electrical and Electronics  

Engineers 
米国電気電子学会 

ILS Instrument Landing System 計器着陸装置 

IMO International Maritime Organaization 国際海事機関 

INS Inertial Navigation System 慣性航法装置 

ＩＯＮ Institute of Navigation 米国航法学会 

IPC Intermittent Positive Control 一時的特別管制、完結的積極管制 

ＩＷＧ 
SBAS Technical Interoperability Working  

Group 
SBAS 相互運用性作業グループ 

J     

JAXA Japan Aerospace Exploration Agency 独立行政法人 宇宙航空研究開発機構 

JTIDS Joint Tactical Information Distribution System 総合（統合）戦術情報伝達システム 

JPL Jet Propulsion Laboratory ジェット推進研究所（米国） 

L     

LAAS Local Area Augmentation System 狭域補強システム（米国） 

LAN Local Area Net Work 狭い範囲でｺﾝﾋﾟｭﾀや周辺機器を接続するネットワーク

LCD Liquid Crystal Display 液晶ディスプレイ 

LDA Localizer Type Directional Aid ローカライザー型式方向援助施設 

M     

METAR French as Aviation Routine Weather Report 定時観測気象報 

MIDS 
Multi functional Information Distribution  

System 
多目的戦術情報交換システム 

MNWG Multi National Working Group 多国間作業部会 

MIT Massachusetts Institute of Technology マサチューセッツ工科大学 

MSAS MTSAT Based Augmentation System 運輸多目的衛星（MTSAT）用衛星航法補強システム

MSAS-GAIA MSAS-GPS Aided Inertial Navigation Avionics MSAS-GPS 補強型慣性航法装置 

MTSAT Multi-Functional Transport Satellite 運輸多目的衛星 

N     

NASA 
National Aeronautics and Space  

Administration 
アメリカ航空宇宙局 

NEXCOM Next Generation Air/Ground Communications 次世代空地通信 

NEXSAT Next Generation Satellite Communications  次世代航空衛星通信システムステアリング 
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略語表（その３） 
略 語 英    語 日  本  語 

NSP Navigation System Panel 航法システムパネル（ICAO） 

P     

PCT Patent Cooperation Treaty 特許協力条約 

PDA Personal Digital Assistant 携帯情報端末 

PIA Proprietary Information Agreement 秘密保持契約 

Q     

QZSS Quasi-Zenith Satellite System 準天頂衛星システム 

R     

RA Radio Altimeter 電波高度計 

RMS Root Mean Square 二乗平均誤差 

RTCA Radio Technical Commission for Aeronautics 航空無線技術委員会（アメリカ） 

RVSM Reduced Vertical Separation Minima 短縮垂直間隔 

S     

SA Selective Availability 選択的精度劣化 

SANE 
Space, Aeronautical and Navigational  

Electronics 
電子情報通信学会 宇宙・航行ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会 

SARPｓ Standards and Recommended Practices 標準及び勧告方式（ＩＣＡＯ） 

SASP Separation and Airspace Safety Panel 管制間隔・空域安全パネル(ICAO) 

SBAS Satellite Based Augmentation System 静止衛星型衛星航法補強システム 

SCRSP 
Surveillance and Conflict Resolution Systems 

Panel 
監視及び異常接近回避システムパネル会議（ICAO）

SQM Signal Quality Monitoring 信号品質監視 

SSR Secondary Surveillance Radar 二次監視レーダ 

SVM Service Volume Model サービスボリュームモデル 

T     

TAAM Total Airspace and Airport Modeller 空域・空港モデル化ツール 

TDMA Time Division Multiple Access 時分割多重接続 

TEC Tower en-route control 管制塔で実施する航空路管制 

TSG Technical Sub Group 技術作業部会 

U     

UDRE User Differential Range Estimate 利用者ディファレンシャル距離推定 

UTEM 
User Participation Technical Examination 
Meeting 

利用者技術検討会議 

V     

VDL モード３ VHF Digital Link Mode 3 航空管制用デジタル対空無線システム 

VHF Very High Frequency (30MHz to 300MHz) 超短波 (30MHz から 300MHz) 

VTS Vessel Traffic Services 船舶通航業務 

VOR VHF omni directional radio range VHF 全方向レンジ（超短波全方向式無線標識施設） 

VORTAC VOR and TACAN combination VOR とＴＡＣＡＮとを組み合わせた航空保安無線施設

W     

WAAS Wide Area Augmentation System 米国のＧＮＳＳ広域補強システム 

WG Working group 作業グループ 



 

 
 

 


